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規制影響分析（ＲＩＡ）の試行的実施状況について 
   （Regulatory Impact Analysis） 

 
 

  

 

 

 

 
平成17年６月10日現在、10府省で79件を実施 
※ ＲＩＡとは…規制の導入や修正に際し、実施に当たって想定されるコストや便益といった影響を客観的に分析

し、公表することにより、規制制定過程における客観性と透明性の向上を目指す手法。 
 

 

 

 

上記79件の概要を取りまとめ、公表。 
※ 「規制影響分析（ＲＩＡ）の試行的実施に関する実施要領」（平成16年８月内閣府規制改革・民間開放推進室）

の項目に沿って概要を取りまとめ。 

ＲＩＡについては、各府省において平成 16 年度から試行的に実施することとし、 

評価手法の開発された時点において、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」の枠組みの下で義務

付けを図るものとする。 

〈「規制改革・民間開放推進３か年計画」（平成 16 年３月 19 日閣議決定）〉 

総務省は、……試行的なＲＩＡの実施状況を速やかに把握・分析し、……「行政機関が行う政策の評

価に関する法律」の枠組みの下で規制の事前評価を早期に義務付けるための取組を進める。 

〈「規制改革・民間開放推進３か年計画」（平成 16 年３月 19 日閣議決定、17 年３月 25 日改定）〉 

平成17年６月29日 
総務省行政評価局 
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１ 根拠法令別の実施状況 
 
 実施要領：可能な限り全ての規制の設定又は改廃に際して行うものとする。ただし、政省令等については、軽微等の

理由により「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続」（平成11年３月23日閣議決定）（以下「パブリッ

ク・コメント手続」という。）を行わなかったものについてはこの限りでない。 
 

単位：件、％ 

規  制  の 根  拠  法  令  の レ ベ ル 
府省名  実施件数  

法 律 政 令 省 令 告示等  

公 正 取 引 委 員 会 ３ （  3.8） ３ （100.0） － － － 

国家公安委員会・警察庁 ８ （ 10.1） ６ （ 75.0） ２ （ 25.0） － － 

総 務 省 ７ （  8.9） ２ （ 28.6） ３ （ 42.9） ２ （ 28.6） － 

法 務 省 ２ （  2.5） － － １ （ 50.0） １ （ 50.0） 

外 務 省 １ （  1.3） １ （100.0） － － － 

文 部 科 学 省 ９ （ 11.4） － ６ （ 40.0） ９ （ 60.0） － 

農 林 水 産 省 10 （ 12.7） ７ （ 70.0） ３ （ 30.0） － － 

経 済 産 業 省 18 （ 22.8） １ （  4.8） ２ （  9.5） 15 （ 71.4） ３ （ 14.3） 

国 土 交 通 省 ７ （  8.9） ６ （ 85.7） １ （ 14.3） － － 

環 境 省 14 （ 17.7） 11 （ 78.6） ３ （ 21.4） － － 

計  79 （100.0） 37 （ 42.1） 20 （ 22.7） 27 （ 30.7） ４ （  4.5） 

（注） 根拠法令のレベルが複数に該当するものが９件ある。 

 

２ 実施内容 
 
○ 規制の目的・内容（規制の新設、廃止等別に区分） 
 
 実施要領：可能な限り全ての規制の設定又は改廃に際して行うものとする。 
 

単位：件、％ 

規制の新設 規制の追加、強化、拡充 規制の緩和 規制の廃止 

21 （ 26.2） 42 （ 52.5） 14 （ 17.5） ３ （  3.8） 

（注） 「規制の新設」と「規制の緩和」の両方に該当するものが１件ある。 



- 3 - 

 

○ 想定される効果 
 
実施要領：想定され得る効果の要素を可能な限り列挙するとともに、可能な限り当該効果を定量化し推計。 

 
単位：件、％ 

効果を記載している 

定量的に記載 定性的に記載 
効果を記載していない 

３ （  3.7） 76 （ 96.3） ０ （  0.0） 

 

 

○ 想定される負担 
 
実施要領：想定され得る負担の要素を可能な限り列挙するとともに、可能な限り当該負担を定量化し推計。 

 
単位：件、％ 

負担を記載している 

定量的に記載 定性的に記載 
現状より負担が増大すること 
は想定されない等と記載 

負担を記載していない 

６ （  7.5） 61 （ 76.3） ９ （ 11.2） ４ （  5.0） 

（注）１ 「定性的に記載」と「負担を記載していない」の両方に該当するものが１件ある。 

２ 「現状より負担が増大することは想定されない等と記載」９件は、現状より負担が増大することは想定されない、想定

される負担なしとするもので、その目的・内容別の内訳は、「規制の新設」２件、「規制の追加等」４件、「規制の緩和」２

件及び「規制の廃止」１件  

３ 「負担を記載していない」４件の目的・内容別の内訳は、「規制の緩和」２件及び「規制の廃止」２件  
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○ 代替手段との比較考量 
 
実施要領：想定できる代替手段を提示し、・・・・設定・改正しようとする規制案と当該代替手段を比較考量。 

なお、代替手段については、可能な限り規制以外の代替手段も提示するものとする。 

また、規制緩和の場合は、当該規制の撤廃も想定できる場合は代替手段として提示するものとする。 
 

単位：件、％ 

代替手段との比較考量を実施している 

現 状 維 持 と 
比 較 考 量 

現状維持及び 
規 制 撤 廃 と 
比 較 考 量 

現 状 維 持 及び 
その他の代替手段
と 比 較 考 量 

規 制 撤 廃 と 
比 較 考 量 

その他の代替手段
と 比 較 考 量

その他 

代替手段との 
比較考量を実施 
し て い な い 

36 （ 45.6） 11 （ 13.9） １ （ 1.3） ３ （ 3.8） 18 （ 22.8） ７ （ 8.8） ３ （  3.8） 

（注 ）１ 「代替手段との比較考量を実施していない」３件は、「想定される代替手段がない」とするもの１件、「特になし」とする

もの２件  

２ 「その他」７件は、他の項目で現状維持との比較考量を行っているとするもの 
 
 

○ 有識者の見解等 
 
実施要領：審議会等において示された有識者の見解その他関連資料がある場合は、必要に応じそれを明示。 

 
単位：件、％ 

有識者の見解等を記載している 

有識者の見解を記載 審議会等の報告書等を記載 

審議会等への付議 
予定を記載している 

記載していない 

６ （  7.6） 35 （ 44.3） １ （  1.3） 37 （ 46.8） 
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○ 一定期間経過後の見直し（レビュー） 
 
実施要領：ＲＩＡを行った規制については、当該ＲＩＡに記載するレビュー時期までの間にレビューを行わなければならな

いこととする。 
 

単位：件、％ 

レビューを行う予定であると記載 

レビュー時期を特定 レビュー時期を不特定 
レビューを行う予定はないと記載 レビューについて記載していない 

42 （ 53.2） 25 （ 31.6） １ （  1.3） 11 （ 13.9） 

（注）１ 「レビュー時期を特定」42件は、レビュー実施年度を明記しているもの 

２ 「レビュー時期を不特定」25件は、「条約改正時に行う」などとしているもの 

３ 「レビューを行う予定はないと記載」１件は、「規制の緩和」を内容とするもの 

 

３ 実施時期 
 
実施要領：ＲＩＡは、以下に定める時期までに行わなければならないこととする。 

ア 法律の制定・改廃により設定・改廃される規制については、当該法律の公布（廃止）時  

※ ただし、できる限り当該法律案の国会提出時までに行うことが望ましい。 
 
（根拠法令が法律） 

単位：件、％ 

当該法律案審議時 当該法律公布時 当該法律施行時 計 

36 （100.0） ０ （  0.0） ０ （  0.0） 36 （100.0） 

 

実施要領：ＲＩＡは、以下の定める時期までに行わなければならないこととする。 

イ 政省令等の制定・改廃により設定・改廃される規制については、パブリック・コメント手続における意見の

募集時 

※ あわせて、パブリック・コメント手続における意見等を踏まえて規制の実施時までに当該規制を修正する

場合は、その時点で改めてＲＩＡを行うものとする。 
 
（根拠法令が政省令等） 

単位：件、％ 

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄ実施前 ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄ実施時 当該規制決定時 当該規制導入時 計 

38 （ 88.4） ５ （ 11.6） ０ （  0.0） ０ （  0.0） 43 （100.0） 
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各府省におけるＲＩＡの実施状況（個表） 

 
表 ＲＩＡ－１ 公正取引委員会におけるＲＩＡの実施状況（３件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
１ 事務総局
経済取引
局総務課
企画室 

独占禁止法違反
行為に対する課
徴金賦課 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・私的独占の禁
止及び公正取
引の確保に関
する法律 

平成17年３月 
（当該法律案審議
時） 
 
【パブリック・コメン
ト実施の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実施
時期】 
平成16年５月 

 
 

【目的】 
現在、我が国においては、市場
原理・自己責任原則に立脚した経
済社会の実現のために抜本的な経
済構造改革を推進することが喫緊
の課題となっている。また、そのた
めには、カルテル・入札談合等の
独占禁止法違反行為に対する執行
力・抑止力を十分なものにしていく
必要がある。 
また、従来みられた価格カルテ
ル行為に加えて、供給量、市場占
有率、取引先等を制限するカルテ
ル行為等がみられるなど違反行為
の態様も多様化してきている。特定
の有力な事業者が他の事業者に対
価・供給量・供給先等を指示するな
どその事業活動を支配して、市場
全体の価格・供給量のコントロール
を図る私的独占については、他の
事業者の事業活動の排除を併せて
行っている場合も含めて、経済実
態として価格カルテル等と変わらな
いと評価できる。 
カルテル禁止規定等の実効性を
確保することにより、公正かつ自由
な競争を促進し、事業者の創意を
発揮させ、事業活動を盛んにし、雇
傭及び国民実所得の水準を高め、
以て、一般消費者の利益を確保す
るとともに、国民経済の民主的で健
全な発達を促進するという独占禁
止法の目的に資する。 
【内容】 
上記措置を導入するため、私的
独占の禁止及び公正取引の確保
に関する法律に所要の改正を行
う。 
 

過去のカルテル・入
札談合を分析・推計す
ると、平均16.5％（約９割
の事案で８％以上）の不
当利得があるとみられる
ため、課徴金算定率を
６％から10％に引き上
げる（違反行為を繰返し
た場合は、15％）ことに
より、独占禁止法違反行
為が抑止される。 
購入カルテルについ
ては、価格カルテルと
同様、経済的利得を得
ているとみられ、課徴金
の対象とすることで違反
行為の抑止が図られ
る。 
対価、供給量、市場
占拠率又は取引先を制
限する私的独占につい
ては、違反事業者が他
の事業者を支配してい
るだけで、価格カルテ
ルと同様の経済実態が
存在するため、課徴金
の対象とすることで、違
反行為の抑止が図られ
る。 
 

購入カルテル及
び対価、供給量、市
場占拠率又は取引
先を制限する私的
独占事件における
課徴金を算定する
ために要するコス
ト。（行政コスト） 
課徴金対象行為
の違反事業者につ
いては、課徴金の負
担の増加が見込ま
れる。 
また、購入カルテ
ル、対価、供給量、
市場占拠率又は取
引先を制限する私
的独占を行った事
業者については、
新たに課徴金の負
担が生じる。 
ただし、課徴金制
度は、独占禁止法
違反行為を行った
事業者に対し、課さ
れるものであり、違
反行為を行ってい
ない事業者に対し
て、新たな負担を強
いるものではない。
（遵守コスト） 
 

代替手段としては、現
状維持があるが、その場
合、過去のカルテル・入
札談合を分析・推計する
と、平均16．5％（約９割
の事案で８％以上）の不
当利得があるとみられな
がら、現行制度で対応す
るとすれば、違反行為を
繰返す事業者が跡を絶
たない状況が改善され
ない。 
また、対価、供給量、
市場占拠率又は取引先
を制限する私的独占に
ついては、違反事業者
が他の事業者を支配し
ているだけで、価格カル
テルと同様の経済実態
が存在するにもかかわら
ず、課徴金の適用対象
外であれば、違反行為
の抑止が働かない。購入
カルテルについても同
様である。 
さらに、独占禁止法違
反行為による価格の上
昇・硬直化等に伴う経済
厚生の低下が生じる。 

「規制改革・
民間開放推進３
か年計画」（平
成16年３月19日
閣議決定）の措
置事項 
「独占禁止法
研究会報告書」
（平成15年10月
公表）の提言事
項 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
平成17年４月
20日、独占禁止
法改正法案成
立 

改正法施
行後５年以
内に行う。
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
 
２ 
 
事務総局
経済取引
局総務課
企画室 

 
課徴金減免制度 
【緩和】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・私的独占の禁
止及び公正取
引の確保に関
する法律 

 
平成17年３月 

（当該法律案審議
時） 
 
【パブリック・コメン
ト実施の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実施
時期】 
平成16年５月 

 
 

 
【目的】 
カルテル・入札談合は、密室の
行為であり、発見・解明が困難であ
ることを踏まえ、違反行為の摘発に
より、事案の真相究明、違法状態の
解消及び違反行為の防止を十分に
図るためには、違反行為を自ら報
告してきた事業者に対して、措置を
減免する制度を導入することが適
当であるとの認識から、欧米やアジ
アの各国において、いわゆるリニエ
ンシー制度が導入されている。同
制度は、多くの国際カルテル事件
等の調査において有効に機能して
おり、ＯＥＣＤも同制度が違反行為
の摘発、抑止に大きな成果をあげ
ているとして、加盟国政府に同制度
の導入を推奨している。 
【内容】 
上記措置を導入するため、私的
独占の禁止及び公正取引の確保
に関する法律に所要の改正を行
う。 
 

 
課徴金減免制度を導
入することにより、密室
の行為であるカルテル・
入札談合の発見・解明
に資する。 
また、違反行為から
離脱するインセンティブ
を与え、企業の法令遵
守の取組を後押しする
ことに資する。 

 
減免申請の窓口
等の体制整備。（行
政コスト） 
課徴金減免制度
は、違反事業者に
対して課される課徴
金を減免するもので
あり、事業者に対し
て、新たな負担を強
いるものではない。
（遵守コスト） 

 
代替手段としては、現
状維持があるが、その場
合、カルテル・入札談合
は、密室の行為であるこ
とから、発見・解明が困
難であり、違法状態の解
消及び違反行為の防止
を十分に図ることができ
ない。また、独占禁止法
違反行為が排除されな
いこと等による価格の上
昇・硬直化等に伴う経済
厚生の低下が生じる。 
 カルテル・入札談合
は、密室の行為であり、
課徴金減免制度を導入
することにより、違反行為
の発見・解明に資するた
め、現状が改善される効
果があるものと思料され
る。 

 
「規制改革・
民間開放推進３
か年計画」（平
成16年３月19日
閣議決定）の措
置事項 
「独占禁止法
研究会報告書」
（平成15年10月
公表）の提言事
項 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
平成17年４月
20日、独占禁止
法改正法案成
立 

 
改正法施
行後５年以
内に行う。

          
３ 事務総局
経済取引
局総務課
企画室 

価格の同調的引
き上げに関する
報告の徴収制度 
【廃止】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・私的独占の禁
止及び公正取
引の確保に関
する法律 

平成17年３月 
（当該法律案審議
時） 
 
【パブリック・コメン
ト実施の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実施
時期】 
平成16年５月 

 
 

【目的】 
年間国内総供給価額が600億円
超で、かつ、上位３社の市場占拠
率の合計が70％超という市場構造
要件を満たす同種の商品又は役務
につき、首位事業者を含む２以上
の主要事業者（市場占拠率が５％
以上であって、上位５位以内である
者をいう。）が取引の基準として用
いる価格について、３か月以内に、
同一又は近似の額又は率の引き上
げをしたときは、公正取引委員会
は、当該主要事業者に対し、当該
価格の引き上げ理由について報告
を求めることができる。 
意思の連絡なく価格を一斉に引
き上げる行為に対してはカルテル
規制では捕捉できないことから、価
格の同調的引き上げが行われた場
合に値上げ理由の報告を求め、国

事前に限定的な業種
かつ価格の引き上げに
のみ規制の網をかけて
おくのではなく、競争政
策上望ましくないと考え
られる同調的行為があ
れば、個別に理由を求
めるなどの調査をするこ
とにより、効果的に摘発
に力を注ぐことができ
る。 
 

－ 
 

代替手段としては、報
告の徴収制度の維持が
あるが、報告の徴収制度
は、導入当初期待されて
いた価格の同調的引き
上げ行為に対して十分
に抑止力を発揮している
とはいい難い。また、監
視対象品目及び周辺の
品目について、監視対
象に該当するか否かの
視点から市場規模やシェ
アの調査を継続的に行
い、これを踏まえて監視
対象リストの改定を定期
的に行うこととなるととも
に、企業は、ビジネス上
正当な行為を行っている
場合であっても、価格引
き上げの理由について

独占禁止法
研究会報告書
（平成15年10月
公表）の提言事
項 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
平成17年４月
20日、独占禁止
法改正法案成
立 
平成17年５月
27日、同制度の
廃止 

－ 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
会への年次報告でその概要を示す
こととすることにより、企業の価格決
定が慎重になり、公正かつ自由な
競争の促進に資することになること
を期待して設けられたもの。 
【内容】 
上記規制を廃止するため、私的
独占の禁止及び公正取引の確保
に関する法律に所要の改正を行
う。 

報告書を提出する作業
が生じる。 
価格の同調的引き上
げは、①巧妙に意思の
連絡を明らかにせず、意
思の連絡がないかのよう
にみえるカルテル行為、
②実際にも意思の連絡
の一切ない同調行為に
理論上区別できるが、運
用状況や企業の意識の
変化、運用改善等による
対応についての検討を
踏まえれば、政策的に
は、独占禁止法上は理
由の報告等の特別の対
応を行うよりも、上記①に
向けたカルテルの効果
的な摘発に力を注ぎ、同
②のために用いているリ
ソースを振り向けていくこ
とが適当であると思料さ
れる。 
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表 ＲＩＡ－２ 国家公安委員会・警察庁におけるＲＩＡの実施状況（８件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
４ 生活安
全局生
活環境
課 

デリバリーヘル
ス営業関係 
・ デリバリーヘ
ルス営業に係
る受付所及び
待機所を届出
対象に追加 
・ 受付所に対
する店舗型フ
ァッションヘ
ルスと同様の
営業禁止区域
等の規制の適
用 
・ 警察職員によ
る立入りの対
象施設にデリ
バリーヘルス
営業に係る事
務所、受付所
及び待機所を
追加 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・風俗営業等の
規制及び業務
の適正化等に
関する法律 
 

平成17年２月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
国会におい
て審議を経る
法律案である
ため。 

【目的】 
デリバリーヘルスの営業について、店舗型フ
ァッションヘルスの営業所類似の受付所が多数
出現し、善良の風俗と清浄な風俗環境を害して
いるほか、同営業においては、年少者使用が
後を絶たず、また、人身取引の被害者が接客
業務に従事している可能性もある。 
したがって、当該営業に係る受付所及び派
遣従業者の待機所を届出事項に追加するととも
に、受付所については、店舗型ファッションヘ
ルスに対する規制を適用し、その設置地域、営
業時間、客引き行為等を規制し、また、各種規
制の遵守状況を確認するため、デリバリーヘル
ス営業の本拠となる事務所、受付所及び待機
所を警察職員の立入対象とすることにより、善
良の風俗と清浄な風俗環境の保持等に資す
る。 
【内容】 
上記措置を実施するため、風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律に所要の
改正を行う。 

受付所や待機所
を立入りの対象と
することにより、デリ
バリーヘルス営業
による年少者使
用、年少者を受付
所に客として立ち
入らせること等の各
種違法行為が防止
されるほか、受付
所の設置を抑制す
ることにより、脱法
的な店舗型ファッ
ションヘルスを抑
制するなど、善良
の風俗、清浄な風
俗環境の保持、少
年の健全育成に資
する。（社会的便
益） 

届出事項の追加
による営業管理シス
テムの整備に要す
る費用及び立入事
務の増加。（行政コ
スト） 
届出書の記載事
項及び添付書類の
増加に伴い負担が
増加する。立入りに
ついては、恒常的
なものではなく、必
要な限度において
のみ行われるもの
であるから、負担は
少ない。（遵守コス
ト） 

代替手段としては、
現状維持が考えられる
が、その場合、受付所
及び待機所における
各種違法行為を防止
することが困難となり、
取締り等に要する負担
が増加する。また、受
付所が無制限に設置さ
れることにより、善良の
風俗、清浄な風俗環境
を害し、少年の健全育
成に悪影響を及ぼす。 

有識者で構成さ
れる風俗行政研究
会において、効果
が期待できる対策
とされた。 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る
ため公表。 
平成17年２月25
日、第162回国会に
改正法律案提出 
 

平成22年
２月頃ま
で 

          
５ 生活安
全局生
活環境
課 

広告規制関係 
・ 性風俗関連
特殊営業を営
む者による人
の住居へのビ
ラ等の頒布、
広告制限区域
等における広
告物の表示等
の直罰化及
び無届業者

平成17年２月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 

【目的】 
性風俗関連特殊営業については、一般家庭
の郵便受け等にビラを投げ込んだり、広告制限
区域等において広告物を表示することが禁止
されており、これらの違反行為は行政処分の対
象とされているが、行政処分のみでは状況が
改善されなかった。 
したがって、これらの違反行為を直罰化す
る。また、一般家庭の郵便受け等に投げ込まれ
たビラや新聞、雑誌等に掲載されている店舗
型、無店舗型の性風俗特殊営業に係る広告宣

性風俗関連特殊
営業に係るビラ等
のはん濫が防止さ
れ、善良の風俗と
清浄な風俗環境の
保持、青少年の健
全育成に資する。
（社会的便益） 
法の規定に従っ
て届出をしている
業者にとっては、

取締りの負担は
増加するが、従来に
比べて効率的な取
締りが可能となる。
（行政コスト） 

代替手段としては、
現状維持が考えられる
が、その場合、性風俗
関連特殊営業に係るビ
ラ等のはん濫を十分に
抑止できない現状が改
善されない。 

有識者で構成さ
れる風俗行政研究
会において、効果
が期待できる対策
とされた。 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る

平成22年
２月頃ま
で 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
の広告宣伝等
の禁止 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・風俗営業等の
規制及び業務
の適正化等に
関する法律 

国会におい
て審議を経る
法律案である
ため。 

伝の多くが無届営業によるものであることから、
無届業者による広告宣伝を禁止することによ
り、善良の風俗と清浄な風俗環境の保持等に資
する。 
【内容】 
上記措置を実施するため、風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律に所要の
改正を行う。 

競争関係にある無
届業者が排除され
る利益がある。（関
連業界への便益） 
客となる意思の
ない者の住居に性
風俗関連特殊営業
に係るビラ等が投
げ込まれることを防
止でき、住居の平
穏が守られる。（国
民への便益） 
 

ため公表。 
平成17年２月25
日、第162回国会に
改正法律案提出 

          
６ 生活安
全局生
活環境
課 

客引き規制関係 
・ 客引きをする
ための立ちふ
さがり、つきま
とい行為の禁
止 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・風俗営業等の
規制及び業務
の適正化等に
関する法律 

平成17年２月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
国会におい
て審議を経る
法律案である
ため。 

【目的】 
最近、風俗営業等を営む者が、客引きの規
制から逃れるため、店の名前や具体的な文言
を言わないまま、相手の前に立ちふさがった
り、相手につきまとったりしながら声を掛け、相
手が関心を示してから客引きに移行する形態
が増加している。これらの行為は、外形上は客
引きに類似し、客引き行為と同様に善良の風俗
と清浄な風俗環境を害している。 
したがって、これらの「立ちふさがり」や「つき
まとい」行為を禁止することにより、善良の風俗
と清浄な風俗環境の保持等に資する。 
【内容】 
上記措置を実施するため、風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律に所要の
改正を行う。 
 

善良の風俗と清
浄な風俗環境の保
持が図られる。（社
会的便益） 
風俗営業等の客
となる意思のない
一般の通行人に対
する「立ちふさが
り」や「つきまとい」
行為が防止でき、
一般の通行人が不
快な思いをしなくな
る。（国民への便
益） 

従来の客引きの
取締りの延長で行う
ことができる事務で
あり、特に取締りの
負担は増加しない。
（行政コスト） 

代替手段としては、
現状維持が考えられる
が、その場合、客引き
類似の「立ちふさが
り」、「つきまとい」行為
が取り締まれないこと
により、善良の風俗と
清浄な風俗環境が害さ
れる現状が改善されな
い。 

有識者で構成さ
れる風俗行政研究
会において、効果
が期待できる対策
とされた。 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る
ため公表。 
平成17年２月25
日、第162回国会に
改正法律案提出 

平成22年
２月頃ま
で 

          
７ 生活安
全局生
活環境
課 

風俗営業許可の
欠格事由等関係 
・ 風俗営業の
許可の欠格事
由等の追加 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・風俗営業等の
規制及び業務
の適正化等に
関する法律 

平成17年２月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
国会におい
て審議を経る
法律案である

【目的】 
人身取引の被害者が風俗営業、性風俗関連
特殊営業において稼働している実態がある。 
したがって、刑法に新設される人身売買に関
する罪等を、風俗営業の許可の欠格事由及び
性風俗関連特殊営業の営業停止等命令の事由
に追加することにより、これらの営業が人身取
引の温床となることを防止する。 
【内容】 
上記措置を実施するため、風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律に所要の
改正を行う。 

人身売買に関す
る罪を犯したブロ
ーカー等が風俗営
業及び性風俗関連
特殊営業から排除
され、人身取引の
防止が図られる。
（社会的便益） 

風俗営業の許可
や性風俗関連特殊
営業の営業停止等
命令の制度は、従
来からあり、行政の
負担が増加するも
のではない。（行政
コスト） 

代替手段としては、
現状維持が考えられる
が、その場合、①人身
売買の罪等を犯した者
であっても、風俗営業
や性風俗関連特殊営
業を営むことが可能と
なるが、このような者に
よる営業を認めること
に社会的利益はない、
また、②人身取引のブ
ローカー等が風俗営
業及び性風俗関連特
殊営業を営むことが可

有識者で構成さ
れる風俗行政研究
会において、効果
が期待できる対策
とされた。 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る
ため公表。 
平成17年２月25
日、第162回国会に

平成22年
２月頃ま
で 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
ため。 能となり、これらの営業

が人身取引の温床とな
るおそれが高まる。 
 

改正法律案提出 

          
８ 生活安
全局生
活環境
課 

接客従業者の在
留資格関係 
・ 風俗営業者
等に対する接
客従業者の在
留資格等の確
認の義務付け 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・風俗営業等の
規制及び業務
の適正化等に
関する法律 

平成17年２月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
国会におい
て審議を経る
法律案である
ため。 

【目的】 
風俗営業等に不法就労する外国人（特に女
性）が後を絶たず、人身取引及び売春等の違
法行為の温床となっている。 
したがって、接待飲食等営業、店舗型性風俗
特殊営業、無店舗型性風俗特殊営業及び夜間
における酒類提供飲食店営業を営む者は、そ
の営業に関し客に接する業務に従事する者の
在留資格、在留期間等を確認し、確認の記録を
作成・保存しなければならないこととすることに
より、風俗営業等に係る不法就労の防止対策を
強化し、風俗営業等に関する外国人に係る人
身取引及び売春等の違法行為を防止する。 
【内容】 
上記措置を実施するため、風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律に所要の
改正を行う。 
 

人身取引の被害
者が風俗営業等に
不法に就労するこ
とが防止され、人
身取引の防止が図
られる。（社会的便
益） 

特別な負担は増
加しない。（行政コ
スト） 
就労資格の確認
記録の作成及び保
存の負担が増加す
る。ただし、現行法
においても、従業者
名簿（労働者名簿）
の作成・保存が義務
付けられていること
から、実際の負担
は、それほど増加し
ないと見込まれる。
（遵守コスト） 

代替手段としては、
現状維持が考えられる
が、その場合、風俗営
業及び性風俗関連特
殊営業が外国人の不
法就労、人身取引の温
床となり、各種違法行
為や人権侵害が行わ
れやすくなる。 

有識者で構成さ
れる風俗行政研究
会において、効果
が期待できる対策
とされた。 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る
ため公表。 
平成17年２月25
日、第162回国会に
改正法律案提出 

平成22年
２月頃ま
で 

          
９ 生活安
全局生
活環境
課 

届出受理書関係 
・ 性風俗関連
特殊営業を営
む者に対する
届出受理書の
備付け及び提
示義務 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・風俗営業等の
規制及び業務
の適正化等に
関する法律 

平成17年２月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
国会におい
て審議を経る
法律案である
ため。 

【目的】 
各種犯罪の温床となっている無届の性風俗
関連特殊営業を排除するためには、届出書を
提出した業者であるか否かを外形的に判別す
ることができる仕組みを構築する必要性が高
い。 
したがって、公安委員会は、性風俗関連特殊
営業を営もうとする者から届出書の提出があっ
たときは、当該届出書の提出者に届出受理書
を交付することとし、性風俗関連特殊営業を営
む者は、当該届出受理書を、その営業所等に
備え付けるとともに、関係者から請求があったと
きは提示しなければならないこととすることによ
り、無届の性風俗関連特殊営業を排除する。 
【内容】 
上記措置を実施するため、風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律に所要の
改正を行う。 

無届業者が排除
され、無届業者に
よる年少者使用、ビ
ラ頒布、売春の周
旋等の各種違法行
為が防止される。
（社会的便益） 
法の規定に従っ
て届出をしている
業者にとっては、
競争関係にある無
届業者が排除され
る利益がある。（関
連業界への便益） 
客又は従業者と
なろうとする者、広
告宣伝業者、営業
所等の場所を提供
している者等が、
無届業者による違
法行為に巻き込ま
れたり、無届営業を

届出受理書を交
付する事務が増加
する。ただし、届出
の受理は従来から
行っており、事務量
の増加はそれほど
大きくないと見込ま
れる。（行政コスト） 
関係者から請求
があったときは、届
出受理書を提示し
なければならない。
（遵守コスト） 

代替手段としては、
「公安委員会が届出書
を提出した業者の一覧
表を作成し、公表する」
ことが考えられるが、そ
の場合、届出受理書の
交付と同様に、届出書
を提出した業者である
か否かを外形的に判
断できるが、関係者に
とって、公安委員会に
赴いて一覧表を閲覧
することやホームペー
ジ上で届出書を提出し
た業者を検索すること
は、性風俗関連特殊営
業を営む者に届出受
理書の提示を求めるこ
とに比べて負担が重
く、また、ホームページ
の更新等の行政コスト
も届出受理書の交付に

有識者で構成さ
れる風俗行政研究
会において、効果
が期待できる対策
とされた。 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る
ため公表。 
平成17年２月25
日、第162回国会に
改正法律案提出 

平成22年
２月頃ま
で 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
助長することが防
止される。（国民へ
の便益） 
 

比べて大きい。 
 

          
10 交通局
交通企
画課 

中型自動車によ
る違反行為に対
する使用制限命
令の期間を３月
とする 
【新設】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・道路交通法施
行令 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年４月 
 

【目的】 
大型化が進展した貨物自動車による交通事
故を防止するため、平成16年の道路交通法改
正により、新たに自動車の種類として中型自動
車（車両総重量５トン以上11トン未満）が設けら
れた。 
上記の趣旨に照らすと、中型自動車による違
反行為が、交通の危険を生じさせ又は交通の
妨害となるおそれは、大型自動車による違反行
為と同様であることから、中型自動車の運転者
が常習的に違反行為をした場合における使用
制限命令の期間を大型自動車と同じ３月とする
ことにより、これを抑止する。 
【内容】 
上記措置を実施するため、道路交通法施行
令に所要の改正を行う。 

中型自動車の使
用者に対する使用
制限命令の感銘力
が高められ、常習
的な違反行為が抑
止され、交通の危
険を生じさせ又は
交通の妨害となる
おそれが少なくな
る。（社会的便益） 

特別の負担の増
加は生じない。（行
政コスト、遵守コス
ト、社会的コスト） 

代替手段としては、
「中型自動車の運転者
が違反行為をした場合
における使用制限命
令の期間を大型自動
車に係るものよりも短
縮する」ことが考えられ
るが、その場合、中型
自動車による違反行為
が、交通の危険を生じ
させ又は交通の妨害と
なるおそれは、大型自
動車による違反行為と
同様であるにもかかわ
らず、常習的な違反行
為の抑止が不十分とな
る。 
 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る
ため公表。 
平成17年５月27
日、政令改正 

平成24年
６月頃 

          
11 交通局
運転免
許課 

中型免許を受け
た者に対する運
転制限 
【新設】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・道路交通法施
行令 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年４月 
 

【目的】 
平成16年の道路交通法改正により、中型免
許を受けた者で、21歳未満のもの又は中型免
許等を受けていた期間が３年未満のものは、政
令で定める中型自動車（車両総重量５トン以上
11トン未満）を運転することができないこととさ
れた。 
緊急自動車については、公益性の高い緊急
用務のために道路を迅速に通行する必要性が
高いことにかんがみ、通行区分等の特例が認
められており、このような自動車を安全に運転
するためには、通常の自動車の運転に比べて
より高度な技能及び知識が必要とされることか
ら、この政令で定める中型自動車を緊急自動車
（公安委員会が行う審査に合格した者が運転す
るもの及び自衛隊用自動車で自衛官が運転す
るものを除く。）とすることにより、緊急自動車で
ある中型自動車の交通事故の防止を図る。 
【内容】 
上記措置を実施するため、道路交通法施行
令に所要の改正を行う。 
 

緊急自動車であ
る中型自動車の交
通事故の防止が図
られる。（社会的便
益） 

審査事務が増加
する。ただし、平成
16年改正前も同様
の運転制限があり、
審査に関する規定
も設けられていたこ
とから、実際の事務
量が増加することは
ないと見込まれる。
（行政コスト） 
中型免許を受け
てから一定の条件
を満たすまでは、公
安委員会が行う審
査を受けなければ
緊急自動車を運転
することができなく
なる。（遵守コスト） 

代替手段としては、
「中型免許を受けた者
が運転することができ
ない自動車として、緊
急自動車を定めない」
ことが考えられるが、そ
の場合、緊急自動車で
ある中型自動車の事故
防止を図ることができ
ない。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
規制制定過程に
おける客観性と透
明性の向上を図る
ため公表。 
平成17年５月27
日、政令改正 

平成24年
６月頃 
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表 ＲＩＡ－３ 総務省におけるＲＩＡの実施状況（７件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
12 消防庁
危険物
保安室 

水素供給スタン
ドの給油取扱所
への併設 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・危険物の規制
に関する政令 

平成17年１月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年1月 
 

【目的】 
燃料電池自動車に水素を供
給するスタンド（以下「水素スタ
ンド」という。）は、給油取扱所
内に設置することが認められ
ていない施設であるが、今回
の改正により技術基準の特例
を設け、必要な安全対策を施
すことにより、給油取扱所内に
水素スタンドを併設することを
可能とし、今後の水素スタンド
の効率的な普及に資する。 
【内容】 
水素スタンドを給油取扱所
内に併設するに際し、必要な
安全対策を施すため、危険物
の規制に関する政令に所要の
改正を行う。 

給油取扱所内に水素スタ
ンドを併設する場合、以下の
ような危険要因が想定される
が、技術基準を満たすことに
より、これらの危険性を防止
（低減）することができる。 
① 水素スタンド設備につい
て、その構造等の技術上
の基準を遵守し、定期的
な点検を行っても、材料劣
化等によるガス漏えいが
発生し、給油取扱所内の
立地という特殊性から生じ
る他の危険物への引火に
よる火災の危険 
② 車両の増加、輻輳により
給油のための車両が水素
スタンド内に進入し衝突 
③ 水素改善装置の原燃料
タンクへの荷卸し中等に
発生した原燃料の漏えい
火災が給油取扱所の固定
給油設備等に影響を及ぼ
す。 
 

技術基準により付加される
付加基準は給油取扱所と水
素スタンドの間のレイアウトの
基準程度であり、追加の設備
はほとんどない。 

代替手段としては、
技術基準の未設定が
考えられるが、給油取
扱所内に水素スタンド
を併設することができ
る規定を整備し、さら
に給油設備と水素スタ
ンド設備を併設させる
場合の危険要因に対
応した技術基準を導入
することにより、双方の
間の危険性が影響しあ
うことを最小限にするこ
とができ、安全性を確
保しつつ給油取扱所
内に水素スタンドを併
設することができる。 

「規制改革・民間
開放推進３か年
計画」（平成16年
３月19日閣議決
定）の措置事項 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
パブリック・コ
メントの資料とし
て活用 
危険物の規制
に関する政令の
一部を改正する
政令（平成17年
政令第23号）、
平成17年４月１
日施行 
 

－ 

          
13 消防庁
危険物
保安室 

地下貯蔵タンク
本体の構造等の
技術基準に係る
性能規定化 
【改正（緩和）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・危険物の規制
に関する政令 

平成17年１月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年1月 
 

【目的】 
危険物を地下に貯蔵する地
下タンク貯蔵所については、
タンク本体、タンク専用室の構
造等に関する技術上の基準に
ついて、具体的に仕様が定め
られているため、技術の進歩
による新たな材料・技術によっ
て、現在規定されている仕様
規定と同等以上の性能を持つ
ものが開発されても、技術基
準に規定された仕様に合致し
ないと使用することができなか
った。そこで、技術基準に性
能規定を導入し、新技術・新素
材の円滑な導入の促進を図
る。 

地下貯蔵タンク本体の構
造等について性能規定化さ
れた技術上の基準を定める
ことにより、タンク本体に係る
周囲の土圧、内容危険物の
液荷重、地震の影響等に耐
え得る構造となるため、地下
タンク貯蔵所の安全性が確
保される。 

地下貯蔵タンク本体の構造
等について性能規定化され
た技術基準に適合する強固
なタンク等を設置する必要が
あるため、遵守コストの発生
が予想される。 

代替手段としては、
「性能規定化しない」が
考えられるが、地下タ
ンク貯蔵所の構造等の
技術基準を性能規定
化することにより、新技
術・新素材の導入、安
全対策に関する選択
の幅の拡大となる。 

「規制改革・民間
開放推進３か年
計画」（平成16年
３月19日閣議決
定）の措置事項 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
パブリック・コ
メントの資料とし
て活用 
危険物の規制
に関する政令の
一部を改正する
政令（平成17年
政令第23号）、
平成17年４月１

－ 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
【内容】 
技術基準に性能規定を導入
するため、危険物の規制に関
する政令に所要の改正を行
う。 
 

日施行 
 

          
14 消防庁
危険物
保安室 

危険物地下貯蔵
タンク（二重殻タ
ンク等を除く。）
に係るタンク専
用室以外の設置
方法の廃止 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・危険物の規制
に関する政令 

平成17年１月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年1月 
 

【目的】 
現在、危険物の規制に関す
る政令に基づき、地下に埋設
する危険物タンクについて
は、危険物の漏えい防止及び
漏えい拡大防止上の目的か
ら、コンクリート等により造られ
たタンク専用室内に設けること
が原則とされているが、一定
の条件により、当該タンク専用
室の省略が認められている。 
しかし、近年、タンク専用室
を省略した地下貯蔵タンク（二
重殻タンク等を除く。）におけ
る危険物の漏えい事故が増加
傾向にあることから、地下貯蔵
タンク（二重殻タンク等を除
く。）について当該タンク専用
室の省略を禁止し、危険物の
漏えい事故に対する安全性の
向上を図る。 
【内容】 
地下貯蔵タンクに係るタンク
専用室の省略を禁止し、危険
物の漏えい事故に対する安全
性の向上を図るため、危険物
の規制に関する政令に所要の
改正を行う。 
 

タンク専用室内設置又は
二重殻タンクの場合、タンク
本体（内殻）から危険物が漏
えいした場合でも、タンク専
用室内又は外殻内で漏えい
物が留まるため、タンク専用
室外又は外殻外に危険物が
漏えいする危険性が少な
い。 
さらに二重殻タンクの場
合、タンク本体で漏えいが発
生した場合、内殻と外殻の間
にある漏えい検知設備によ
って、より確実にかつより速
やかに漏えいを発見できる。
また、タンク本体が直に土
砂と接触していないため、腐
食等による劣化が発生しにく
い。 
以上の理由により、漏えい
等の危険性（事故発生率）が
さらに低減する。 
（参考） 
過去５年間（平成10年～14
年）の施設１万件あたりの年
間事故発生率 
・タンク専用室または二重殻
タンクに設置したもの：0.00 
・タンク専用室以外の方法で
設置したもの：0.34 

タンク室省略工事と比較し
て、概ね、タンク室設置工事
は1.5～2.0倍、二重殻タンク
（ＳＦ）にあっては1.05倍～1.2
倍の工事費が必要となる。
（遵守コスト） 
（参考） 
設置費用の例           
二重殻タンク       
約550万円            
専用タンク室設置地下貯蔵
タンク 
約750万円 
 
二重殻タンクについては、
危険物の規制に関する規則
第62条の５の２により、その外
殻を３年に１回、漏れの点検
を実施することが必要。（遵守
コスト） 
（参考） 
設置30年後までの点検コスト 
・二重殻タンク 
３万円×（30年÷３年）＝30
万円 
・二重殻タンク以外 
５万円×（15年÷３年）＋５
万円×15年＝100万円 
※二重殻タンクの方が約70万
円程度の負担の軽減が得
られる。 
 

代替手段としては、
現状維持があるが、タ
ンク専用室省略基準を
廃止することは、事故
発生防止上、危険物の
漏えい拡散量の抑制
上、さらに今後の維持
管理に係る負担などを
考慮すれば、十分効
果のあることと思料す
る。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
パブリック・コ
メントの資料とし
て活用 
危険物の規制
に関する政令の
一部を改正する
政令（平成17年
政令第23号）、
平成17年４月１
日施行 
 

－ 

          
15 総合通
信基盤
局電気
通信事
業部料
金サー

工事担任者資格
者証の種類の見
直し 
【改正（見直し・
充実）】 
 

平成17年２月 
（パブリック・コ
メント実施時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有

【目的】 
近年のＩＰ化の進展に伴う電
気通信回線設備及び端末設
備の変化・発展を受け、資格
者証の種類を見直すとともに、
試験科目の内容等について

工事担任者が有すべき知
識及び技能に関して、最近
の技術動向を踏まえより適切
なものとすることができる。 
基礎的な電話サービスと
考えられるＩＳＤＮサービスに

改正前の資格は改正後に
おいても効力を有するものと
しており、既資格者において
追加的に発生するコストはな
い。 
資格者証の種別の見直し

代替手段としては、
現状維持（制度改正を
実施しない）が考えら
れるが、制度改正によ
り新たに大きな追加的
コストは発生しない反

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
平成17年４月
22日、省令等改

－ 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
ビス課 ※根拠法令 

【省令】 
・工事担任者規
則 

無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年２月 
 

充実を図る。 
【内容】 
現在のアナログ種及びデジ
タル種に分かれている資格者
証の種類を、電話系サービス
（アナログ電話及び総合デジ
タル通信サービス（ＩＳＤＮ））に
係るもの及びデジタルデータ
系サービス（ブロードバンドイ
ンターネット等）に係るものに
見直すとともに、試験科目の
内容等について、基本的なセ
キュリティ技術に関する知識、
その他ＩＰ技術等の進展に応じ
必要とされる関連知識の充実
を図ることとする。 

係る工事で、ＩＳＤＮ１回線を
超えるものの場合、実質的に
難易度の最も高いデジタル
第一種を取得しないと工事
ができないといった問題があ
るが、改正により、施工工事
の規模内容に応じ、希望者
が適切な資格種別を選択で
きるようになる。 
また、アナログ電話及びＩＳ
ＤＮといった電話系サービス
に係る工事を一つの資格区
分で工事できるようになり、
資格の効力及び工事の実態
をより適切にリンクできる。 
特にデジタル第二種等工
事の実態に対応していない
こと等により受験者数が激減
している区分について、見直
しを行うことにより資格区分毎
の受験者数格差が是正さ
れ、ひいては適切な制度運
用が可能となる。 
 
 （デジタル第二種の受験者
数の最近５年間の状況） 
3,159→2,750→1,869→1,360
→1,158 
 

により、各種別において必要
とされる知識及び技能につい
ても見直す必要があり、それ
に伴い工事担任者養成課程
においては、設備・講師等の
追加調達の可能性があるもの
の、制度の基本的枠組みを
変えるものではないため、現
状で必要とされるコストに比
較してそれほど大きなコスト
が発生するとは考えにくい。 

面、期待される効果が
大きいことから制度改
正を行うことが適当と考
えられる。 

正 

          
16 
 
総合通
信基盤
局電気
通信事
業部料
金サー
ビス課 

工事担任者養成
課程の認定基準
の緩和 
【改正（緩和）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・工事担任者規
則 

平成17年２月 
（パブリック・コ
メント実施時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年２月 
 

【目的】 
工事担任者養成課程の授
業方法について、従来の面接
授業によるもののほかに多様
なメディアを利用した授業に
ついても認め、資格取得希望
者の利便性を向上させる。 
【内容】 
資格取得希望者の利便性を
向上させるため、工事担任者
規則に規定する当該養成課程
の授業方法について、従来の
面接授業によるもののほかに
インターネット等多様なメディ
アを利用した授業についても
認めることとし、同規則及び関

総務大臣が認定した養成
課程については短期集中型
の面接授業によるものとされ
ているが、履修希望者によっ
ては、まとまった時間を履修
に割けない等当該者に応じ
て様々な環境が想定される。
履修者自らの事情に応じて
時間のあるときに在宅で履修
ができるような授業形態を養
成課程として認めることによ
り、資格を希望する履修者の
利便性を向上することができ
る。 
多様なメディアを利用して
行う授業においては、調達

養成課程実施者におい
て、多様なメディアを利用した
授業に必要な設備等の調達
経費が必要。媒体、機器構成
等により変動すると思われる
が、仮にインターネットを利用
して行う場合の初期コストは２
億円程度と考えられる。 

代替手段としては、
現状維持（制度改正を
実施しない）が考えら
れるが、制度改正によ
り、 
① 多様なメディアを
利用した授業による
養成課程には当該
授業形態による提供
に必要なコストが発
生するものの、面接
授業による養成課程
に必要とされる設
備・土地等に係るコ
ストは削減される、 
② 養成課程実施者に

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
平成17年４月
22日、省令等改
正 

－ 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
連法令を改正する。 する設備の種類及びその調

達期間等が面接授業による
場合と異なること及び履修者
を受講させるための土地建
物が不要であること等の特色
がある。養成課程を実施しよ
うとする者は、それぞれの状
況に応じて、当該多様なメデ
ィアを利用して行う授業若し
くは従来の面接授業のいず
れか適したものを選択するこ
とができるようになる。 
 

とっては、どちらを
選択するかをそれ
ぞれの事情に応じ
て選択可能である、 
③ 養成課程履修者に
おいても、その事情
に応じて、従来の面
接授業による課程に
加え多様なメディア
を利用した課程も選
択可能になる 
等、選択の幅が拡大さ
れることから制度改正
を行うことが適当であ
る。 
 

          
17 総合通
信基盤
局電気
通信事
業部消
費者行
政課 

特定電子メール
の送信の適正化
等に関する法律
に基づく表示義
務等の適用範囲
の拡大等 
【改正（拡充）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・特定電子メー
ルの送信の適
正化等に関す
る法律 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律改正 

【目的】 
電子メールの送信による被
害を軽減する。 
【内容】 
最近における送信手法の巧
妙化・悪質化に鑑み、①「特定
電子メール」の定義の拡大、
②架空電子メールアドレスに
よる送信禁止の範囲拡大、③
送信者情報を偽った送信に対
する直罰化等の措置を講じ、
これらの電子メールの送信に
よる被害を軽減する。 

企業や団体等に対して送
信される、事前の承諾を得な
い広告・宣伝メールに対して
も表示義務や再送信禁止の
義務等が課され、電子メール
の利用について一層の良好
な環境の整備が図られること
が期待される。 
送信者情報を偽って送信
する行為を直接刑事罰の対
象とすることで、抑止効果や
警察等の捜査機関による取
締りが行われることにより法
の執行がより効果的に担保
できるようになることが期待さ
れるほか、フィルタリング等
の電気通信事業者及び利用
者における迷惑メール対策
の効果向上等が見込まれ
る。 
架空電子メールアドレスに
よる送信禁止の範囲拡大に
より、電気通信事業者等に対
する架空電子メールアドレス
あてメール送信件数が減少
し、電子メールサービスの円
滑な提供が確保されることが
期待される。 

架空電子メールアドレスに
よる送信禁止の範囲拡大な
ど、行政処分の対象となる禁
止行為の拡大により、総務大
臣が行政処分のための調査
等をするためのコストが増加
する。 
新たに刑事罰の対象となる
送信者情報を偽った送信行
為について捜査等をするた
めのコストが発生する。 
新たに禁止範囲に含まれ
ることとなる手法により電子メ
ールの送信を行っている者
等には、当該手法を中止又は
変更するコストや、そのため
に営業が一部できなくなるな
どのコストが生じると考えられ
る。 
また、企業や団体等に対し
て、事前の同意を得ずに広告
宣伝メールを送信する場合
に、「未承諾広告※」と表示す
る義務等を新たに遵守するた
めのコストが生じる。 

 代替手段としては、
現状維持が考えられる
が、当該規制を選択し
た場合、 
①行政コストが発生す
るのは捜査機関等
に限られること、 
②遵守コストについて
も、企業や団体等に
対して事前同意を得
ずに広告宣伝メー
ルを送信する場合
には現在個人に対
して送信する場合と
同様の表示をすれ
ば足りること、 
③架空電子メールアド
レスによる送信や送
信者情報を偽った送
信のような手法は正
当な広告宣伝メール
の送信を行う場合に
は想定されないそも
そも悪質な行為であ
ること 
などから、想定される
負担については限定
的なものであると考え
られる。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
平成17年３月
11日、第162回
国会に改正法律
案提出。５月13
日成立、５月20
日、平成17年法
律第46号として
公布 

－ 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
 一方、期待される効
果については、広く電
子メールを利用してい
る者一般に見込まれ、
直罰化による抑止効果
も期待される。 
 したがって、当該規
制を選択した場合のコ
ストと効果を比較する
と、効果の方が大きい
と判断される。 
 

          
18 情報通
信政策
局放送
政策課 

電波法及び放送
法の一部を改正
する法律案に基
づく間接出資規
制の導入 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・電波法 

平成17年４月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案に基
づく規制であ
ること 

最近における放送事業をめ
ぐる対内投資の増大等社会経
済情勢の変化に的確に対応
するため、「外国人、外国法人
等が議決権の一定割合以上を
占める日本の法人又は団体」
（外資系日本法人）が地上放
送の業務を行おうとする者の
議決権の一定割合以上を占め
ていることを放送局の免許の
欠格事由とすること（外資に係
る間接出資規制の導入）によ
り、放送に係る外資規制の実
効性を確保しようとするもので
ある。規制の対象としては、言
論報道機関として大きな社会
的影響力を有し、災害情報を
はじめとして国民生活に不可
欠な情報を国民・視聴者に伝
達するという大きな役割を担っ
ている地上放送に限るもの。 

我が国の政治、文化、社
会等に大きな影響力を有す
る言論報道機関として重要な
役割を担う地上放送につい
て、外資系法人による影響が
制限される。 

地上放送事業者を監督す
る総務省において、地上放送
事業者に対し間接出資規制
の法令を遵守させるためのコ
ストが発生する。（行政コスト） 
地上放送事業者が自らの
株主の株主構成について把
握するためのコストが生じる
が、証券取引法上の大量保
有報告書、会社四季報等の
市販資料等により株主の株主
構成について把握が可能で
あることから、想定される負担
は限定的であると考えられ
る。また、外資系日本法人が
地上放送事業者の株式を取
得した場合に、株主名簿等の
名義書換の拒否又は議決権
の制限を受けるコストが発生
する。一方で、地上放送事業
者の株主自身にとっても地上
放送事業者が放送局免許の
取消しをされないことが利益
となり、当該株主の積極的な
協力も期待できることから、想
定される負担は限定的である
と考えられる。（遵守コスト） 
 

当該規制を選択した
場合、当該法令を遵守
する地上放送事業者
等に生じるコストは限
定的であり、一方、大き
な社会的影響力を有
する言論報道機関で
あり、国民の生命・財産
の保護の上で重要な
役割を担っている地上
放送に関して、外資系
法人による影響が排除
され、自国民の電波の
優先利用を確保する大
きな効果が期待され
る。 
代替手段としては、
現状維持が考えられる
が、当該規制を選択し
た場合のコストと効果
を比較すると、期待さ
れる効果の方が大きい
と判断される。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活
用状況】 
平成17年４月
19日、第162回
国会提出 

－ 
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表 ＲＩＡ－４ 法務省におけるＲＩＡの実施状況（２件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
          
19 
 
入 国 管
理 局 入
国 管 理
企 画 官
室 

学校の夏期休暇
等を活用して外
国語講師等を行
う外国人大学生
に対する在留資
格の付与 
【新設】 
 
※根拠法令 
【告示】 
・出入国管理及
び難民認定法
別表第一の五
の表の下欄に
掲げる活動 

平成16年12月 
（パブリック・コメ
ント実施時） 
 
【パブリック・コメ
ント実施の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年12月 

【目的】 
地域再生本部において決定さ
れた「地域再生推進のためのプ
ログラム」において、全国で講じ
る支援措置として、学校の夏期休
暇等を活用して外国語講師等を
行う外国人大学生に対し、在留
資格を付与し、地方公共団体が
実施する国際文化交流を目的と
した事業の推進を図る。 
【内容】 
出入国管理及び難民認定法別
表第一の五の表の下欄に掲げる
活動に係る告示について所要の
改正を行う。 
 

国際文化交流に係る
講義を行う人材の確保が
容易となる。 
小学校の生徒等が外
国語や異文化を体験す
る機会が広がり、語学力
の向上や国際化へ対応
し得る人材育成が図られ
る。 
また、相互理解の促進
や地域社会の活性化に
資する。 
 

通常の入国審査、在留
審査等に係る費用であ
り、行政コスト及び遵守コ
ストの増加は生じない。 
当該外国人が不法滞
在者となる可能性はゼロ
ではない。 

代替手段としては、規制
の全廃が考えられるが、そ
の場合、国際文化交流に
係る講義を行う人材の確保
の容易化は予想されるが、
不法就労の増加等による
行政コストの増加などの悪
影響が予想され、不法滞
在外国人が問題化してい
る現状においては、当該
規制を採用することによっ
て適切な受入れを図って
いくことが妥当である。 
 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
平成17年２
月17日、告示
改正（法務省
告示第104号）

平成21年
12月末 

          
20 
 
 

入 国 管
理 局 入
国 管 理
企 画 官
室 

在留資格「興行」
に関する上陸許
可基準の見直し 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・出入国管理及
び難民認定第７
条第１項第２号
の基準を定める
省令 

平成16年12月 
（パブリック・コメ
ント実施時） 
 
【パブリック・コメ
ント実施の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年12月 

【目的】 
「興行」の在留資格に関する上
陸許可の基準から、外国の国若
しくは地方公共団体又はこれら
に準ずる公私の機関が認定した
資格を有することとする規定を削
除することで、「興行」の在留資格
が人身取引に利用されることの
防止を図る。 
【内容】 
出入国管理及び難民認定法第
７条第１項第２号の基準を定める
省令に所要の改正を行う。 
 

適切な入国が確保さ
れ、不法就労者や人身
取引の被害者の数が減
少する。 
地域社会における風
紀や治安が改善する。ま
た、適切な文化交流の機
会が増進され、外国の文
化に対する理解が深ま
る。 
 

通常の入国審査、在留
審査等に係る費用であ
り、行政コスト及び遵守コ
ストの増加は生じない。 
当該外国人が不法滞
在者となる可能性はゼロ
ではない。 

代替手段としては、現状
維持が考えられるが、その
場合、芸能人としての能力
を有していることの確認の
強化や適切な芸能活動が
行われているかの調査等
に係る行政コストの増加な
どが予想され、「興行」の在
留資格の人身取引への利
用が問題化している現状
においては、当該規制を
採用することによって適切
な受入れを図っていくこと
が妥当である。 
 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
平成17年２
月15日、省令
改正（法務省
令第16号） 

平成21年
12月末 
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表 ＲＩＡ－５ 外務省におけるＲＩＡの実施状況（１件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
21 
 
領 事 局
旅券課 

紛焼失旅券に関
する届出による
失効制度の導入
（旅券名義人が
紛焼失を届け出
る際の出頭の義
務付け） 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・旅券法 

平成17年５月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
本規制の導
入は、国会審
議を経た法律
の改正による
ものである。 

【目的】 
現行の旅券法では、紛焼失した
旅券は、当該旅券の再発給申請
に係る旅券が再発行され、又は、
紛焼失した旅券に代えて帰国のた
めの渡航書が発行されない限り失
効しない。これらの紛焼失した旅
券が第三者に悪用されることを防
止する。 
【内容】 
紛焼失の届出に基づき当該旅
券を迅速に失効させることとした
（なお、旅券の紛焼失の際の届出
義務自体については、法律改正
前と同様である）。 
国際的にも見ても、2004年６月
のシーアイランド・サミットにおける
「安全かつ容易な海外渡航イニシ
アチブ」の合意に基づき、国際刑
事警察機構（ＩＣＰＯ）を経由して紛
失・盗難旅券に係るリアルタイムな
情報提供が開始（同年11月）され
るなど、紛失・盗難旅券の悪用防
止の強化が図られているところで
あり、本制度は、右動きを具体化
するものでもある。 
 

本人出頭を厳格に行い、
不正な失効を防止すること
で、正当な旅券を所持する
日本国民の出入国が拒否さ
れず、国民が円滑かつ安全
に海外渡航し様々な活動を
行う機会を守ることができ
る。（国民に対する利益） 
第三者による旅券の不正
失効を防止し旅券犯罪を未
然に防ぎ、旅券の信頼性を
確保することができる。（社
会的利益） 
盗難・紛失旅券情報の提
供が国際的にリアルタイム
で行われているため、出頭
義務をかけることにより、第
三者による不正失効を防
ぎ、日本国旅券の信頼性を
維持することができる。（そ
の他の利益） 

特別な支出は必要
としない。（行政コスト）
出頭する手間とコス
ト。（遵守コスト） 

代替手段としては、
「届出の際の出頭を義務
付けず、郵送やオンライ
ンでの届出を認める」が
考えられる。その場合で
も、紛焼失旅券を失効で
きるが、第三者による届
出による不正失効の可
能性があり、旅券の正当
な所持人の出入国が阻
害され海外における諸
活動に重大な支障を及
ぼす可能性がある。 
そこで、不正な届出を
防止し、日本旅券の国際
的信用を維持し、もって
国民の円滑かつ安全な
海外渡航を確保するた
めには、出頭を義務付け
て厳格な本人確認を実
施する必要があるため、
本件規制を採用すること
で適切な失効措置を講
じることが妥当と考える。 
 

平成16年10月
の海外交流審議
会答申におい
て、渡航文書に
関わる犯罪防止
への国際的取組
みに貢献し、日本
旅券の信頼性を
高め、もって国民
の円滑な海外渡
航を確保すること
となっている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
平成17年６月
10日、改正法公
布 

平成22年
５月末まで
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表 ＲＩＡ－６ 文部科学省におけるＲＩＡの実施状況（９件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
          
22 文 化 庁
長 官 官
房 著 作
権課 

著作権等の管
理業務を行う承
認ＴＬＯ等に対
する著作権等
管理事業法に
基づく規制 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・著作権等管理
事業法施行規
則 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年12月 
 

【目的】 
一任型により行われるプロ
グラム著作物等に係る著作
権等の管理業務を著作権等
管理事業に該当することと
し、著作権等管理事業法に
基づく管理事業者に対する
各種の義務を課すことによ
り、著作権又は著作隣接権
の管理を委託する者を保護
するとともに、著作物等の利
用の円滑化を図る。 
【内容】 
一任型により行われるプロ
グラム著作物等に係る著作
権等の管理業務を、著作権
等管理事業法に基づく登録
の対象とし、同法に基づく義
務を課すため、著作権等管
理事業法施行規則に所要の
改正を行う。 
 

著作権等管理事業法に
基づく義務が課されるこ
と、及び文化庁長官によ
る適切な指導が実施され
ること等により、以下の便
益が見込まれる。 
① 著作権等を委託する
者のリスク低下 
② 著作物等の利用の円
滑化 

登録対象事業者が拡大し
たことによる行政コスト、事業
者の遵守コストの発生が見込
まれるが、それらのコストは低
いものと考えられる。 
また、社会コストは上昇しな
いものと考えられる。 
 

代替手段としては、現
行制度の維持があるが、
現行制度を維持する場合
には、登録のための遵守
コストは発生しない一方、
登録制を取ることにより社
会的便益は得られる。登
録の際の行政コストと社会
コストは大きくなく、現行
制度の維持の場合とそれ
ほど差異はないと考えら
れることから、登録による
遵守コストと社会的便益を
比較考量し、文化庁長官
への登録を要することと
することが合理的である。 
 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成16年12
月28日、省令
改正 

施行から３年
後 

          
23 科 学 技
術・学術
政 策 局
原 子 力
安 全 課
放 射 線
規制室 

医療分野にお
ける規制の合
理化 
【緩和】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行令の一
部を改正する
政令 
【省令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行規則の

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

【目的】 
放射性同位元素等による
放射線障害の防止に関する
法律の適用対象から、以下
を除外する。 
① 医薬品の原料又は材料
（薬事法の製造所に存す
るもの） 
② 病院又は診療所におい
て行われる治験の対象と
される薬物 
③ これらの他に病院又は
診療所において医療を受
ける者に投与されるもの
（院内製剤） 
【内容】 
放射性同位元素の規制対
象下限値の変更（国際原子
力機関（IAEA）等が定めた国
際標準に準拠するものへの

医薬品の原料又は材料
を放射線障害防止法の対
象から除外することによ
り、同法と薬事法の二重
規制を解消することがで
きる。（受益者：放射性医
薬品製造事業所３事業
所、このほか海外からの
放射性医薬品輸入事業者
も放射線障害防止法の許
可が不要となる。） 
治験薬、院内製剤の人
への投与について、放射
線障害防止法から除外
し、医療法での関係規定
を整備することにより、医
療法の下で一元的に規制
を受けることとなる。な
お、医療法では、現在、
診療用放射性同位元素に

放射性同位元素等による
放射線障害防止に関する法
律の適用対象から除外するこ
とにより、規制対象となる事業
所が減少し、許可審査、施設
検査、定期検査等に必要なコ
ストの減少が期待される。（行
政コスト） 
薬事法との二重規制及び
新たに放射線障害防止法か
ら移管されることとなる事業者
の尊守コストは、薬事法との
二重規制となっている事業者
については放射線障害防止
法における手続き等に係る人
件費等が解消されることとな
るが、その他のコスト（施設の
技術基準の遵守のためのコ
スト等）については現状でも
同様な基準が二重で課され

代替手段としては、現
行制度の維持が考えられ
るが、本制度改正は一定
の便益が期待される一
方、費用面では少なくても
現行より上昇することがな
い。一方、現行制度が維
持された場合、費用面で
は変わらないが、制度改
正による便益が得られな
いこととなる。そのため、
医療分野における規制の
合理化をすることは妥当と
判断した。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年５
月20日、政令
改正 
平成17年６
月１日、省令
改正 
 

放射性同位
元素等による
放射線障害
の防止に関
する法律の
施行後10年
以内 



- 21 - 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
一部を改正す
る省令 

変更）に伴う規制の合理化等
を行うために改正した放射線
障害防止法を施行するた
め、所要の規定の整備を行
う。 

ついて、国の許可制では
なく、都道府県知事への
届出により規制している。
（今回の改正の施行は、
医療法で関係規定が整備
された後に行うこととす
る。） 
放射性物質を用いた治
験は、放射性医薬品のみ
ならず、一般の医薬品の
開発においても、薬物の
人体中の挙動を知るため
に有効である。放射性物
質を用いた治験は、我が
国の企業が必要とするも
のであっても、現在、外国
で実施されている。企業
の動向、関係法令の規定
整備等次第では、我が国
における治験の増加が期
待される。 
今回の改正により、放
射性医薬品を含め、医療
目的での放射性物質の人
への投与については、放
射線障害防止法では規制
せず、医療法による規制
に一元化されることとな
る。これにより、放射線障
害防止法と医薬関係法令
の役割の区分が明確化
する。（潜在的事業者：医
療機関約800事業所） 
 

ていることから、放射線障害
防止法の適用がなくなったと
しても、今までと変わらないも
のと考えられる。 
治験薬の人への投与を行う
医療機関については、放射
線障害防止法の許可を要し
ないことに伴うコストの低減が
考えられる。医療機関におけ
る院内製剤の人への投与に
ついては、放射線障害防止
法の許可を要しないものの、
院内での薬剤の製造に放射
線発生装置又は放射性同位
元素を使用する場合には、引
き続き放射線障害防止法の
許可が必要となるため、放射
線障害防止法について、全
体としては遵守コストは変わら
ないものと考えられる。（遵守
コスト） 
事業者が規制を受ける根
拠となる法令の変更（移管）で
あるため、社会が新たなコスト
を負担するものではない。ま
た、規制の内容が変更される
ものではないことから放射線
利用に係る安全性は維持さ
れるため、事故等による周辺
住民への影響等の潜在的リス
クとしての社会的コストに変更
はない。（社会コスト） 

          
24 科 学 技
術・学術
政 策 局
原 子 力
安 全 課
放 射 線
規制室 

放射性同位元
素等の移動使
用の対象と使
用目的の追加 
【緩和】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 

【目的】 
放射性同位元素等の使用
の場所の変更の都度、許可
を要さず、届出で足りることと
する放射性同位元素等の範
囲、使用目的を拡大する。 
この改正では、管理区域
の設定や放射線管理等の安
全確保の措置は、従来どお
り義務付けられる。ただし、
許可を受けた使用施設外で

移動使用の目的として
「物の組成の調査」を追加
することにより、蛍光Ｘ線
分析装置を許可を要さず
に移動して使用できること
が法令上明確になり、放
射線の利用の多様化に対
応することができる。ま
た、移動使用できる放射
性同位元素の数量を拡大
することにより、非破壊検

移動使用について、許可を
要さず、届出のみで足りるた
め、審査等は要しない。した
がって、対象機器が拡大し、
届出件数が増加したとして
も、人件費等のコストの上昇
はないと考えられる。（行政コ
スト） 
新たに、移動使用に当たっ
て、放射線取扱主任者免状を
有する者（以下「有資格者」と

代替手段としては、現
行制度の維持があるが、
現行制度を維持する場合
には遵守コストが発生し
ない一方、今回改正案の
とおり移動使用の対象を
拡大して、同時に安全の
ための措置を講じる場合
には、非破壊検査等の事
業の効率化や安全性の
向上という便益が期待で

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年５
月20日、政令
改正 
平成17年６

放射性同位
元素等による
放射線障害
の防止に関
する法律の
施行後10年
以内 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
止に関する法
律施行令の一
部を改正する
政令 
【省令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行規則の
一部を改正す
る省令 

平成17年３月 
 

使用できる対象機器の範囲
が広がるため、この改正によ
って、放射線利用の安全性
が損なわれることのないよ
う、使用の基準に以下の事
項を追加する。 
① 400GBq以上の放射性同
位元素を装備する放射性
同位元素装備機器の移動
使用をする場合には、当
該機器に放射性同位元素
の脱落を防止するための
装置が備えられているこ
と。 
② 放射性同位元素又は放
射線発生装置の移動使用
をする場合には、放射線
発生装置については第１
種放射線取扱主任者免状
を有する者を、放射性同
位元素装備機器について
は第１種放射線取扱主任
者免状又は同項第２号の
第２種放射線取扱主任者
免状を有する者の指示の
下で行うこと。（当分の間
は、370GBq以下の放射性
同位元素については、第
３種放射線取扱主任者免
状を有する者又はガンマ
線透過写真撮影作業主任
者の指示でもよいこととす
る。） 
【内容】 
放射性同位元素の規制対
象下限値の変更（国際原子
力機関（IAEA）等が定めた国
際標準に準拠するものへの
変更）に伴う規制の合理化等
を行うために改正した放射線
障害防止法を施行するた
め、所要の規定の整備を行
う。 

査について、検査に要す
る時間の短縮や線源の調
達のための平均コストが
低減すること、さらには海
外で使用されている検査
用の機器の利用が可能と
なることから、事業者の負
担を軽減することができ
る。 
また、従来は届出によ
る移動使用が認められて
いなかった放射線発生装
置について、今回、届出
により移動使用できる対
象として追加することによ
り、地下検層等の放射線
利用の多様化に対応する
ことができる。（受益者：約
50事業所（非破壊検査事
業者）非破壊検査件数年
間約2,000件） 

いう。）の指示の下で行うこと
を義務付けたため、一定数の
有資格者を確保する必要が
あり、人件費の上昇の可能性
がある。（この人件費の上昇
は、既に社内に選任はされて
いないが有資格者が多数い
る場合、新たに外部から有資
格者を雇用する場合、従業員
を有資格者に養成する場合
など多様な場合が想定される
ため定量的な評価はできな
いが、今回の改正では、経過
措置として、当分の間は従来
から使用されている370GBq
以下の放射性同位元素につ
いては、第３種放射線取扱主
任者免状を有する者（講習の
みで取得可能）又はガンマ線
透過写真撮影作業主任者（現
在も労働安全衛生法法により
配置）の指示でもよいこととす
るため、現在移動使用に用い
ている機器の使用に係る人件
費については、ほぼコスト上
昇はないものと考えられる。） 
また、放射性同位元素装備
機器については、線源の脱
落防止機構の装備を義務づ
けるが、400GBq上の機器が
対象であり、現在許可を要し
ない移動使用に使われてい
る370GBq以下の機器につい
てはコストの上昇はない。（遵
守コスト） 
移動使用の対象と使用の
目的を追加・新設するもので
あり、これにより、新たな社会
的なコストの上昇は考えられ
ない。 
また、今回、移動使用でき
る放射性同位元素の数量の
拡大及び放射線発生装置の
移動使用を可能とすることに
より移動使用中に放射線障害
が発生する潜在的リスクが増

きる。それに伴うコストも、
現在移動使用に使われて
いる機器については当分
の間は、より簡便な措置を
講じれば良いこととされて
おり、実質的に現行制度
の維持の場合と、それほ
ど差異がないものと考え
られる。そのため、移動使
用の対象を拡大と安全の
ための措置を同時に講じ
ることが妥当と判断した。 

月１日、省令
改正 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
加するとの指摘もあるが、今
回の改正は、簡素な手続きを
適用できる範囲を拡大するの
みであり、管理区域の設定や
放射線管理等の安全確保の
措置は、従来どおり義務付け
られる。さらに、今回新たに線
源の脱落防止機構を備えるこ
と、移動使用は放射線取扱主
任者免状を有する者等の指
示の下で行わなければなら
ないこととすることとしており、
法的義務を新設し、取扱いに
対する安全性の確保のため
の措置を強化していることか
ら、放射線利用の安全性の観
点から、事故等による周辺住
民への影響等の潜在的リスク
としての社会的コストは、従来
から使用されている370GBq
以下の機器については低減
し、新たに届出により移動使
用できることとなる機器につ
いては現在と同等であると考
えられる。（社会コスト） 
 

          
25 科 学 技
術・学術
政 策 局
原 子 力
安 全 課
放 射 線
規制室 

特定設計認証
制度の対象とな
る放射性同位
元素装備機器
の指定 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行令の一
部を改正する
政令 
【省令】 
・放射性同位元
素等による放

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

【目的】 
昨年６月に公布された放
射線障害防止法一部改正法
において新設された特定設
計認証制度に関して、特定
設計認証を受けることができ
る機器として以下のものを指
定する。 
① 煙感知器 
② レーダー受信部切替放
電管 
③ その他その表面から10ｃ
ｍ離れた位置における最
大線量当量率が１μＳｖ／
ｈ以下のものであつて文
部科学大臣が指定するも
の（集電式電位測定器及
び熱粒子化式センサ） 
放射線障害防止法の規制

昨年６月に公布された
放射線障害防止法一部改
正法により放射性同位元
素の規制対象下限値を変
更したことにより、以下の
参考に示すような放射性
同位元素の数量の少ない
放射性同位元素装備機器
が新たに規制対象とな
る。 
これらは社会で広く利
用されていることから、こ
れらの機器を新設された
特定設計認証制度の対象
として指定することにより、
放射線利用の安全性を損
なうことなく、新たに規制
の対象となった当該機器
を使用する個々の使用者

特定設計認証制度の実施
により、個々の設計に対する
審査業務が新たに発生する
が、昨年６月に公布された放
射線障害防止法一部改正法
により、登録認証機関制度が
導入されており、実際の審査
業務は当該機関に委ねること
としているため審査のための
直接的な行政コストの上昇は
ないと考えられる。（登録認証
機関は関係法令及び文部科
学大臣の認可を受けた「設計
認証業務規程」に基づき、申
請者から手数料を徴収して審
査業務を実施するものであ
り、経理的に国と独立してい
る。国からの審査のための委
託費あるいは役務費等の直

特定設計認証制度の代
替手段としては、今回放
射線障害防止法施行令に
おいて放射性同位元素装
備機器の指定を行わない
ことにより、昨年６月に公
布された放射線障害防止
法一部改正法よって取り
入れられた特定設計認証
制度の規定を実質的に空
文化させ、新たに規制対
象となる機器についても、
現行の規制を全て適用さ
せ他の放射性同位元素
装備機器と同様の法的義
務を課す手段があり得る。
（そもそもそうした選択肢
は、昨年６月の法律改正
の主旨に反するため選択

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年５
月20日、政令
改正 
平成17年６
月１日、省令
改正 

放射性同位
元素等による
放射線障害
の防止に関
する法律の
施行後10年
以内 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
射線障害の防
止に関する法
律施行規則の
一部を改正す
る省令 

対象下限値を、国際原子力
機関（IAEA）等が定めた国際
標準に準拠したものに変更
したことに伴い、従来、規制
の対象となっていなかった
放射性同位元素の数量の少
ない放射性同位元素を装備
した機器についても、規制の
対象となることとなった。これ
らの機器は、一般の建物、船
舶、航空機等に用いられて
おり、安全に使用されてきた
実績等を踏まえ、特定設計
認証制度を新たに導入し
た。 
【内容】 
放射性同位元素の規制対
象下限値の変更（国際原子
力機関（IAEA）等が定めた国
際標準に準拠するものへの
変更）に伴う規制の合理化等
を行うために改正した放射線
障害防止法を施行するた
め、所要の規定の整備を行
う。 

の法的義務を最低限に留
めることができるという大
きな便益がある。 
これらの放射性同位元
素装備機器で製造業者等
が特定設計認証を取得し
たものについては、使用
者及び販売業者は、機器
の廃棄については留意
する必要があるものの、
国へ届出を行う必要もな
く、他の一般の放射性同
位元素の使用者に課され
ている使用等の帳簿の作
成、放射線等の測定、定
期的な健康診断の実施や
国への報告等、種々の放
射線障害防止法上の義務
の適用がなくなるため、使
用者等の負担が大幅に軽
減されるものである。 
（参考：国内使用台数（概
数）） 
煙感知器：数百万台 
レーダー受信部切替放電
管：10,000台 
集電式電位測定器：4,000
台 
熱粒子化式センサ：5,000
台 

接的な行政コストは発生しな
い。）（行政コスト） 
特定設計認証制度の実施
により、製造業者等が個々の
設計について、特定設計認
証を取得するための新たなコ
ストが発生する。しかしなが
ら、特定設計認証の登録認証
機関への申請に伴う手数料
は、登録認証機関が国の認
可を受けて定めることとなっ
ており、登録機関制度により、
複数の機関の参入が可能で
あるため、手数料が不当に高
いものに硬直化することはな
いと考えている。 
なお、特定設計認証を受け
た機器の廃棄については、
放射線障害防止法の許可届
出使用者、許可廃棄業者へ
の委託を求めることとしてい
る。規制対象ではない現在も
製造者等による自主的な回収
が行われているものであり、
大きなコスト増をもたらすもの
ではない。（遵守コスト） 
特定設計認証制度の実施
により、従来から使用されて
いる放射性同位元素の数量
の少ない放射性同位元素装
備機器が、安全性が損なわ
れることなく、引き続き使用で
きるものであるので、新たな
社会的コストは発生しない。
（社会コスト） 
 

し得ない。）その場合、
個々の使用者は届出等
の行政手続きを行い、使
用に際しては帳簿を作成
しなければならない等の
利便性が低下するばかり
でなく、放射線障害防止
法を遵守するために必要
な知見を得る必要が生じ
るため、大きな負担を要
することとなり、社会的混
乱を招くおそれがあると
いう点で問題がある。 
特定設計認証制度は、
放射線利用の安全性を損
なうことなく、同時に個々
の使用者の利便性も損な
わないで、従来どおり放
射性同位元素装備機器を
使用できるようにするため
導入された制度である。 
今回の放射線障害防止
法施行令の改正におい
て、当該制度の主旨を貫
徹して、放射性同位元素
装備機器の指定を行うこと
で、適切に特定設計認証
制度の運用が行われてい
くものであり、その便益は
非常に大きいものである。 
以上から当該制度を適
切に履行するため具体的
機器の指定をすることが
妥当と判断した。 
 

          
26 科 学 技
術・学術
政 策 局
原 子 力
安 全 課
放 射 線
規制室 

施設検査、定期
検査の対象の
見直し等 
【改正（拡充）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・放射性同位元
素等による放

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 

【目的】 
施設検査及び定期検査の
対象を以下のように見直す。 
(密封された放射性同位元
素） 
・１個（１台）で10ＴＢｑ以上 
・貯蔵能力が10ＴＢｑ以上 
（密封されていない放射性同
位元素） 

施設検査及び定期検
査の対象の見直しは、最
新の科学的知見に基づ
いて、検査対象を適正化
するものであり、規制の一
層の合理化が図られると
いう便益がある。 
特に、今回の密封され
た放射性同位元素に関す

登録認証機関と同様に、実
際の検査業務は、登録検査
機関に委ねることとしている
ため直接的な行政コストの上
昇はないと考えられる。 
なお、登録検査機関は、対
象事業者からの手数料の徴
収により運営するものであり、
国と経理的に独立している。

代替手段としては、現
行制度の維持があるが、
この場合、国際的な最新
の科学的知見に基づい
て、機器等の危険性に相
応した検査対象の設定が
なされていないこととな
り、数量の小さな機器の
みを多数使用している者

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年５
月20日、政令

放射性同位
元素等による
放射線障害
の防止に関
する法律の
施行後10年
以内 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
射線障害の防
止に関する法
律施行令の一
部を改正する
政令 
【省令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行規則の
一部を改正す
る省令 

【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

・下限数量の10万倍以上 
【内容】 
放射性同位元素の規制対
象下限値の変更（国際原子
力機関（IAEA）等が定めた国
際標準に準拠するものへの
変更）に伴う規制の合理化等
を行うために改正した放射線
障害防止法を施行するた
め、所要の規定の整備を行
う。 

る検査対象の見直しによ
り、最近、国際原子力機関
（IAEA）が定めた放射線
源の安全上の分類にお
いて最も潜在的な危険性
が大きいとされるカテゴリ
ー１に分類される機器等
が検査対象となる。このこ
とにより、事故等による放
射線障害等の潜在的リス
クを低減することができ
る。 

定期検査業務に関する国か
らの委託費、役務費の支出も
予定されていない。（行政コス
ト） 
新たに検査の対象となる事
業者の検査のためのコストは
増加する。施設検査、定期検
査の１回当たりの手数料は、
国が直接検査を実施した場
合の現行の手数料に照らせ
ば、25万円程度となる。登録
検査機関制度では複数の機
関の参入が可能であるため、
手数料の適時の見直しや定
期確認と同時に受ける場合等
の弾力的な料金設定が想定
される。これらにより、実際の
手数料は適正な価格に収束
していくものと考えられる。
（遵守コスト） 
今後検査の対象でなくなる
事業者は、施設検査、定期検
査に係るコストが解消されるこ
ととなる。 
○ 密封された放射性同位元
素について、従来検査対
象ではなく、新たに検査対
象となる放射性同位元素を
使用している使用者 約40
事業所 
○ 密封されていない放射性
同位元素について、従来
検査対象ではなく、新たに
検査対象となる貯蔵能力を
有している使用者 約140
事業所 
○ 従来検査対象であり、改
正後は検査対象ではない
貯蔵能力等の使用者 約
40事業者 
検査対象の見直しに係る
変更であり、手数料は事業者
が負担するものであるため、
これにより、新たな社会コスト
は生じないものと考えられる。
また、検査の対象を、国際原

が検査対象となるなど
個々の事業者によっては
不当に厳しい規制が課さ
れ無駄なコストを強いるこ
ととなるおそれがある。 
一方、検査対象を見直
した場合、新たに検査対
象となる事業者はコストが
発生するが、このコストは
使用している放射性同位
元素の潜在的危険性に応
じた安全性の確保のため
の必要的コストであると考
えられる。 
以上から、検査の対象
を見直さないで、現行制
度のままとすることにより、
得られる便益は無く、現状
の規制の合理性の確保の
観点から見直しを行うこと
が必要と考えられる。 
また、検査対象を見直
すことで、比較的危険性
の高い事業所が検査の対
象となることから、放射線
利用の安全性が向上し、
事故等による周辺住民へ
の影響等の潜在的リスクと
しての社会的コストが低減
することからも、検査対象
の見直しをすることは妥
当であると判断した。 

改正 
平成17年６
月１日、省令
改正 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
子力機関（IAEA）が定めた放
射線源の安全上の分類に基
づいて適正化するものである
ことから、安全上重要な施設
に対して検査が実施されるこ
ととなり、放射線利用の安全
性が向上し、事故等による周
辺住民への影響等の潜在的
リスクとしての社会的コストが
低減することとなる。（社会コ
スト） 
 

          
27 科 学 技
術・学術
政 策 局
原 子 力
安 全 課
放 射 線
規制室 

定期確認の期
間 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行令の一
部を改正する
政令 
【省令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行規則の
一部を改正す
る省令 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

【目的】 
昨年６月に公布された放
射線障害防止法一部改正法
において新設された定期確
認制度に関して確認を受け
なければならない期間を定
期検査と同じ期間に定める。 
○密封された放射性同位元
素を使用する特定許可使
用者 ５年ごと 
○放射線発生装置を使用す
る特定許可使用者 ５年ご
と 
○密封されていない放射性
同位元素を使用する特定
許可使用者 ３年ごと 
○ 許可廃棄業者 ３年ごと 
【内容】 
放射性同位元素の規制対
象下限値の変更（国際原子
力機関（IAEA）等が定めた国
際標準に準拠するものへの
変更）に伴う規制の合理化等
を行うために改正した放射線
障害防止法を施行するた
め、所要の規定の整備を行
う。 

近年の事故の事例に
おいては、施設・設備の
不備（ハード面）を原因と
するものではなく、ずさん
な管理、誤操作等（ソフト
面）に起因しているものが
約８割を占めている。この
ため、従来の施設検査、
定期検査（ハード面の検
査）に加え、新たに安全
管理の状況（ソフト面）を
確認する制度を創設した
ものである。この定期確認
により事業者の意識の向
上を含めた安全管理の向
上が期待される。 

登録認証機関と同様に、実
際の確認業務は、登録定期
確認機関に委ねることとして
いるため直接的な行政コスト
の上昇はないと考えられる。 
なお、登録定期確認機関
は、対象事業者からの手数料
の徴収により運営するもので
あり、国と経理的に独立して
いる。定期確認業務に関する
国からの委託費、役務費の支
出も予定されていない。（行
政コスト） 
定期確認制度の新設により
確認の対象となる事業者（約
1,100事業所）のコストが増加
する。国が確認を実施する場
合、定期確認１回あたり、定期
検査と同程度の遵守コストが
発生すると想定される。ただ
し、施設検査、定期検査と同
様に登録定期確認機関の制
度を設けており、これらの機
関が認可を受けて設定した手
数料による実施が想定されて
おり、複数機関の参入が可能
であるため、手数料が不当に
高いものに硬直化されること
はないと考えられる。また、定
期確認を受けなければならな
い期間を上記の定期検査と同
じ期間に設定したことにより、
同時に定期確認を受けること

代替手段としては、より
長期に期間を設定するこ
とが考えられるが、昨今の
放射線利用に係る事故の
事例では、施設自体の健
全性（ハード面）に起因し
たものよりも、ずさんな管
理など取扱い（ソフト面）
の安全性に起因したもの
が増加しており、このこと
からより頻繁に個々の事
業者の取扱いについて、
その遵守状況を確認する
ことが必要と考えられる。
他方、個々の事業者に対
して定期検査（ハード面）
が実施されている現状か
ら、これと同時に定期確認
が行えるよう期間を設定
することにより、定期確認
のためのコストがおさえら
れ、より少ないコストで効
果的に安全性の確保が図
られると考えられるため、
定期検査と同じ期間とす
ることが妥当と判断した。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年５
月20日、政令
改正 
平成17年６
月１日、省令
改正 
 

放射性同位
元素等による
放射線障害
の防止に関
する法律の
施行後10年
以内 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
が可能となることから、現場に
定期確認員が赴く交通費等
のコストの削減が行われコスト
の増加は必要最小限にとどめ
られている。（尊守コスト） 
事業者の定期確認の期間
の設定に関することであるた
め、これにより直接的な新た
な社会コストは生じないものと
考えられる。また、事業者の
安全管理を定期的に確認す
ることによって放射線利用に
係る安全性が向上し、事故等
による周辺住民への影響等
の潜在的リスクとしての社会
的コストが低減することとな
る。（社会コスト） 
 

          
28 科 学 技
術・学術
政 策 局
原 子 力
安 全 課
放 射 線
規制室 

定期講習の対
象及び期間 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行令の一
部を改正する
政令 
【省令】 
・放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行規則の
一部を改正す
る省令 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

【目的】 
昨年６月に公布された放
射線障害防止法一部改正法
において新設された定期講
習制度に関して講習を受け
なければいけない対象者と
期間を定める。 
【内容】 
放射性同位元素の規制対
象下限値の変更（国際原子
力機関（IAEA）等が定めた国
際標準に準拠するものへの
変更）に伴う規制の合理化等
を行うために改正した放射線
障害防止法を施行するた
め、所要の規定の整備を行
う。 

現在、放射線取扱主任
者の資質の維持・向上
は、各放射線取扱主任者
の自発的な研鑽に委ねら
れている。放射線取扱主
任者は、事業所における
放射性同位元素等の取扱
いの管理・監督を行う指導
的な立場の者であり、この
者の資質は、放射線利用
の安全性の向上・低下に
多大な影響を及ぼす。こ
の重要な役割を果たす放
射線取扱主任者の資質の
維持・向上について、個
人の自発的な研鑽のみに
期待するのではなく、制
度として位置づけることに
より、能力の維持・向上を
図ることができる。 
講習の内容は、最近の
事故事例から得られた知
見や法令改正に伴う実務
上の適用例の知見等に
ついて各々の放射線取
扱主任者が理解を深める
ことができるものとなって

登録認証機関と同様に、実
際の定期講習の実施につい
ては、登録定期講習機関に
委ねることとしているため直
接的な行政コストの上昇はな
いと考えられる。 
なお、登録定期講習機関
は、受講者からの受講料の徴
収により運営するものであり、
国と経理的に独立している。
定期講習業務に関する国か
らの委託費、役務費の支出も
予定されていない。（行政コス
ト） 
事業者の放射線取扱主任
者に対する定期講習に係るコ
ストが増加するが、事業者に
過大な負担を課さないよう、
時間、金額ともに必要最小限
となるようおさえることを予定
している。前述の施設検査、
定期検査と同様に登録定期
講習機関の制度を設けている
ことから、複数機関の参入が
可能であるため、受講料が不
当に高いものに硬直化される
ことはないと考えられる。 

代替手段としては、現
状のように放射線取扱主
任者の資質の維持・向上
については、各放射線取
扱主任者の自発的な研鑽
に委ねることで、特段制
度化をしないという方法が
考えられるが、放射線取
扱主任者は放射性同位元
素等の取扱いの管理・監
督を行う指導的な立場の
者であり、この者の資質
は、放射線利用の安全性
の向上・低下に多大な影
響を及ぼすため、これは
個人の自発的な研鑽のみ
に委ねる性格のものでは
なく、制度として位置づけ
ることにより、放射線利用
の安全性を確保し、社会リ
スクの軽減を図るべきもの
であると考えられる。 
受講期間について異な
る設定とする代替案につ
いては、次のとおり考え
る。より長期に設定した場
合、期間が空きすぎること

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年５
月20日、政令
改正 
平成17年６
月１日、省令
改正 

放射性同位
元素等による
放射線障害
の防止に関
する法律の
施行後10年
以内 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
いる。 また、期間としては、３年又

は５年に１度受講することを義
務付けるものであるが、一
方、定期講習によって得るこ
とができるものは、最近の事
故事例から得られた知見や法
令改正に伴う実務上の適用例
の知見等であり、各々の事業
者が自身の放射線利用の安
全性の向上や、取扱いの実
務に関する合理化等に活か
せるものであるため、事業者
に過大な負担となるものとは
考えられない。（遵守コスト） 
事業者の講習の受講に関
する制度であるため、これに
より新たな社会コストは生じな
いものと考えられる。また、放
射線取扱主任者の資質の維
持・向上を図ることにより放射
線利用に係る安全性が向上
し、事故等による周辺住民へ
の影響等の潜在的リスクとし
ての社会的コストが低減する
こととなる。（社会コスト） 

により、事業者及び放射
線取扱主任者の意識の向
上についての効果が小さ
いと考えられる。また、より
短期に設定した場合、事
故や法令の適用等に関し
て多数の事業者に参考と
なる新たな事例の蓄積が
少なく、結果として同内容
の講義を続けて受講する
ことになりかねない。これ
らに鑑み、今回の改正内
容の期間とした。 
定期講習制度の新設に
より事業者は放射線取扱
主任者を講習へ参加させ
るための新たなコストが発
生するが、講習の対象と
なる放射線取扱主任者は
実際に放射性同位元素を
取扱う事業者にのみ限定
しており、かつその期間
は、必要最低限となるよう
設定されていることから、
社会全体の放射線利用の
安全性の向上という便益
と比較して、これらは安全
確保のための必要的コス
トであると考えられること
から、当該制度を導入す
ることは妥当と判断した。 
 

          
29 初 等 中
等 教 育
局 初 等
中 等 教
育 企 画
課 

高等学校等に
おける学校外
学修等の認定
可能単位数拡
大 
【緩和】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・学校教育法施
行規則 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

【目的】 
高等学校等の生徒が行う
他の高等学校や大学等にお
ける学校外の学修について
単位認定できる単位数の上
限を緩和することにより、生
徒の選択の幅を拡大し、多
様化する生徒の興味・関心、 
能力・適性、進路等にきめ細
かく対応できる学校づくりの
推進に資するものである。 
本件に関しては、現在、構
造改革特別区域における特

高等学校の生徒の能
力・適性、興味・関心等の
多様化の実態を踏まえ
た、学習の選択幅が拡大
されるとともに、自ら学ぶ
意欲の向上が期待され
る。 
各高等学校の裁量が拡
大されることから、特色あ
る学校づくりの推進が期
待される。 

高等学校における学校外
の学修等の単位認定数の拡
大は、現状の体制で対応して
いるため、制度設計・維持経
費・制度運営のための人件費
等は現状と同程度と考えられ
る。（行政コスト） 
今回の措置は、生徒の学
校外での学修の成果を認定
できる枠を拡大するものであ
ることから、本制度の活用に
ついては学校長や生徒の判
断となる。このため、今回の措

代替手段としては、現
行制度の維持（高等学校
における学校外学修等に
おける単位認定数の維
持）があるが、生徒の多様
化等に対応した、よりきめ
細かな教育を行うために
は、多様な学修の成果を
評価できる仕組みの拡大
を図ることが有効である。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年３
月31日、省令
改正 
 

平成21年 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
定事業（804「高等学校等に
おける学校外学修の認定可
能単位数拡大事業」）におい
て、上限を20単位から 36単
位に拡大しているが、「特区
において講じられた規制の
特例措置の評価及び今後の
政府の対応方針（平成16年９
月10日）」において、本特定
事業について平成16年度中
に全国化を措置することとさ
れている。 
【内容】 
学校教育法施行規則第63
条の５を改正し、学校外の学
修等により高等学校の単位と
して認定できる単位数の上
限を、20単位から36単位に
拡大する。 
 

置によって、対象者すべての
コストが上昇することはない
が、現行以上に学校外での
学修を実施する場合には、そ
の内容によっては、例えば、
次のようなコストが発生する。 
○ 生徒が他の高等学校等
に通う際の交通費 
○ 生徒が他の高等学校等
において単位認定を受け
る教科・科目の授業料（遵
守コスト） 
学校外学修等の場として、
生徒を受け入れる機関等の
負担が考えられるが、今回の
措置は、生徒の学校外での
学修の成果を認定できる枠を
拡大するものであることから、
社会全体に影響を与えるもの
ではなく、社会コストは上昇し
ないものと考える。（社会コス
ト） 
 

          
30 初 等 中
等 教 育
局 初 等
中 等 教
育 企 画
課 

高等学校卒業
程度認定試験
合格科目の単
位認定の対象
の拡大 
【緩和】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・学校教育法施
行規則 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

【目的】 
生徒の能力・適性・興味・
関心等の多様化の実態を踏
まえ、生徒に目標を与えて
意欲を喚起することや学校
生活にうまく適応できない生
徒への対応が課題となって
いる。現在、定時制・通信制
においては、勤労青年の負
担軽減を図る観点から大学
入学資格検定の受検及び合
格科目の単位認定が認めら
れているが、全日制におい
ても高等学校卒業程度認定
試験の合格科目の単位認定
を可能とすることにより、これ
らの課題解決に資するもの
である。 
なお、本件については、
中央教育審議会答申におい
て、全日制高等学校におい
ても高等学校卒業程度認定

生徒の能力・適性・興
味・関心等の多様化の実
態を踏まえ、生徒に目標
を与えて意欲を喚起した
り、学校生活にうまく適応
できない生徒への対応等
の点で効果が期待され
る。 
各高等学校の裁量が拡
大されることから、特色あ
る学校づくりの推進が期
待される。 

現行、定時制・通信制にお
ける大学入学資格検定合格
科目の単位認定について、
現状の体制で対応しているた
め、制度設計・維持経費・制
度運営のための人件費等は
現状と同程度と考えられる。
（行政コスト） 
今回の措置は、高等学校
卒業程度認定試験の合格科
目を単位認定できる対象を拡
大するものであることから、本
制度の活用については学校
長や生徒の判断となる。この
ため、今回の措置によって、
対象者すべてのコストが上昇
することはないが、同試験を
受験する場合には、例えば、
次のようなコストが発生する。 
○ 高等学校卒業程度認定
試験の受験料 
７科目以上：8000円、 

代替手段としては、現
行制度の維持があるが、
生徒の多様化等に対応し
た、よりきめ細かな教育を
行うためには、多様な学
修の成果を評価できる仕
組の拡大を図ることが有
効である。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の
活用状況】 
パブリック・
コメントの資料
として活用 
平成17年３
月31日、省令
改正 
 

平成21年 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解

レビュー 

時期 
試験の活用及び合格科目の
単位認定を可能とすべき旨
の提言がされている。 
【内容】 
学校教育法施行規則に、
新たに、高等学校卒業程度
認定試験の合格科目（入学
前に合格した科目を含む）に
ついて単位認定することが
できる旨規定する。 
 

４～６科目：6000円、 
３科目以下：4000円 
○ 高等学校卒業程度認定
試験合格者等に対する合
格証明書交付料等 250円
（遵守コスト） 
今回の措置は、高等学校
卒業程度認定試験の合格科
目を単位認定できる対象を拡
大するものであることから、社
会全体に影響を与えるもので
はなく、社会コストは上昇しな
いものと考える。（社会コスト） 
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表 ＲＩＡ－７ 農林水産省におけるＲＩＡの実施状況（10 件） 
 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
31 経営局協同
組織課 

農業協同組合
法における子
会社等調査の
対象の拡大 
【改正（拡充）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・農業協同組
合法施行令 

平成16年10月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年10月 
 

【目的】 
農業協同組合に対する検査・監査に
おいて、被検査・監査組合が実質的に
支配する農業協同組合連合会（以下、
「実質支配連合会」という。）を含む経
営内容の把握を可能とすることにより、
農業協同組合の一層の健全性の確保
を図る。 
【内容】 
今回の農業協同組合法の一部改正
により、行政庁による検査等の対象
が、「組合と特殊の関係にある者」とさ
れたことに伴い、農業協同組合法施行
令の一部を改正し、「組合と特殊の関
係にある者」として 
① 当該組合の子会社 
② 当該組合がその総会員の総議決
権の100分の50を超える議決権を有
する農業協同組合連合会 
を定める。 
 

① 農業協同組合
の実質支配連合
会を通じた不正
行為等の防止 
② 農業協同組合
の経営の健全性
の確保 
③ 組合員の保護 
を図ることができ
る。 

被検査・監査対象
組合の業務及び会
計の状況等を検証
する上で必要な限
度で、実質支配連
合会は検査等を受
ける義務が生じる。
（検査官等３人×５
日程度） 

代替手段としては、既
存の手法（任意の情報提
供）の活用が考えられる
が、信頼性に欠ける場合
があることから、的確な
検査・監査ができず、農
業協同組合の経営の健
全性を確保することが難
しくなるおそれがある。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
パブリック・コメントの
資料として活用 
平成16年11月25日、
政令改正 
 

平成22年
３月頃 

  
        

32 水産庁資源
管理部管理
課資源管理
推進室 

海洋生物資源
の保存及び管
理に関する法
律第２条第７項
の第２種特定
海洋生物資源
の指定（対象
の追加） 
【改正（拡充）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・海洋生物資
源の保存及
び管理に関
する法律施
行令 

平成16年10月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年10月 
 
 

【目的】 
我が国の排他的経済水域等におけ
る海洋生物資源の保存及び管理のた
め漁獲努力量の管理に係る所要の措
置を講ずることにより、漁業法による措
置等と相まって、排他的経済水域等に
おける海洋生物資源の保存及び管理
を図り、あわせて海洋法に関する国際
連合条約の的確な実施を確保し、もっ
て漁業の発展と水産物の供給の安定
に資する。 
【内容】 
変動が大きい水産資源や資源悪化
により精度の高い資源予測が困難な水
産資源を早急に回復させるために行う
漁獲努力量の総量管理制度の対象資
源（第２種特定海洋生物資源）として、
「いかなご」及び「やりいか」を新たに
指定する。 
 

漁獲努力量の過
剰等により状況が
悪化している「いか
なご」及び「やりい
か」に投入される漁
獲努力量を適正に
管理することによ
り、その維持及び
回復を図ることがで
きる。 

特定海洋生物資
源をとることを目的と
して採捕活動を行う
漁業者は、農林水
産大臣又は都道府
県知事から漁労作
業の停止命令や停
泊命令を受ける可
能性があるととも
に、漁獲努力量を報
告する義務が生じ
る。 

代替手段としては、第
１種特定海洋生物資源に
指定し漁獲量を削減する
方法が考えられるが、
「いかなご」及び「やりい
か」のように資源量の変
動が激しい魚種又は推
定資源量に相当な幅が
出る魚種については、過
剰に漁獲を抑制したり、
過剰に漁獲してしまう可
能性がある。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
パブリック・コメントの
資料として活用 
平成16年11月25日、
政令改正 

平成22年
１月頃 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
33 水産庁漁政
部水産経営
課 

水産業協同組
合法施行令に
規定する漁業
協同組合及び
水産加工業協
同組合の常勤
監事の設置基
準 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・水産業協同
組合法施行
令 

平成17年２月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年２月 
 

【目的】 
「リレーションシップバンキングの機
能強化に関するアクションプログラム」
において、協同組織金融機関につい
て「監査機能の強化を図るため、外部
監査の実施対象の拡大等について検
討する」とされており、信用事業を行う
漁協等についても、経営の健全性の
確保の観点から、他の協同組織金融
機関と同様に監査機能の強化を図る必
要があるため。 
【内容】 
漁協等の自らの経営に対するチェッ
ク機能（内部監査機能）を高める観点
から、常勤監事の設置を義務付ける基
準を現行の貯金等の合計額500億円以
上から200億円以上に厳格化する。 

内部監査機能の
強化を図ることによ
り、漁協等の経営
の健全性が確保さ
れ、貯金者等の保
護に資する。 

新たに常勤監事
の設置が義務付け
られる漁協等にお
いて、次の遵守コス
トの発生が予想され
る。 
常勤監事の設置
に要する年間経費
増加額：約500万円
（全34信漁連の平成
15年度の常勤監事
に対する報酬の平
均値） 
なお、 

① 平成17年４月１
日において当該基
準に新たに該当す
ることとなる見込み
の漁協等の数：２漁
協 
② ①以降、平成19
年度までに当該基
準に新たに該当す
ることとなる見込み
の漁協等の数：２～
３漁協 
 

代替手段としては、外
部監査機能の強化が考
えられるが、外部監査機
能の強化については、
既に、平成16年４月１日
に実施基準の厳格化を
実施しているところであ
り、外部監査と内部監査
の実施水準のバランスを
図ることが適当であると
考えられることから、今
回、内部監査の機能強
化を図るものである。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
パブリック・コメントの
資料として活用 
平成17年３月18日、
政令改正 

平成22年
３月 

          
34 消費・安全
局総務課 

水産動物の輸
入防疫（対象
水産動物の拡
大） 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・水産資源保
護法 

平成17年４月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案につ
いてはパブリ
ック・コメントの
対象とされて
いないため。 

【目的】 
平成８年の水産動物の輸入防疫制
度の創設当初は、水産動物の種苗以
外のものから伝染性疾病の病原体が
侵入するリスクは低いと見られてきた
が、近年、国際化の進展等に伴い、観
賞用の水産動物等、種苗以外の水産
動物から伝染性疾病が侵入するリスク
が高まりつつあるため、水産動物の種
苗に限らず、幅広く水産動物を輸入許
可制の対象とする必要がある。 
現行水産資源保護法上、輸入許可
の対象となっていない観賞用の水産
動物等の輸入によって輸入防疫対象
疾病が侵入するリスクを低減させる。 
【内容】 
輸入に際して農林水産大臣の許可

我が国の水産資
源に影響を及ぼす
おそれが大きい輸
入防疫対象疾病の
侵入リスクが低減
する。 

今回の改正により
輸入許可の対象と
なった種苗以外の
水産動物を輸入す
る者は、輸入の際
に、輸出国政府の
発行する検査証明
書を添付し、農林水
産大臣に申請し、許
可を受けなければ
ならない負担が生じ
る。（遵守コスト） 
なお、現行の水
産動物の種苗の輸
入許可の申請から
許可までには、通常
３日程度を要してい

代替手段としては、現
行の輸入防疫の対象範
囲の維持（現状維持）が
考えられるが、その場
合、輸入防疫対象疾病
にかかるおそれのある水
産動物でありながら、現
行制度の下では輸入許
可の対象とされていない
水産動物（例：観賞用の
コイ、キンギョ）の輸入量
が増加しつつあるところ
であり、現行制度のまま
では、我が国にこれらの
疾病の侵入を許すことと
なりかねない。 
仮に、そうした疾病が

本措置は、国際獣疫事
務局（ＯＩＥ）の基準に
適合するものである。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月15日、
第162回国会に改正法
律案提出 
平成17年４月27日、
公布（平成17年法律第
36号） 

科学的知
見 の 蓄
積、疾病
の発生状
況、国際
基準の動
向等を踏
まえ、随時
見直しを
行う。 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
が必要となる水産動物等の範囲につ
いて、用途や成長段階による限定をな
くし、輸入防疫対象疾病にかかるおそ
れのある水産動物であって農林水産
省令で定めるもの及びその容器包装と
することとする。 

る。 
輸入許可の対象
に追加された水産
動物の輸入許可に
係る審査・許可業務
（行政コスト） 

国内に侵入した場合、我
が国の水産資源や、我
が国の養殖業に甚大な
被害を及ぼし得ることに
加え、国及び都道府県
は、持続的養殖生産確
保法に基づくまん延防止
措置の実施に伴う費用等
を支出する必要が生じ
る。 
以上のことから、当該
規制対象を拡大しないこ
とにより生じ得る輸入防
疫対象疾病の侵入という
重大な社会的なコストと、
当該規制対象を拡大す
ることにより生じ得る負担
とを比較すると、後者が
小さなものにとどまると考
えられる。 
 

          
35 消費・安全
局総務課 

水産動物の輸
入防疫（追加
的な管理措置
の創設） 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・水産資源保
護法 

平成17年４月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案につ
いてはパブリ
ック・コメントの
対象とされて
いないため。 

【目的】 
現行水産資源保護法においては、
輸出国の検査証明書のみに基づき輸
入許可を行うこととされている。しかし
ながら、水産動物の場合、個体ごとの
検査は不可能であるため、輸出国の検
査は、国際獣疫事務局（ＯＩＥ）の基準
に従って、一定の信頼度に基づくサン
プル検査により行われており、輸出国
における検査のみでは、輸入防疫対
象疾病の侵入リスクを排除することが
できない。このため、輸出国の事情等
により、輸出国の検査証明書のみでは
病原体を広げるおそれがないとは認
められない場合について、疾病の侵
入を防止するための追加的な措置を
講じる必要がある。 
輸入水産動物の区分管理により、輸
出国の検査により発見されなかった輸
入防疫対象疾病の病原体の侵入・まん
延のリスクを低減させる。 
【内容】 
輸出国の事情等からみて、輸出国
の政府機関が発行する検査証明書の

我が国の水産資
源に影響を及ぼす
おそれが大きい輸
入防疫対象疾病の
侵入リスクが低減
する。 

区分管理期間中
の管理コスト（施設
使用費、光熱費、餌
代等）がかかることと
なる。また、区分管
理が可能な施設を
有しない場合、所要
の施設を備えるため
の負担が生じる。
（遵守コスト） 
区分管理期間
中、輸入防疫対象
疾病の感染が確認
された場合、水産動
物等の焼却、埋却
等を行うための負担
が生じる。（遵守コス
ト） 
輸入防疫対象疾
病の発生が確認さ
れたとき、農林水産
大臣が検査を行うこ
とに伴うコストがかか
ることとなる。（行政

代替手段としては、今
回の追加的な管理措置
の創設を行わないこと
（現状維持）が考えられる
が、その場合、現行制度
を維持して、引き続き検
査証明書に基づく許可
のみとした場合、輸入量
増加による侵入リスクの
高まりに適切に対応する
ことができないおそれが
大きい。（英国で、輸出
国の検査証明書が添付
されたキンギョが、コイ春
ウイルス血症（我が国で
も輸出防疫対象疾病とし
ている）にかかっていた
例もある。） 
仮に、輸入防疫対象
疾病が国内に侵入した
場合、我が国の水産資
源や、我が国の養殖業
に甚大な被害を及ぼし
得ることに加え、国及び

本措置は、国際獣疫事
務局（ＯＩＥ）の基準に
適合するものである。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月15日、
第162回国会に改正法
律案提出 
平成17年４月27日、
公布（平成17年法律第
36号） 
 

科学的知
見 の 蓄
積、疾病
の発生状
況、国際
基準の動
向等を踏
まえ、随時
見直しを
行う。 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
みによっては、輸入しようとする水産動
物が輸入防疫対象疾病の病原体を広
げるおそれがないとは認められない場
合は、輸入後、一定期間、その水産動
物を区分管理することを命ずることが
できることとする。また、当該命令を受
けた者は、当該期間内に疾病にかか
っていること等を発見したときは、農林
水産大臣の行う検査を受けなければな
らないこととし、当該検査により輸入防
疫対象疾病の発生が確認されたときに
は農林水産大臣は焼却等を命ずること
ができることとする。 
 

コスト） 都道府県は、持続的養
殖生産確保法に基づくま
ん延防止措置の実施に
伴う費用等を支出する必
要が生じる。 
以上のことから、当該
規制の新設を行わないこ
とにより生じ得る輸入防
疫対象疾病の侵入という
重大な社会的なコストと、
当該規制の新設を行うこ
とにより生じ得る負担とを
比較すると、後者が小さ
なものにとどまると考えら
れる。 
 

          
36 消費・安全
局総務課 

養殖水産動植
物の国内防疫
（特定疾病に
ついての届出
義務） 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・持続的養殖
生産確保法 

平成17年４月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案につ
いてはパブリ
ック・コメントの
対象とされて
いないため。 

【目的】 
一昨年秋以降、コイヘルペスウイル
ス病が国内で発生した際の経緯から、
都道府県による巡回や報告徴取のみ
によって、早期にその発生を把握する
ことには限界があることが明らかとなっ
たため、養殖業者等に届出を義務付
け、特定疾病のまん延防止措置の初
動の迅速化を確実にする必要がある。
特定疾病のまん延防止措置の初動
を迅速にするため、都道府県知事が特
定疾病の発生状況を早期に把握でき
るようにする。 
【内容】 
養殖業者等は、自己の所有又は管
理に係る養殖水産動植物が特定疾病
にかかっていること等を発見したとき
は、都道府県知事にその旨を届け出る
こととするとともに、当該届出を受けた
都道府県知事は、検査を受けるべき旨
を命ずることができることとする。 

特定疾病の発生
状況をより迅速に
把握することが可
能となり、被害が拡
大する前の迅速な
まん延防止措置が
可能となる。 

養殖業者等から
届出を受けた場合
に、都道府県知事
が検査を行う際のコ
ストがかかることとな
る。（行政コスト） 
ただし、① 従来
から養殖業者等から
の自発的な報告を
受けた際には、都道
府県は検査を実施
していたこと、② 都
道府県職員が養殖
場を巡回し、必要に
応じて検査を行って
きたこと等から、今
回の養殖法の改正
による行政コストの
大きな増減はないも
のと想定している。 
規制の遵守に係
る負担については、
現在でも法律上の
義務ではないもの
の、疾病発生時に
はその旨を報告す
ることを指導してき
たところであり、大き
な増減はないものと

代替手段としては、
「法律上の義務とはせ
ず、指導等により対応す
ること」（現状維持）が考
えられるが、その場合、
これまでも、特定疾病が
発生した場合等には、都
道府県に届け出るべきこ
とを指導してきたが、先
般のコイヘルペスウイル
ス病の発生の際には、養
殖業者等による自主的な
届出が必ずしも徹底され
ないことが明らかとなっ
たところである。また、都
道府県知事による立入検
査及び報告徴取のみに
よって域内の特定疾病の
発生状況を逐一把握す
ることは難しいことも明ら
かとなったところである。 
したがって、現行制度
と同様に、法律上の義務
とはせず、指導等により
対応することとした場合、
万が一、新たな特定疾病
が国内で発生したとして
も、まん延防止措置が早
期にとられない可能性が

家畜については、家
畜伝染病予防法にお
いて届出義務が規定さ
れている（第13条） 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月15日、
第162回国会に改正法
律案提出 
平成17年４月27日公
布（平成17年法律第36
号） 
 

科学的知
見 の 蓄
積、疾病
の発生状
況、国際
基準の動
向等を踏
まえ、随時
見直しを
行う。 
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想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
想定している。（遵
守コスト） 

あるため、これにより初
動が遅れた場合は、国
内の養殖業に大きなダメ
ージを与えることとなり得
ること、まん延防止措置
に伴う損失補償等の支出
が多額となること等が想
定される。 
以上のことから、当該
規制を新設しないことに
より生じ得る特定疾病の
まん延という社会的なコ
ストと、当該規制を新設
することにより生じ得る負
担と比較した場合、後者
が小さなものにとどまると
想定される。 
 

          
37 消費・安全
局総務課 

養殖水産動植
物の国内防疫
（まん延防止
措置の拡充－
移動制限命
令） 
【改正（拡充）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・持続的養殖
生産確保法 

平成17年４月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案につ
いてはパブリ
ック・コメントの
対象とされて
いないため。 

【目的】 
一昨年コイヘルペスウイルス病が国
内で発生した際には、移動制限の対
象となり得る「特定疾病にかかり、又は
かかっている疑いがある養殖水産動植
物」に当たるかどうかの確認に時間を
要したことが、十分な移動制限措置を
講ずることができない事態を生じさせ、
感染の拡大を許してしまった要因の一
つとなったと考えられている。このた
め、移動制限の対象を拡充し、予防的
な移動制限を可能とすることで、まん
延防止措置が十分な効果を発揮でき
るようにする必要がある。 
特定疾病発生時の移動制限命令の
対象を拡大することで、迅速かつ円滑
なまん延防止措置の実施を図る。 
【内容】 
都道府県知事は、一定区域内にお
いて特定疾病にかかるおそれのある
養殖水産動植物を所有し、又は管理
する者に対し、当該養殖水産動植物の
移動を制限し、又は禁止することを命
ずることができることとする。 

特定疾病にかか
っているか否かを
判断するまでもなく
予防的に養殖水産
動植物の移動制限
を命ずることで、感
染の拡大の抑制が
容易となり、まん延
防止措置の効果を
十分に発揮させる
ことが可能となる。 

移動制限を命じら
れた養殖業者等
は、一定期間養殖
水産動植物の移動
制限等を命じられて
いる間は、販売等が
できないため、その
間の維持コスト（施
設使用費、光熱費、
餌代等）がかかるこ
ととなる。（遵守コス
ト） 
ただし、検査の結
果等に応じて、適
宜、移動制限等を解
除していくことを想
定しているため、想
定される負担は、必
要最小限度のものと
考えられる。 

代替手段としては、
「移動制限命令の対象を
拡充しないこと」（現状維
持）が考えられるが、そ
の場合、現行制度にお
ける移動制限命令の対
象では、万が一、新たな
特定疾病が国内で発生
したとしても、先般のコイ
ヘルペスウイルス病の発
生例と同様に、対象とな
るかどうかの確認に時間
を要した場合、都道府県
知事によるまん延防止措
置の効果が十分に発揮
されない可能性が否定
できない。 
先般のコイヘルペスウ
イルス病の発生時には、
発生当初、養殖業者が
自主的に移動制限を行う
ことを県が要請したが、
徹底して実施させること
は困難であり、移動制限
の効果が十分に得られ
なかった。 
したがって、現行制度

家畜については、家
畜伝染病予防法にお
いて、一定区域内に所
在する一定種類の家
畜の移動を制限又は
禁止できることとされて
いる（第32条） 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月15日、
第162回国会に改正法
律案提出 
平成17年４月27日、
公布（平成17年法律第
36号） 
 

科学的知
見 の 蓄
積、疾病
の発生状
況、国際
基準の動
向等を踏
まえ、随時
見直しを
行う。 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
のままでは、移動制限措
置による特定疾病のまん
延が効果的に抑えられ
ない可能性が否定でき
ず、国内の養殖業に大き
なダメージを与えることと
なり得ること、また、まん
延防止措置に伴う損失補
償等の支出が多額となる
ことが想定される。 
以上のことから、当該
規制を新設しないことに
より生じ得る特定疾病の
まん延という社会的なコ
ストと、当該規制を新設
することにより生じ得る負
担と比較した場合、後者
が小さなものにとどまると
想定される。 
 

          
38 消費・安全
局総務課 

養殖水産動植
物の国内防疫
（まん延防止
措置の拡充－
検査、注射、
薬浴又は投薬
の命令） 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・持続的養殖
生産確保法 

平成17年４月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案につ
いてはパブリ
ック・コメントの
対象とされて
いないため。 

【目的】 
現在、コイヘルペスウイルス病等の
特定疾病に対して有効なワクチンの研
究及び開発が進められているところで
あり、これが実用化された場合には、ワ
クチン接種をまん延防止措置の一手段
としてとることも可能とするため、ワクチ
ンの接種等を命ずることができるように
しておく必要性がある。 
特定疾病に対して有効なワクチン等
が開発された場合には、まん延を未然
に防止するための有効な手段として、
都道府県知事が注射等を命ずることが
できるようにする。 
【内容】 
都道府県知事は、特定疾病のまん
延を防止するため必要があるときは、
養殖水産動植物の所有者等に対し、
都道府県知事の行う検査、注射、薬浴
又は投薬をうけるべき旨を命ずること
ができることとする。 

特定疾病に対し
て有効なワクチン
等が開発された場
合、ワクチンの接種
等を、既存の移動
制限等のまん延防
止措置と組み合わ
せて実施すること
で、まん延防止措
置の効果を十分に
発揮させることが可
能となる。また、ワ
クチン接種の効果
が発揮されれば、
焼却等の処分対象
となる養殖水産動
植物を最小限にく
い止め、疾病発生
によって養殖業者
等が受ける被害を
抑えることが可能と
なる。 

ワクチン接種によ
り、当該養殖水産動
植物が疾病の耐性
を持つようになり、
経済的な価値が上
がることも期待され
るため、養殖業者に
とっては、むしろメリ
ットとなる側面を有
する措置であると考
えている。（遵守コス
ト） 
注射等を命令した
際、その薬剤代等。
（行政コスト） 

代替手段としては、
「注射等の命令の規定を
新設しないこと」（現状維
持）が考えられるが、そ
の場合、有効な特定疾病
のワクチン等が開発され
たとしても、ワクチン接種
等を強制的に行うことが
できなければ、所有者等
の自発的な使用に任さ
れざるを得ず、特定疾病
のまん延防止を効果的
に行うことができない可
能性が否定できない。 
特定疾病のまん延が
効果的に抑えられない
場合は、国内の養殖業
に大きなダメージを与え
ることとなり得ること、ま
た、まん延防止措置に伴
う損失補償等の支出が多
額となることが想定され
る。 
以上のことから、当該
規制を新設しないことに

家畜については、家
畜伝染病予防法にお
いて注射等の命令が
規定されている（第31
条） 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月15日、
第162回国会に改正法
律案を提出 
平成17年４月27日、
公布（平成17年法律第
36号） 
 

科学的知
見 の 蓄
積、疾病
の発生状
況、国際
基準の動
向等を踏
まえ、随時
見直しを
行う。 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
より生じ得る特定疾病の
まん延という社会的なコ
ストと、当該規制を新設
することにより生じ得る負
担と比較した場合、後者
が小さなものにとどまると
想定される。 
 

          
39 経営局構造
改善課 

措置命令等 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・農業経営基
盤強化促進
法 

平成17年５月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案につ
いてはパブリ
ック・コメントの
対象とされて
いないため。 

【目的】 
 農業者の高齢化、不在村農地所有者
の増加等による遊休農地の増大等に
対処し、遊休農地の農業上の利用の
確保等を図る。 
【内容】 
 我が国において耕作放棄されている
農地の面積は34.3万haとなっており
（平成12年）、この15年間で約３倍と急
増している。 
 遊休農地については、雑草の繁茂な
どにより、周辺農地の営農条件に著し
い支障が生ずる場合があり、このような
場合、現在は、行政指導により農地の
権利者に対し草刈り等の措置を求めて
いるところである。 
 しかしながら、現行の措置は、相当の
時間と段階をかけて講じられるもので
あり、緊急に対応が必要な場合に的確
に対応できる仕組みとはなっていない
こと、また、近年、相続等による不在村
の農地所有者で所在が判明しないな
ど、農地管理の責任者が把握できない
場合が増加しており、このような遊休農
地における雑草の繁茂などにより、周
辺農地の営農条件に著しい支障を及
ぼしている場合に的確に対応できる仕
組みとはなっていないことから、今後
遊休地の急増により見込まれるこのよう
な事態に的確に対処するための実効
性の高い対応策を構築することが必要
となっている。 
 このため、遊休農地が原因となって
周辺の農用地の営農条件に重大な支
障が生じた場合（又は生ずるおそれが
ある場合）においては、緊急の対応と
して市町村長が農地所有者等に対し

 遊休農地は病害
虫の発生や雑草の
繁茂の原因となり、
周辺農地の営農条
件に著しい支障を
及ぼし、周辺農地
の効率的な利用を
阻害することがあり
得る。 
 この場合、仮に、
本措置が講じられ
なければ、周辺農
地の所有者等は自
らの負担により、そ
の支障の除去等の
措置を講じなけれ
ばならなくなるが、
本措置により、本
来、農地を適正に
管理・耕作すべき
遊休農地の所有者
等の責任におい
て、当該遊休農地
に起因する支障の
除去等の措置が講
じられることとなり、
周辺農地の営農条
件が確保されること
が期待される。 
 また、これにより、
農業生産にとって
最も基礎的な資源
である農地が最大
限に利用され、国
民に対する食料の
安定供給の確保を
図ることが可能とな

 措置命令に基づ
く遊休農地に対す
る支障の除去等の
措置については、農
地所有者等の負担
となる。 

 特になし。 特になし。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月18日、
第162回国会に改正法
律案提出 
平成17年６月10日、
公布（平成17年法律第
53号） 

平成22年
度 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
当該支障の除去等の措置（例：草刈り、
害虫駆除）を命ずるとともに、当該措置
が講じられないとき等は自ら当該措置
を行えることとしたものである。 
 

る。 

          
40 農村振興局
地域振興課 

特定農地貸付
けの実施主体
の拡大 
【改正（緩和）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・特定農地貸
付けに関す
る農地法等
の特例に関
する法律 

平成17年６月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律案につ
いてはパブリ
ック・コメントの
対象とされて
いないため。 

【目的】 
近年の自然志向の高まりを背景に市
民農園を利用したいという人々が増え
てきており、また、遊休農地の有効利
用の一方策としても、市民農園の活用
に期待が高まっていることから、このよ
うなニーズに的確に対応していくた
め、市民農園の開設主体の拡大を図る
必要がある。 
市民農園の開設を促進し、多様な農
地利用の需要に適切に対応できるよう
にする。 
【内容】 
地方公共団体又は農業協同組合の
みが特定農地貸付けを実施することが
できるとする制限を撤廃し、これら以外
の者でも市民農園を開設できることと
する。 

構造改革特別区
域を設定することな
く、地方公共団体
及び農業協同組合
以外の者が市民農
園を開設すること
が可能となることか
ら、市民農園の開
設が促進される。 

地方公共団体及
び農業協同組合以
外の者が市民農園
を開設する場合は、
市町村等との間で
適切な農地利用を
確保するための「貸
付協定」の締結が義
務付けられる。（遵
守コスト） 
地方公共団体及
び農業協同組合以
外の農地を所有して
いない者が市民農
園を開設する場合
は、地方公共団体
又は農地保有合理
化法人を介して農地
を借り受けることとし
ていることから、市
町村において、農
地の確保や貸付の
義務を行う必要が生
じる。（行政コスト） 

特になし。  平成15年4月から、構
造改革特別区域内に
おいて、地方公共団体
及び農業協同組合以
外の者も、特定農地貸
付けの実施により市民
農園を開設できるとす
る特例措置が講じられ
ているが、一定期間を
経て行った特例の適用
状況に関する調査に
おいて、弊害の発生が
認められなかったた
め、「特区において講
じられた規制の特例措
置の評価及び今後の
政府の対応方針」（平
成16年9月10日構造改
革特別区域推進本部）
に基づき、特区におけ
る特例措置の全国展開
を行うものである。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月18日、
第162回国会に改正法
律案提出 
平成17年６月10日、
公布（平成17年法律第
52号） 
 

平成22年
度 
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表 ＲＩＡ－８ 経済産業省におけるＲＩＡの実施状況（18 件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
41 原 子 力
安全・保
安 院 電
力 安 全
課 

ＭＡＲＰＯＬ条約の
1997年議定書の締結
に伴うディーゼル発
電機の窒素酸化物の
排出及び使用燃料の
品質に係る規制 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・電気事業法施行規
則 
・発電用火力設備に
関する技術基準を定
める省令 
 

平成16年10月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年10月 

【目的】 
船舶による大気汚染等の防
止を目的とするＭＡＲＰＯＬ条約
の1997年議定書の締結に伴
い、関係省令に所要の改正を
行う。 
【内容】 
鉱山保安法第２条第２項に規
定する鉱山に属する工作物（海
域にあり、定置式のものに限
る。）に設置されるディーゼル
発電機について、窒素酸化物
の排出基準及び燃料油の硫黄
分の含有量等の品質の要件を
規定する。 

環境保全効果
が増大する。 

事業者の遵守コ
ストが増大する。 
（行政コスト、遵守
コスト、社会コスト
の増減を◎○△で
表現） 

代替手段としては、現状維持が
考えられるが、想定される効果と
負担を比較したところ、改正案の
方が妥当と判断された。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年１月６
日、省令改正 

条約改正時

          
42 商 務 情
報 政 策
局 製 品
安全課 

液化石油ガス器具等
（高圧ホースカップリ
ング付）の拡充及び規
制品目拡充等による
技術基準の改正（規
制改革推進３か年計
画措置にともなう品目
拡充） 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・液化石油ガスの保安
の確保及び取引の
適正化に関する法律
施行令 
・液化石油ガス器具等
の技術上の基準等
に関する省令 
 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年11月 
 
 

【目的】 
ガス漏えい量を従来方式（ね
じ込み式）より格段に減らすこと
が可能な安全性の高い器具（カ
ップリング付器具）が開発され
たことから、今後、需要が見込
まれるカップリング付高圧ホー
スを規制対象品目に加えるとと
もに、技術基準を定める必要が
ある。 
【内容】 
液化石油ガスの保安の確保
及び取引の適正化に関する法
律施行令第３条別表第１で規制
されている継手金具付高圧ホ
ースに、カップリング付高圧ホ
ースを規制対象に追加するとと
もに、これに対応する技術基準
を規定する。 
 

質量販売独特
の事故（容器と調
整器の接続部
分、調整器とゴム
管等の接続部分
からのガス漏え
い）の低減が迅
速かつ確実に図
られる。また、質
量販売先におけ
る事故防止対策
を大きく前進させ
るだけでなく、体
積販売において
も容器交換時の
ヒューマンエラー
事故防止、配送
の合理化にも寄
与する。 

基準策定や届出
に係る行政コスト
や事業者の遵守コ
ストが増大する。 
（行政コスト、遵守
コスト、社会コスト
の増減を◎○△で
表現） 

代替手段としては、現状維持及
び民間自主規格が考えられるが、
安全機器を規制の対象として、そ
の安全性の確保を義務化すること
により、基準策定や届出に係る行
政コストや事業者によるコスト増加
が想定されるものの、重大な社会
的影響が与え得る質量販売独特
の事故の低減が迅速かつ確実に
図られる。また、質量販売先にお
ける事故防止対策を大きく前進さ
せるだけでなく、体積販売におい
ても容器交換時のヒューマンエラ
ー事故防止、配送の合理化にも寄
与する。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年４月１
日、省令改正 
 

平成21年 

          
43 原 子 力
安全・保
安 院 保
安課 

冷凍能力算定基準及
び冷凍保安責任者選
定不要施設等に係る
制度の見直し 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 

【目的】 
近年、技術の進歩を背景とし
た冷凍設備の多様化が進んで
いる状況を踏まえ、二酸化炭素

従来の設備よ
りも保安面で優
れている新たな
種類の製造設備

現状より負担が
増大することは想
定されない。 
（行政コスト、事業

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、改正
案により、従来の設備よりも保安面
で優れている新たな種類の製造

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 

平成21年度
中 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
【改正（緩和）】 
※根拠法令 
【法律】 
・高圧ガス保安法 
【省令】 
・冷凍保安規則 
 

【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年11月 
 

を冷媒ガスとして使用する冷凍
設備の導入に係る環境を整備
する。 
【内容】 
冷凍保安規則第５条第３号に
冷媒ガスとして二酸化炭素を使
用する自然還流式冷凍設備及
び自然循環式冷凍設備、並び
に他の製造設備により自然循
環式冷凍設備の冷媒ガスを冷
凍する製造設備冷凍能力の算
定基準を定めるとともに、ユニッ
ト型製造設備の範囲拡大につ
き十分な安全性が確認され、事
業者の負担軽減を図る観点か
ら、高圧ガス保安法36条第２項
の規定を改正する。 
 

の開発が認めら
れることとなり、
当該機器の普及
が大いに期待さ
れるとともに、事
故発生件数の減
少にもつなげる
ことができる。ま
た、冷凍保安責
任者の選任が不
要な設備が拡大
することで、製造
業者の負担軽減
と機器の普及を
図ることができ
る。 
 

者コスト、社会的コ
ストの増減を◎○
△で表現） 

設備の開発が認められることとな
り、当該機器の普及が大いに期待
されるとともに、事故発生件数の減
少にもつなげることができる。ま
た、冷凍保安責任者の選任が不
要な設備が拡大することで、製造
業者の負担軽減と機器の普及を
図ることができる。 

当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成16年12月
17日、省令改正 

          
44 原 子 力
安全・保
安 院 電
力 安 全
課 

発電用風力設備のう
ち、一般用電気工作
物に該当するものに
関する技術基準の導
入 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・発電用風力設備に
関する技術基準を定
める省令 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年11月 
 
 

【目的】 
一般用電気工作物に該当す
る発電用風力設備が、人体に
危害を及ぼし、又は物件に損傷
を与えないようにするとともに、
他の電気的設備その他の物件
の機能に電気的又は磁気的な
障害を与えないようにする。 
【内容】 
一般用電気工作物に該当す
る発電用風力設備の技術基準
を整備、導入するため、発電用
風力設備に関する技術基準を
定める省令に所要の改正を行
う。 

一定の技術基
準を導入すること
で、保安確保の
充実を図ることが
できる。 

当該技術基準に
適合するための設
備導入コストの増
加が予想される。 
（事業者コストの増
減を◎○△で表
現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、小型
の風力発電設備については、地
球温暖化防止等の観点から、今後
の普及が期待されているが、取扱
者が電気に詳しくない一般者であ
ることや、設置環境（住宅近隣）を
踏まえると、改正案により一定の技
術基準を導入し、保安確保の充実
を図ることが不可欠である。 
なお、技術基準を導入した場
合、その対応のための負担増加
が予想されるが、技術的に難易度
の高い事柄を要求していないこと
から、設備導入コストへの影響は
小さいと考えられ、また、保安規程
の届出等、手続が増加することは
ないため、機器の普及への影響
はないと考えられる。 
 

総合資源エネ
ルギー調査会電
力小委員会中間
報告書（平成14年
６月） 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
29日、省令改正 
 

平成22年４
月 

          
45 産 業 技
術 環 境
局 基 準
認 証 ユ
ニット認
証課 

ＪＩＳマーク表示制度に
おける登録認証機関
の登録有効期間 
【新設】 
 
※根拠法令 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ

【目的】 
ＪＩＳマーク表示制度を民間の
登録認証機関によって実施す
る制度に改正するに当たって、
登録の有効期間を４年とするこ
とにより、登録認証機関の信頼

国際的なガイ
ダンスと整合性
をとることで、登
録認証機関の信
頼性が増加す
る。 

登録更新に係る
行政側及び登録認
証機関側双方のコ
ストが生じる。 
（行政コスト、事業
者コストの増減を

代替手段としては、「３年以上４
年未満」及び「４年超」が考えられ
るが、認証機関の基準適合性を認
定する機関の国際会議で定めた
認証機関の認定に関する要求事
項のガイダンスでは、認定の更新

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・

認証機関の
基準適合性
を認定する
機関の国際
会議が定め
た認証機関
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
【政令】 
・工業標準化法に基
づく認定機関等に関
する政令 

ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年11月 

性を確保しつつ、国際的なガイ
ダンスとの整合性を図る。 
【内容】 
工業標準化法に基づく認定
機関等に関する政令に所要の
改正を行う。 

◎○△で表現） 期間を４年とすることが推奨されて
いる。これと整合させることにより、
この制度の信頼性が国際的にも認
知され得るものとなり、国際的なワ
ンストップ・テスティングの実現を
容易にし、ひいては製品認証に関
する社会的なコストの低減を図る
ことが容易になる。 
 

コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成16年12月
22日、政令改正 
（公布日） 
平成17年10月１
日（施行予定日） 

の認定に関
する要求事
項のガイダ
ンスに定め
る更新期間
が改訂され
たとき 

          
46 原 子 力
安全・保
安 院 電
力 安 全
課 

発電用火力施設のう
ち、一般用電気工作
物に該当するものに
関する技術基準の導
入 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・発電用火力設備に
関する技術基準を定
める省令 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年11月 
 
 

【目的】 
一般用電気工作物に該当す
る発電用火力設備が、人体に
危害を及ぼし、又は物件に損傷
を与えないようにするとともに、
他の電気的設備その他の物件
の機能に電気的又は磁気的な
障害を与えないようにする。 
【内容】 
一般用電気工作物に該当す
る発電用火力設備の技術基準
を整備、導入するため、発電用
火力設備に関する技術基準を
定める省令に所要の改正を行
う。 

一定の技術基
準を導入すること
で、保安確保の
充実を図ることが
できる。 

当該技術基準に
適合するための設
備導入コストの増
加が予想される。 
（事業者コストの増
減を◎○△で表
現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、小型
の火力（内燃力）発電設備につい
ては、排熱（コジェネレーション）
の有効利用による省エネルギー
等の観点から、今後の普及が期待
されているが、取扱者が電気に詳
しくない一般者であることや、設置
環境（住宅密集地等）を踏まえる
と、改正案により一定の技術基準
を導入し、保安確保の充実を図る
ことが不可欠である。 
なお、技術基準を導入した場
合、その対応のための負担増加
が予想されるが、技術的に難易度
の高い事柄を要求していないこと
から、設備導入コストへの影響は
小さいと考えられ、また、保安規程
の届出等、手続が増加することは
ないため、機器の普及への影響
はないと考えられる。 
 

総合資源エネ
ルギー調査会電
力小委員会中間
報告書（平成14年
６月） 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年７月、
省令改正予定 

平成22年４
月 

          
47 原 子 力
安全・保
安 院 電
力 安 全
課 

発電用水力施設のう
ち、一般用電気工作
物に該当するものに
関する技術基準の導
入 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・発電用水力設備に
関する技術基準を定
める省令 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年11月 

【目的】 
一般用電気工作物に該当す
る発電用水力設備が、人体に
危害を及ぼし、又は物件に損傷
を与えないようにするとともに、
他の電気的設備その他の物件
の機能に電気的又は磁気的な
障害を与えないようにする。 
【内容】 
一般用電気工作物に該当す
る発電用水力設備の技術基準
を整備、導入するため、発電用
水力設備に関する技術基準を

一定の技術基
準を導入すること
で、保安確保の
充実を図ることが
できる。 

当該技術基準に
適合するための設
備導入コストの増
加が予想される。 
（事業者コストの増
減を◎○△で表
現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、小型
の水力発電設備については、地
球温暖化防止や渓流・農業用水等
の有効利用の観点から、今後の普
及が期待されているが、取扱者が
電気に詳しくない一般者であるこ
とを踏まえると、改正案により一定
の技術基準を導入し、保安確保の
充実を図ることが不可欠である。 
なお、技術基準を導入した場
合、その対応のための負担増加
が予想されるが、技術的に難易度

総合資源エネ
ルギー調査会電
力小委員会中間
報告書（平成14年
６月） 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 

平成22年４
月 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
 
 

定める省令に所要の改正を行
う。 

の高い事柄を要求していないこと
から、設備導入コストへの影響は
小さいと考えられ、また、保安規程
の届出等、手続が増加することは
ないため、機器の普及への影響
はないと考えられる。 
 

平成17年３月
29日、省令改正 
 

          
48 原 子 力
安全・保
安 院 電
力 安 全
課 

小規模燃料電池発電
設備の技術基準の整
備及び一定の条件を
満たす燃料電池発電
設備の一般用電気工
作物への位置づけ 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・発電用火力設備に
関する技術基準を定
める省令 
・電気設備に関する技
術基準を定める省令 
・電気事業法施行規
則 

平成16年11月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年11月 
 
 

【目的】 
家庭用等に用いられる小規
模の燃料電池設備が、人体に
危害を及ぼし、又は物件に損傷
を与えないようにするとともに、
他の電気的設備その他の物件
の機能に電気的又は磁気的な
障害を与えないようにする。ま
た、家庭用等に用いられる小規
模のもので上記の技術基準に
適合するものについては、一般
用電気工作物へ位置づけ、保
安規程の届出義務等の一部義
務を緩和し、燃料電池発電設備
の普及を促す。 
【内容】 
燃料電池発電設備の技術基
準を明確化するため、発電用火
力設備に関する技術基準を定
める省令及び電気設備に関す
る技術基準を定める省令に所
要の改正を行う。また、保安規
程の届出義務等の一部義務を
緩和するため、電気事業法施
行規則に所要の改正を行う。 
 

技術基準を明
確化することによ
り、保安の確保
が図られる。 
一部義務を緩
和することによ
り、機器の普及
や環境保全が図
られるとともに、
行政コストや遵
守コストの減少が
予想される。 

当該技術基準に
適合するための設
備導入コストの増
加が予想される。 
行政の事故時対
応にマイナス面が
ある。 
（事業者コスト、行
政コストの増減を
◎○△で表現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、燃料
電池発電設備については、地球
温暖化防止等の観点から今後の
普及が期待されている一方、現状
では規模（出力）によらず保安規
程の届出及び主任技術者の選任
が必須である等、設備を設置する
者の負担が多く、設備の円滑な導
入の障害となっている可能性があ
る。改正案により、保安規程の届
出及び主任技術者の選任が不要
となることから、現状に比べて、機
器の普及と、それによる環境保全
が図られると考えられる。一方、保
安の観点からは、マイナス面が生
じ得るが、技術基準の導入により、
全体として保安が保たれると考え
られる。 

総合資源エネ
ルギー調査会電
力小委員会中間
報告書（平成14年
６月） 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
10日、省令改正 

平成22年４
月 

          
49 原 子 力
安全・保
安 院 液
化 石 油
ガス保安
課 

容器の接続義務免除
及び質量による販売
範囲の拡大 
【改正（緩和）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・液化石油ガスの保安
及び取引の適正化
に関する法律施行規
則 

平成17年１月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実

【目的】 
質量販売に係る規制緩和要
望（平成15年３月規制改革推進
３か年計画として閣議決定）にと
もない、現行規定に加え、カッ
プリング付きの安全器具等を設
置した場合には25Ｌ以下の容
器まで事業者が配管等に容器
を接続する義務を免除し、質量
販売範囲を拡大する。 
【内容】 

容器交換時の
作業負担が低減
され、配送の合
理化にも寄与す
る。さらに、安全
器具を用いること
により質量販売
独特の事故（容
器と調整器の接
続部分、調整器
とゴム管等の接

事業者において
充てん設備及び安
全器具等導入に係
る新たな負担（遵
守コスト）が生じる。
（事業者コストの増
減を◎○△で表
現） 

代替手段として、現状維持及び
規制撤廃が考えられるが、改正案
により、消費者のＬＰガス購入方法
における選択肢が拡大するととも
に、事業者の販売方法の選択肢
の拡大になる。 
また、容器交換時の作業負担が
低減され、配送の合理化にも寄与
する。さらに、安全器具を用いるこ
とにより質量販売独特の事故（容
器と調整器の接続部分、調整器と

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月1
日、省令改正 

平成21年 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
施時期】 
平成17年１月 
 
 

上記措置を実施するため、液
化石油ガスの保安及び取引の
適正化に関する法律施行規則
に所要の改正を行う。 

続部分のガス漏
えい）の低減が
図られる。 

ゴム管等の接続部分のガス漏え
い）の低減が図られる。 
負担の面では、事業者におい
て充てん設備及び安全器具等導
入に係る新たな負担が生じるもの
の、質量販売先における事故防止
対策を大きく前進させるものであ
る。 
 

 
50 
 
製 造 産
業 局 化
学 物 質
管 理 課
化 学 物
質 安 全
室 

 
第一種特定化学物質
の追加（製造・輸入の
許可制） 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・化学物質の審査及
び製造等の規制に
関する法律施行令 

 
平成17年１月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年１月 
 
 

 
【目的】 
第一種特定化学物質を追加
指定し、人への安全性確保を図
る。 
【内容】 
「ジコホル」及び「ヘキサクロ
ロブタ－１，３－ジエン」の２物
質を第一種特定化学物質に指
定し、その製造、輸入、使用を
規制（事実上禁止）する。 

 
環境汚染を通
じた人健康被害
の防止が図られ
る。 

 
新たに指定され
た第一種特定化学
物質の製造・輸入・
使用を行っている
者は、事実上これ
らの物質の製造・
輸入・使用ができ
ないこととなる。 
また、行政にお
いて、新たに指定
された第一種特定
化学物質の製造・
輸入・使用が行わ
れていないかどう
か監視する必要が
生じる。 
（行政コスト、事業
者コストの増減を
◎○△で表現） 
 

 
代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、改正
案によってこれら２物質の製造・輸
入・使用を行っている者は、事実
上これらの物質の製造・輸入・使
用ができないこととなる。しかし、
当省が行った「平成14年度化学物
質の製造・輸入に関する実態調
査」の結果によれば、これら２物質
の製造・輸入が行われているとの
報告は無く、製造、輸入、使用を
行っている者における経済的負担
が生じる可能性は極めて低い。 
一方、行政においては、改正案
では現状維持に比べ、新たに指
定された第一種特定化学物質の
製造・輸入・使用が行われていな
いかどうか、監視する必要があり、
負担は増加する。 
 

 
－ 

 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年４月１
日、政令改正 

 
平成22年３
月末 

          
51 原 子 力
安全・保
安 院 電
力 安 全
課 

定期安全管理検査
（検査対象の追加） 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・電気事業法施行規
則 

平成17年２月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年２月 

【目的】 
内燃ガスタービンに係るガス
圧縮機においては、定期事業
者検査の対象としてガス圧縮機
本体のみ定期安全管理検査の
対象となっているが、その附属
設備についても高圧ガス保安
法第２条に定められる高圧ガス
を使用する設備であり、かつ、
発電用火力設備の技術基準が
適用される設備も含まれること
から、発電出力1,000ｋｗ以上の
設備については定期事業者検
査の対象として扱う必要があ
る。 

発電用火力設
備の技術基準を
満足していること
の確認を行う等、
電気工作物の安
全性を高めること
となる。 

定期事業者検査
の対象設備となる
ことにより、事業者
の遵守コストが生じ
る。 
（事業者コストの増
減を◎○△で表
現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、 改
正案により、高圧ガス保安法第２
条に定められる高圧ガスを使用す
る設備であり、かつ、発電出力
1,000ｋｗ以上の内燃ガスタービン
に係るガス圧縮機の附属設備に
ついても定期事業者検査の対象と
なり、発電用火力設備の技術基準
を満足していることの確認を行う
等、電気工作物の安全性を高める
こととなる。 
一方、定期事業者検査の対象
設備となることにより、事業者の遵
守コストが生じる。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
20日、省令改正 

平成21年 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
【内容】 
当該設備について、定期事
業者検査の対象設備として追
加するため、電気事業法施行
規則に所要の改正を行う。 
 

          
52 原 子 力
安全・保
安 院 保
安課 

圧縮水素スタンドに関
する技術基準及び検
査方法の導入等 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・一般高圧ガス保安規
則 
・コンビナート等保安
規則 
【告示】 
・製造施設の位置、構
造及び設備並びに
製造の方法等に関
する技術基準の細目
を定める告示 

平成17年２月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年２月 
 
 

【目的】 
燃料電池の実用化を図るた
めのインフラ整備の一環とし
て、高圧ガス保安法上の技術
基準及び検査方法を圧縮水素
スタンド設備の特性に応じた制
度とする必要がある。 
【内容】 
①保安距離等の見直し、②
保安統括者の選任並びに常駐
義務の見直し、③水素への付
臭規定の見直し、④水素スタン
ドの保安検査周期の延長の観
点から、新たに基準を整備す
る。また、車両に固定した容器
の移動に係る運転要員確保方
策の技術基準、及び特定の容
器をフレーム及び車両とを適切
に固定するための措置の新設
等について改正を行う。 

圧縮水素スタ
ンドに係る技術
基準等の作成に
ついては、保安
の確保を前提と
して、圧縮水素ス
タンドの設置が
特に都市部にお
いて促進され、
燃料電池の普及
が想定される。 
移動に係る運
転要員確保方策
の改正について
は、保安の確保
を前提として、移
動に係る人的コ
ストの軽減を図る
ことができる 

現状より負担が
増大することは想
定されない。 
（社会的コスト、行
政コストの増減を
◎○△で表現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、 
① 圧縮水素スタンドに係る技術
基準等の作成については、改
正案により、保安の確保を前提
として、圧縮水素スタンドの設置
が特に都市部において促進さ
れ、燃料電池の普及が想定され
る一方、規制撤廃の場合は、保
安の確保が図れず事故の発生
の危険性を増大させること、ま
た、現状維持の場合は、保安の
確保のレベルが向上せず、圧
縮水素スタンドの普及を図ること
ができないこと 
② 移動に係る運転要員確保方策
の改正については、保安の確
保を前提として、移動に係る人
的コストの軽減を図ることができ
る一方で、規制撤廃の場合は、
保安の確保が図れないこと、現
状維持の場合は、事業者の負
担の軽減化が図れないこと 
から、改正案を選択することが望
ましい。 
 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
24日、省令改正 
平成17年３月
30日、告示改正 
 

平成22年中

          
53 原 子 力
安全・保
安 院 保
安課 

圧縮水素自動車燃料
装置用容器に関する
技術基準及び検査方
法の導入等 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・容器保安規則 
・一般高圧ガス保安規
則 
コンビナート等保安規

平成17年２月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 

【目的】 
燃料電池の実用化を図るた
めのインフラ整備の一環とし
て、高圧ガス保安法容器保安
規則上の技術基準及び検査方
法に関連する諸規定を整備す
るとともに、再検査方法の新設
その他の所要の改正を行う。 
【内容】 
①圧縮水素自動車燃料装置
用容器等の機能性基準の例示
基準化、②圧縮水素自動車燃

保安の確保を
前提として、事業
者の負担の軽減
を通じて圧縮水
素自動車等の普
及を促進すること
が想定される。 

現状より負担が
増大することは想
定されない。 
（社会的コスト、行
政コストの増減を
◎○△で表現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、改正
案では、保安の確保を前提とし
て、事業者の負担の軽減を通じて
圧縮水素自動車等の普及を促進
することが想定されるが、規制撤
廃の場合は、保安の確保が図れ
ず自己の発生の危険性を増大さ
せ、また、現状維持の場合は、保
安の確保のレベルが向上せず、
圧縮水素自動車の普及を図ること
ができない。 

－ 
 

【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
30日、省令改正、
告示改正、例示

平成22年中
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
則 
【告示等】 
・容器保安規則に基
づき表示等の細目、
容器再検査の方法
等を定める告示 
・容器保安規則の機
能性基準の運用に
ついて 
 

平成17年２月 
 
 

料装置用容器等の再検査方法
の合理化、③圧縮水素自動車
燃料装置用容器の再検査期間
の見直し、④液化水素運送自
動車用容器の充てん率の見直
し等について改正を行う。 

したがって、改正案を選択する
ことが望ましい。 

基準改正 

          
54 原 子 力
安全・保
安 院 保
安課 

保安検査方法を定め
る告示等 
【新設】 
 
※根拠法令 
【告示】 
・保安検査の方法を定
める告示 
・製造施設の位置、構
造及び設備並びに
製造の方法等に関
する技術基準の細目
を定める告示 

平成17年２月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年２月 
 

【目的】 
平成16年11月に、定期的に
実施する保安検査の方法につ
いて、検査の実効性の担保や
検査コストの低減を図る観点か
ら、従来国が専ら定めていた検
査の手法について、民間機関
からの提案を受け付けることが
可能となるよう制度改正を行っ
た。 
これまで実際に提案された検
査方法について、総合資源エ
ネルギー調査会高圧ガス及び
火薬類保安分科会高圧ガス部
会の下に設置された保安検査
規格審査小委員会において審
査を重ねた結果、６つの民間規
格を保安検査の方法として採用
することとした。 
【内容】 
新たに保安検査の方法を定
める告示を定め、その他関係告
示等の整備を行う。 
 

高圧ガスに係
る保安レベルの
向上及び事業者
負担の軽減につ
ながることが想定
される。 

現状より負担が
増大することは想
定されない。 
（行政コスト、事業
者コスト、社会的コ
ストの増減を◎○
△で表現） 

代替手段としては、規制撤廃が
考えられるが、改正案は、最近の
技術な知見を反映し、より一層実
効的かつ合理的な６つの民間規
格を、保安検査の方法として定め
るため、高圧ガスに係る保安レベ
ルの向上及び事業者負担の軽減
につながることが想定されるが、
規制の撤廃をした場合、行政コス
ト、事業コストの低減は見込まれる
ものの、定期的な保安検査（通常１
年に１回）を行わなくなることとな
り、保安が確保できず事故の増加
につながることが想定される。 
したがって、改正案を選択する
ことが妥当である。 

－ 
 

【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
31日、新規告示、
告示改正 

平成22年中

          
55 産 業 技
術 環 境
局 計 量
行政室 

タクシーメーターの検
査の一部である頭部
検査の廃止 
【改正（廃止）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・計量法施行規則 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 

【目的】 
タクシーメーターについて
は、技術進歩により機械式から
電子式のメーターへと移行が進
み、頭部検査の不合格率も非
常に低い数値で推移しているこ
とから、頭部検査を廃止するこ
とが求められている。また、タク
シー料金の多様化の実態に鑑
み、料金改定時の装置検査の

タクシーメータ
ーのユーザー、
行政の検定に係
る費用、手続き
等の負担が軽減
される。 

－ 
 

代替手段としては、現状維持が
考えられるが、改正案により、タク
シーメーターのユーザー、行政の
検定に係る費用、手続き等の負担
が軽減される。また、タクシーメー
ターの定期的な装置検査は１年に
１回を義務づけたままであり、精度
も現状と変わらないと考えている。 

計量行政審議
会 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 

平成22年３
月 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 

廃止が求められている。 
【内容】 
これらの諸問題を解決するた
め、計量法施行規則に所要の
改正を行う。 
 

平成17年３月
30日、省令改正
（公布日） 
平成17年10月
１日（施行予定
日） 
 

          
56 産 業 技
術 環 境
局 計 量
行政室 

特定計量器検定検査
規則のＪＩＳからの技術
基準の引用 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・特定計量器検定検
査規則 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 

【目的】 
計量法の省令である特定計
量器検定検査規則において定
めている特定計量器を検定・検
査するための技術基準は、計
量器の技術進歩等に速やかに
対応すること、また、国際技術
基準と我が国の技術基準との
整合することが求められてい
る。 
【内容】 
これらの諸問題を解決するた
め、特定計量器検定検査規則
の技術基準にＪＩＳ規格を引用す
る所要の改正を行う。 

国際規格と国
内法の整合をと
ることができ、輸
出入の際の貿易
障害を軽減す
る。また、ＪＩＳ規
格は５年に一度
の見直しが法律
で求められてお
り、技術進歩へ
の迅速な対応が
可能。 

事業者は新基準
へ対応するために
手続上、多少の負
担を生じるものが
ある。 
（事業者コスト、行
政コストの増減を
◎○△で表現） 

代替手段としては、現状維持及
び規制撤廃が考えられるが、改正
案により、国際規格と国内法の整
合をとることができ、輸出入の際の
貿易障害を軽減する。また、ＪＩＳ規
格は５年に一度の見直しが法律で
求められており、技術進歩への迅
速な対応が可能。その対応として
事業者は新基準へ対応するため
に手続き上、多少の負担を生じる
ものがある。国際整合による大幅
な技術基準はないため、設備コス
トへの影響は事業者、行政ともに
影響はないと考えられる。 

計量行政審議
会 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
30日、省令改正
（公布日） 
平成17年４月１
日より10月１日ま
での間で品目に
より段階的に施行
施行予定日 
４月１日 
電子式血圧
計、体温計 
７月１日 
質量計のうち非
自動はかり 
10月１日 
タクシーメータ
ー、水道メータ
ー、温水メーター
 

平成22年３
月 

          
57 原 子 力
安全・保
安 院 保
安課 

試験研究に係る手続
簡素化等 
【改正（緩和）】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・一般高圧ガス保安規

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施

【目的】 
構造改革特別区域において
要望が出された事項のうち、構
造改革区域推進本部評価委員
会において、平成16年度中に
全国展開することが適当とされ
た以下の事項について、全国

行政及び事業
者の負担軽減が
図られる。 

現状より負担が
増大することは想
定されない。 
（行政コスト、社会
的コストの増減を
◎○△で表現） 

代替手段としては、規制撤廃が
考えられるが、改正案は、現行と
同等の安全性が確保されているこ
とを経済産業大臣が確認した上
で、手続の簡素化、特定設備検査
の不要化等を行うものであるが、
規制の撤廃をした場合、安全性に

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に

平成22年中
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
則 
・冷凍保安規則 
・液化石油ガス保安規
則 
・コンビナート等保安
規則 
・特定設備検査規則 

の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

的に実施するための措置を講
じる。 
① ジメチルエーテル等の試
験研究設備について、処理
量の変更を伴わない変更工
事に際して必要となる手続に
つき、一定の条件を設けた上
で許可を届出に、届出を届
出不要に簡素化 
② 安全性を確保することを前
提に、水素利用技術の試験
研究に使用する小規模圧力
容器（400ml以下）等につい
ては特定設備検査規則検査
の対象から除外 
また、高圧ガス保安法特定設
備検査規則とＪＩＳ Ｂ  8265
（2000）との整合化が図られた
が、平成15年９月に当該ＪＩＳのう
ち、材料の許容曲げ応力に関
する規定の一部が改正されたこ
とから、整合化を図る。 
【内容】 
上記措置を実施するため、一
般高圧ガス保安規則、特定設
備検査規則等に所要の改正を
行う。 
 

関して外部からの評価・確認が行
われなくなり、保安が確保できず
事故の増加につながる。 
したがって、改正案を選択する
ことが妥当である。 

際して、参考資料
として添付 
平成17年３月
30日、省令改正 

          
58 産 業 技
術 環 境
局 基 準
認 証 ユ
ニット認
証課 

鉱工業品等の日本工
業規格への適合性の
認証 
【新設】 
 
※根拠法令 
【省令】 
・日本工業規格への
適合性の認証に関
する省令 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【当該規制案に
対するパブリッ
ク・コメント実施
の有無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 
 

【目的】 
主務大臣等の認定を受けて
鉱工業品等が日本工業規格に
適合する旨の特別な表示（ＪＩＳ
マーク）を付することができる制
度を、法律に定める一定の要件
に適合するものとして登録を受
けた者（登録認証機関）の認証
を受けてＪＩＳマークを付すること
ができる制度に改めることに伴
い、ＪＩＳマークの表示事項、認
証機関の登録の手続き、認証
の業務の基準等を定める。 
【内容】 
日本工業規格への適合性の
認証に関する省令を制定する。

認証業務の基
準を定めること
で、ＪＩＳマークの
信頼性や鉱工業
品の使用者等の
利便性が確保さ
れる。 

登録制をとること
で、申請者及び主
務大臣の事務コス
トが生じる。 
認証業務の基準
を遵守するため、
登録認証機関や製
造業者等の事務コ
ストが生じる。 
主務大臣への報
告を求めることで、
登録認証機関の事
務コストが生じる。 
（行政コスト、事業
者コストの増減を
◎○△で表現） 

代替手段としては、「より厳しい
基準」及び「より緩和した基準」が
考えられるが、 
① ＪＩＳマークの表示事項等につ
いては、規定した事項を削減す
ると、ＪＩＳマークを付した責任の
主体が不明になるなどの支障が
生じ、これを追加すると、鉱工業
品等に表示し難い。 
② 認証機関の登録申請書の内
容については、規定した事項を
削減すると、法に定める基準へ
の適合性を判断することが困難
になり、これを追加すると、申請
者及び主務大臣の事務コストが
増加 
③ 登録認証機関の認証の業務

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用
状況】 
当該規制案に
対するパブリック・
コメントの実施に
際して、参考資料
として添付 
（公布日） 
平成17年10月
１日（施行予定
日） 

国際標準化
機構及び国
際電気標準
会議が定め
た製品の認
証を行う機
関に関する
基準の内容
が改訂され
たとき 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
の基準については、規定した事
項を削減すると、認証に当たっ
て行う審査が甘くなるなど、ＪＩＳ
マークの信頼性や鉱工業品の
使用者等の利便性を損なうおそ
れがあり、これを追加すると、登
録認証機関や製造業者等の事
務コストが増加 
④ 登録認証機関による認証の報
告事項については、これを削減
すると、主務大臣が行う製造業
者等に対する立入検査等や違
法にＪＩＳマークを付した鉱工業
品の監視等に支障が生じるお
それがあり、これを追加すると、
登録認証機関の事務コストが増
加 
といった事態が想定されることか
ら、制定案が妥当である。 
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表 ＲＩＡ－９ 国土交通省におけるＲＩＡの実施状況（７件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 

代替手段 

との比較 
有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
59 都市・地域
整備局下水
道部下水道
企画課 

下水道に接続
する事業者に
対する事故時
の措置の義務
付け等 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・下水道法 

平成17年３月 
（当該法律案審
議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
本施策は、
法律改正であ
るため、パブリ
ック・コメント手
続の対象外で
ある。 

【目的】 
特定事業場において事故が
発生した場合、下水道を経由し
て公共用水域へ有害物質又は
油が流出することを防止し、下
水道におけるリスク管理の徹底
を図る。 
【内容】 
特定事業場において有害物
質又は油が下水道に流入する
事故が発生したときは、特定事
業場から下水を排除して公共
下水道を使用する者は、応急
の措置を講ずるとともに、公共
下水道管理者に事故の状況及
び講じた措置の概要を届け出
なければならないこととするた
め、下水道法に所要の改正を
行う。 

事業者により応急措置が
講じられるとともに、事故の
届出がなされることによっ
て、下水道管理者は有害
物質又は油の種類や量を
終末処理場等に流入する
前に把握でき、有害物質
又は油の流入状況に応じ
た適切な終末処理場等の
運転、処理を行うことが可
能となる。 
その結果、人の健康又
は生活環境に係る被害を
生じるおそれのある物質又
は油の終末処理場から公
共用水域への流出を、最
小限度に留めることができ
る。 

本施策は、通常時
（事故時以外の場合）
における下水の排除制
限を規定した現行の下
水道法第12条の２を前
提として、その実効性
を担保するためのもの
であり、事故が発生し
ない限り、事業者及び
公共下水道管理者に
費用の追加負担が生じ
ることはない。 
また、本施策が実施
されず、公共下水道管
理者が事故発生を把
握できないと、流入物
質を特定するための調
査及び水質検査費用、
下水道から流出した物
質等の除去費用など多
大な費用が必要となる
ことをかんがみれば、
本施策は人の健康に
係る被害を未然に防止
するために必要最小限
のものといえる。 

現行制度では、下
水道に接続する事業
場から事故により異
常な水質の下水が下
水道に排除された場
合でも、当該事業者
に下水道管理者へ
の届出義務が無いた
め、下水道管理者は
事故の発生を把握で
きず、適切な対応を
講ずることができな
い場合がある。 
（「施策等の必要性」
の項目に記載） 
 

平成15年４月の社
会資本整備審議会
都市計画・歴史的風
土分科会都市計画
部会下水道・流域管
理小委員会の答申
「今後の下水道の整
備と管理及び流域
管理のあり方はいか
にあるべきか」にお
いて、講ずべき施策
として「工場等の事
業者が水質事故発
生時に応急措置を
講じ、下水道管理者
への報告を義務付
ける制度を整備」と
記載 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月１
日、第162国会に改
正法律案提出 
平成17年６月14
日、第162回国会に
おいて改正法成立 
 

５年を目途と
して必要に
応じて見直
す。 

          
60 海上保安庁
交通部安全
課 

夜間入港規制
の廃止 
【改正（廃止）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・港則法 

平成17年３月 
（当該法律案審
議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
本施策は、
法律改正であ
るため、パブリ

【目的】 
規制の必要性が低下してい
る夜間入港規制を廃止し、港湾
手続きの簡素化を図り、もって
我が国港湾の国際競争力の強
化に寄与する。 
【内容】 
夜間においては、目視による
周囲の状況の的確な把握が困
難であり、運航者の操船能力が
昼間より劣ること等の理由から、
夜間における港内での事故を
防ぎ、港内の安全を図るため、
特に船舶交通が輻輳する港へ

夜間入港規制の廃止に
より、夜間入港の際の許可
申請手続きが不要となり、
港湾手続きの簡素化の推
進につながる。また、申請
に係る事務負担が軽減さ
れる。 

想定される負担な
し。 

入出港に係る規制
を最小限とし、かつ、
国際的整合性を確保
する観点から、夜間
入港規制の廃止が求
められている。 
（「施策等の必要
性」の項目に記載） 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月１
日、第162国会に改
正法律案提出 
平成17年５月20
日、公布 

当該改正に
よる手続きの
簡素化の効
果は明確（規
制対象船舶
7,286件→０
件/年）であり
評価の必要
がないこと、
今回規制を
廃止しても今
後、届出も含
め規制の復
活など見直し
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 

代替手段 

との比較 
有識者の見解 

レビュー 

時期 
ック・コメント手
続の対象外で
ある。 

の夜間の入港を港長の許可制
度としている。 
近年、海難防止指導等を行
ったことによる夜間の港内にお
ける全国的な要救助海難の減
少や、航海計器や船舶性能の
向上等による夜間の航行環境
が改善されたことにより規制の
必要性が低下しているため、夜
間入港規制を廃止するため、
港則法に所要の改正を行う。 
 

はありえない
など、レビュ
ー対象として
はその趣旨・
目的等に照
らして適当で
ないため、本
改正に伴うレ
ビューを行う
予定はない。
 

          
61 海事局港運
課 

一般港湾運送
事業等及び検
数事業等の規
制緩和対象港
湾の拡充 
【改正（緩和）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・港湾運送事
業法 

平成17年３月 
（当該法律案審
議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
本施策は、
法律改正であ
るため、パブリ
ック・コメント手
続の対象外で
ある。 

【目的】 
先行して規制緩和を実施し
ている特定港湾（以下「主要９
港」という。）に加え、港湾運送
事業法が適用となる全国の港
湾における規制緩和によって、
競争の促進を通じた港湾運送
事業の効率化や多様なサービ
スの提供を図ることにより、港湾
の活性化を促進することを目的
とする。 
【内容】 
主要９港以外の港湾（以下
「地方港」という。）における一般
港湾運送事業等及び検数事業
等の規制緩和について、先行
して規制緩和を実施している主
要９港同様の規制緩和（需給調
整規制を廃止し事業参入を免
許制から許可制に、運賃・料金
を認可制から事前届出制に改
めること）を実施するため、港湾
運送事業法に所要の改正を行
う。 

地方港におけるコスト
高、サービスの画一化は、
強固な規制による新規参
入抑制により生じている面
があり、規制の緩和が直接
的に競争促進によるサー
ビスの効率化、多様化の実
現につながると考えられ
る。 
先行して規制緩和を行
った主要９港では、新規参
入や利用者のニーズに対
応した運賃・料金の設定が
着実に行われてきており、
作業の共同化のほか、港
湾運送事業者のターミナ
ルオペレーター業への展
開が進むなどの事業の拡
大が進んでいるところであ
る。また、規制緩和を契機
として、港運労使の合意に
より364日24時間フルオー
プン化が実現するなど、港
湾の活性化による国際競
争力の強化が図られつつ
あり、地域産業競争力の強
化にも寄与している。 
 

－ 需給調整規制に基
づく免許制により新
規参入が厳しく制限
され、また、運賃・料
金について認可制と
することにより、価格
が高止まりしている。 
（「施策等の必要性」
の項目に記載） 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月１
日、港湾活性化のた
めの港湾法等の一
部を改正する法律
案を国会提出 
平成17年５月20
日、同法公布 

－ 

          
62 航空局管制
保安部 保
安企画課、
技術部運航

空域の安全か
つ効率的な利
用のための規
制の見直し並

平成17年３月 
（当該法律案審
議時） 
 

【目的】 
増加が続く航空需要とこれに
伴う航空交通量の増大に対応
し、空域の安全かつ効率的な

⑴ ＲＶＳＭを導入すること
により、燃料効率の良い
高度を飛行できる航空
機が増加する。また、航

⑴ 有視界飛行方式の
禁止及び特別な航
行の許可制度の創
設は、ＲＶＳＭを導

⑴ 航空機が希望す
る高度で飛行する
ことができないケ
ースも多い。 

－ 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 

－ 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 

代替手段 

との比較 
有識者の見解 

レビュー 

時期 
課、航空機
安全課、乗
員課 

びに航空機の
設計検査の合
理化、操縦士
の英語能力証
明制度の導入 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・航空法 

【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
本施策は、
法律改正であ
るため、パブリ
ック・コメント手
続の対象外で
ある。 

利用並びに航空機及びその航
行の安全の一層の向上を図
る。 
 
【内容】 
航空法の一部を改正し、以下
の施策を実施する。 
⑴ 一定高度以上の空域にお
ける航空機の垂直管制間隔
を短縮（以下「ＲＶＳＭ」）する
ため、当該空域における有
視界飛行方式による飛行の
禁止、及び特別な方式による
航行を実施するための航空
機に係る許可制度を創設す
る。 
⑵ 航空交通情報圏及び民間
訓練試験空域の安全対策を
強化するため、これらの空域
において航行を行う場合、航
空機に対し、他の航空機の
航行に関する情報を入手す
ることを義務づける。 
⑶ 今後の航空機の検査の量
的拡大及び質的高度化に対
応可能な体制を構築するた
め、民間能力の活用による航
空機検査制度の合理化を図
る。 
⑷ 操縦士と管制機関のコミュ
ニケーション能力不足による
事故を防止するため、国際
航行を行う操縦士に対する
英語能力証明制度を導入す
る。 
⑸ その他、航空交通の管理
の実施、事後監督規定の強
化 等 

空機が選択できる高度
が増加することから、航
空交通容量を拡大する
ことが可能となる。 
⑵ 航空交通情報圏及び
民間訓練試験空域にお
いて航行する航空機
は、当該空域を航行する
他の航空機の情報を入
手することが可能となり、
航空機の接近を防止す
ることが可能となる。ま
た、訓練試験等計画の
承認を義務づけることに
より、民間訓練試験空域
の利用の重複を排除す
ることができ、当該空域
における衝突事故の防
止が可能となる。 
⑶ 一定の能力を有する
事業者の能力を活用す
ることにより、官民あわせ
た国全体の検査の体制
の強化及び国の検査の
新技術への重点化な
ど、航空機検査制度の
合理化が図られる。 
⑷ 国際航行を行う操縦士
の英語能力が確保され
ることにより、英語でのコ
ミュニケーション能力が
一因となる航空機の事
故が減少し、航空機の
航行の安全性が向上す
る。また、国際標準に従
って証明を行うことにより
他のシカゴ条約締約国
においても有効な証明と
認められるため、乗り入
れる外国におけるこれ
に相当する証明が不要
となり、我が国操縦士の
負担軽減に資する。 
 

入するためにシカゴ
条約に基づく国際標
準に規定されている
要件である。ＲＶＳＭ
の導入により、燃料
効率の良い高度を
飛行できる航空機が
増加し、燃料費削減
等の効果がある。一
方、29,000ｆｔ以上の
高さの空域を有視界
飛行方式で飛行す
る民間の航空機は実
際にはほとんどな
く、やむを得ず有視
界飛行方式で飛行
する必要がある場合
は管制機関の許可
を得れば飛行するこ
とが可能であること
から、当該規制によ
る社会的費用はほと
んど発生しない。 
⑵ 他の航空機の航行
に関する情報提供
は既存の施設を用
いて実施するため、
新たな整備費用が
発生するものではな
く、また、航空機は飛
行場の情報提供機
関等に連絡して情報
を入手するのみであ
ることから、社会的費
用は必要最小限のも
のである。また、民
間訓練試験空域に
おける訓練飛行等の
承認についても、新
たな施設整備を要す
るものではなく、訓
練飛行等を行おうと
する者が国土交通
省令に規定する事
項を通報するのみで
あり、社会的費用は

燃料効率の向上
を図ることができ
ず、また、航空交
通容量を拡大する
ことができない。 
⑵ 地方空港や離島
の空港周辺の空域
において航空機が
接近する事例が増
加している。 
⑶ 今後見込まれる
新技術に係る設計
の検査や、詳細か
つ厳しい検査が必
要となるジェット旅
客機の開発の検査
による航空機設計
検査の量的拡大・
質的高度化に対し
て人員が不十分で
あり、対応すること
が困難となってい
る。 
⑷ 我が国における
英語能力判定の基
準が新たに制定さ
れた国際標準に対
応しておらず、ま
た、定期的に評価
する制度となって
いない。 

（「施策等の必要性」
の項目に記載） 
 

平成17年３月１
日、第162回国会に
改正法律案提出 
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負担の内容 
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との比較 
有識者の見解 

レビュー 

時期 
必要最小限のもので
ある。 
⑶ 認定事業場が行っ
た設計及び設計後
の検査によって国の
検査の一部又は全
部の省略を受けるこ
とを可能にすること
により、より迅速な航
空機の検査が可能と
なり、開発費用を削
減する効果がある。
一方、事業場の認定
に際して必要となる
手続きとしては、当
該事業場が法律で
定める要件に適合
するものである旨の
申請をするだけで足
り、申請者に係る負
担は必要最小限のも
のである。 
⑷ 航空英語能力証明
制度では、国際標準
で定められた最低基
準に適合していれば
証明を行うこととして
おり、申請者の負担
は必要最小限のもの
である。 
 

          
63 住宅局市街
地建築課 
 

水素供給スタ
ンドに係る建
築制限の見直
し 
【改正（緩和）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・建築基準法
施行令 

平成17年３月 
（パブリック・コ
メント実施時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年３月 

【目的】 
燃料電池自動車に充てんす
るための圧縮水素の製造を行う
施設（以下「水素供給スタンド」
という。）の普及を促進し、もっ
て燃料電池自動車の円滑な導
入を図ること。 
【内容】 
燃料電池又は内燃機関の燃
料として自動車に充てんするた
めの圧縮水素の製造を、安全
上及び防火上支障がないもの
として国土交通大臣が定める基
準に適合する製造設備を用い

水素供給スタンドの増設
により、燃料電池自動車の
円滑な導入・普及が促進さ
れるものと考えられる。 

水素供給スタンドの
建築は、原則として、
工業地域及び工業専
用地域に限定されてい
たが、当該施設の建築
可能地域を拡充するこ
とにより、水素供給スタ
ンドの普及が促進され
るものと考えられる。 

 水素供給スタンドの
建築は、原則として、
工業地域及び工業
専用地域に限定され
ている。 
（「施策等の必要性」
の項目に記載） 
 

「規制改革・民間
開放推進３か年計
画」（平成16年３月19
日閣議決定）におい
て、「水素供給スタ
ンドの普及の観点か
ら、一定の安全要件
を満たした上で、圧
縮天然ガススタンド
並に、商業地域等
においても、圧縮又
は製造行為を伴う水
素供給スタンドの建
設制限を見直す」こ

－ 
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て行う場合には、第一種住居地
域、第二種住居地域、準住居地
域、近隣商業地域、商業地域及
び準工業地域における圧縮ガ
スの製造に係る用途規制を適
用しないこととする。 
本措置の対象は、火災発生
危険性等の観点から、一定の
技術基準に適合する製造設備
を用いて圧縮水素の製造を行う
場合に限定することとし、また、
住居専用地域においては原則
として工場の建築が制限されて
いることを踏まえ、第一種住居
地域から準工業地域までの用
途地域に区域を限定することと
する。 
 

とが決定されてい
る。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月22
日、政令改正 
平成17年３月25
日、施行 

 

          
64 総合政策局
環境・海洋
課 
住宅局住宅
生産課、建
築指導課 

運輸部門及び
民生部門にお
けるエネルギ
ー使用の合理
化 
【改正（強化）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・エネルギー
の使用の合
理化に関す
る法律 

平成17年３月 
（当該法律案審
議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
本施策は、
法律改正であ
るため、パブリ
ック・コメント手
続の対象外で
ある。 

【目的】 
運輸部門及び民生部門にお
けるエネルギー起源の二酸化
炭素排出の削減を目指すこと
により、地球温暖化対策を推進
し、京都議定書目標達成計画
に掲げる我が国の温室効果ガ
ス削減目標の達成に寄与す
る。 
【内容】 
エネルギーの使用の合理化
に関する法律（昭和54年法律第
49号）を改正し、経済産業省と
連携して、一定規模以上の貨
物輸送事業者、旅客輸送事業
者、荷主に対し省エネルギー
計画の策定、エネルギー使用
量の報告を義務付けるととも
に、省エネルギーの取組が著
しく不十分な場合に勧告、公
表、命令を行う等運輸分野にお
ける対策を導入する。また、一
定規模（2,000㎡）以上の非住宅
建築物を新築・増改築する場合
の所管行政庁への届出に、大
規模修繕等を行う場合を追加
する等の措置を講ずるととも

運輸部門については、
国は、各事業者に省エネ
目標を示し、それに基づい
て各一定規模以上の事業
者が自らの事業の実態に
即した省エネ計画を作成
することから、効果的な省
エネが各事業者によって
進められることとなる。当該
事業者が取り組みにおい
て著しく不十分な場合に
は、勧告等を行うことにより
その取り組みの改善を促
すこととし、計画の実効性
を確保することとする。 
住宅・建築物部門につ
いては、省エネ措置の届
出等を義務づける対象を
拡大することにより、所管
行政庁による指示等による
機会を捉えた省エネ措置
の促進が可能となる。これ
により、比較的耐用年数が
長い大規模な住宅・建築物
に省エネ措置が実施され
ない場合の長期間にわた
る余分なエネルギー消費

運輸部門について
は、全ての輸送事業
者、荷主に対して、省
エネのために必要な判
断基準、省エネ目標を
示すことで、効率的な
輸送を進めるための自
主的な取り組みを促進
することが可能である。
また、一定規模以上の
事業者に計画作成等
の義務を課すことにな
るが、事業者は判断基
準を参考にして、自社
の状況に応じた最適な
計画を自らの判断で作
成することができる。 
住宅・建築物部門に
ついては、省エネ措置
の届出等を義務付ける
対象を拡大することに
より、申請者の届出等
及び所管行政庁の受
理に係る費用負担は多
少増すものの、届出の
対象を大規模なものに
限定しているため、比

 運輸部門について
は、各輸送事業者ご
との省エネ取り組み
がまだ不十分である
こと、積載率が減少し
ており、特に、営業用
貨物自動車に比べて
自家用貨物自動車の
積載効率が小さいこ
と、トラックから効率
の良い鉄道・船舶へ
輸送モードを転換す
るモーダルシフトが
進んでおらず、モー
ダルシフト化率は近
年横ばいである。 
民生部門について
は、新築に比べて省
エネ性能が劣る、築
年数が一定程度経過
した既存の住宅・建
築物が相当程度存在
すること、届出が義
務付けられている非
住宅建築物に比べ、
新築住宅の省エネ基
準達成率は伸びが

【運輸部門】 
交通政策審議会
交通体系分科会環
境部会の中間取りま
とめ（平成16年５
月）、総合資源エネ
ルギー調査会需給
部会（平成16年10月
中間とりまとめ）にお
いて、荷主と物流事
業者の連携につい
て指摘。 
【住宅・建築物部門】
社会資本整備審
議会環境部会中間
とりまとめ（平成16年
６月）、総合資源エ
ネルギー調査会省
エネルギー部会中
間とりまとめ「今後の
省エネルギー対策
のあり方について」
（平成16年７月）に
おいて指摘。 

【ＲＩＡ結果の活用状
況】 

【法附則第２
項（検討）】 
内外のエネ
ルギー事情
その他の経
済的社会的
環境の変化
に応じ、検討
を行う予定で
ある。 
【改正法附則
第13条（検
討）】 
法施行後５年
経過後、新法
の状況を勘
案し、必要が
あると認める
ときは、検討
を行う予定で
ある。 
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に、一定規模（2,000㎡）以上の
住宅においても非住宅建築物
と同様の措置を講ずる。 

を抑制する効果がある。 
エネルギーの使用を効
率化することにより、エネ
ルギー起源ＣＯ２の増加を
抑制し、地球温暖化対策を
推進することができる。 
 

較的少数の届出により
相当程度の床面積をカ
バーでき、結果として、
効率的に住宅・建築物
の省エネ措置が実施さ
れる。 
このように、本施策
は、国は、事業者等の
自主的な取り組みを促
し、地球温暖化対策を
推進するための必要最
小限のものである。 
 

緩やかである。 
（「施策等の必要性」
の項目に記載） 
 

平成17年３月15
日、第162回国会に
改正法律案提出 
 

          
65 総合政策局
観光地域振
興課、旅行
振興課 

通訳案内業に
係る参入規制
の緩和を通じ
た通訳ガイド
の数の増加、
民間組織が創
意工夫を生か
して行う魅力
ある観光地の
整備の促進等 
【改正（緩和、
新設）】 
 
※根拠法令 
【法律】 
通訳案内業法
及び外国人観
光旅客の来訪
地域の多様化
の促進による
国際観光の振
興に関する法
律 

平成17年３月 
（当該法律案審
議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
本施策は、
法律改正であ
るため、パブリ
ック・コメント手
続の対象外で
ある。 

①通訳案内業法 
【目的】 
多様化、細分化が進む外国
人旅行者のニーズに対応した
有資格通訳ガイドの効率的な
育成・確保、及びサービス内容
の多様化・適正化を図り、外客
接遇の一層の向上を通じた国
際観光の振興を図る。 
【内容】 
「通訳案内業」に係る事業免
許制について、最も重要な参
入要件である通訳案内士試験
の実施基準を法定し、試験の内
容・レベルの適正化、試験の一
部免除等を図った上で、「通訳
案内士」に係る登録制に改め、
有資格通訳ガイドの効率的な
育成・確保を図る。併せて、有
資格通訳ガイドによる業務の適
正な実施を確保するための措
置を講じる。さらに都道府県の
区域においてのみ通訳ガイド
の資格が認められる「地域限定
通訳案内士」制度を創設する。 
 
②外国人観光旅客の来訪地域
の多様化の促進による国際
観光の振興に関する法律 
【目的】 
外国人観光旅客が我が国の
観光地に支障なく到達できるた

①通訳案内業法 
左記の通り、今般の制度
の抜本的見直しと、通訳ガ
イド市場の活性化に向けた
諸施策を同時に講じること
により、量の面、質の面双
方で大幅な改善が図られ
ることから、有資格通訳ガ
イドの一層の活用の促進を
通じて、有資格通訳ガイド
の就業機会の増大を図り
つつ、国・地域の双方にお
いて外客接遇の一層の向
上が期待され、我が国や
地域の魅力についての正
確な理解と良好な印象の
形成促進、外国人旅行者
による訪日観光の質の向
上、日本へのリピーターの
増加による訪日外国人旅
行者の増加、地域経済の
活性化等につながるもの
である。 
 
②外国人観光旅客の来訪
地域の多様化の促進に
よる国際観光の振興に
関する法律 
外国語等による情報の
提供に関する基準を示し、
公共交通機関等に一定の
義務を課すことにより、事

①通訳案内業法 
－ 

 
②外国人観光旅客の
来訪地域の多様化
の促進による国際観
光の振興に関する
法律 
本制度は、外国人旅
行者が我が国を旅行
する際の言語面の障
壁を早急かつ計画的
に取り除くといった大き
な便益をもたらすこと
が期待される。一方
で、情報提供促進措置
の義務が課される公共
交通事業者等につい
ては、外国語等による
案内表示の設置などが
必要となるが、これは、
大規模な設備を一律に
整備するといった性質
のものではなく、個々
の施設の個別事情に
合わせ、シールの貼付
やパンフレットの配備
など、事業者が自ら工
夫し、選択することによ
って、目標となるレベ
ルを達成することが可
能であることや、設備

①通訳案内業法 
低い試験合格率等
による有資格通訳ガ
イドの絶対数の不足
や、地域的・言語的
な偏在にとどまらず、
外国人観光旅客の需
要動向を踏まえたサ
ービス内容の多様化
が不十分であり、需
給のミスマッチが深
刻である。 
また、活動実態の
把握手段や、有資格
通訳ガイドと外国人
旅行者をマッチング
させるメカニズムの
不備等により、市場
そのものが十分に活
性化していない。 
（「施策等の必要性」
の項目に記載） 
 
②外国人観光旅客
の来訪地域の多様
化の促進による国
際観光の振興に関
する法律 
公共交通機関の外
国語表記に関して事
業者の自主的な対応
に委ねられているた

通訳案内業の在り
方検討分科会報告
書（平成16年11月16
日国土交通省総合
政策局観光部門） 
規制改革・民間開
放推進３か年計画
（改定）（平成17年３
月25日閣議決定） 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年２月８
日、第162回国会に
改正法律案提出 
平成17年６月10
日、公布 

５年以内に必
要な検討を
行う旨を法律
に規定して
いる。 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 

代替手段 

との比較 
有識者の見解 

レビュー 

時期 
めの環境整備を進めることによ
り、その来訪の促進を図る。 
【内容】 
公共交通事業者等は、国土
交通大臣が定める基準に従
い、外国人観光旅客が公共交
通機関を円滑に利用するため
に必要と認められる外国語等
による情報の提供を促進するた
めの措置（以下「情報提供促進
措置」という。）を講ずるよう努め
なければならないこととする。ま
た、外国語等による情報の提供
の促進を図ることが特に必要と
認められるときは、国土交通大
臣は情報提供促進措置を講ず
べき区間を指定することができ
ることとする。 
 

業者間における案内表示
のバラツキや交通結節部
分における不十分な案内
が解消されるなど、外国人
旅行者の受入環境の整備
を促進することができる。 

投資（更新）の際に併
せて表示の統一を計
画的に行うなど、追加
的なコストを極力抑え
て、目標となるレベル
を達成することができ
ると考えられることなど
の理由から、本制度に
おける社会的費用は必
要最小限である。 

め、事業者間での相
違が生じており、同
一事業者でも、表示
の場所によってバラ
ツキがある。 
（「施策等の必要性」
の項目に記載） 
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表 ＲＩＡ－10 環境省におけるＲＩＡの実施状況（14 件） 

 

No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
          
66 自 然環
境局野
生生物
課 

絶滅のおそれ
のある野生動
植物の種の保
存に関する法
律に基づく国
際希少野生動
植物種の追
加、削除等 
【改正】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・絶滅のおそ
れのある野
生動植物の
種の保存に
関する法律
施行令 

平成16年12月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成16年12月 
 

【目的】 
絶滅のおそれのある野生動植物
の種の国際取引に関する条約（ワシ
ントン条約）に基づく野生動植物種
の国際取引の規制の実効性を高め
るため、必要に応じ国内での譲渡し
等を規制し、我が国として条約で求
められている事項の確実な実施を
図る。 
【内容】 
ワシントン条約附属書改正にとも
ない、絶滅のおそれのある野生動
植物の種の保存に関する法律（種
の保存法）に基づく国際希少野生動
植物種５種を追加し、国内での当該
種の個体等又は器官及び加工品の
譲渡し等を禁止する。また、国際希
少野生動植物種３種を削除し、国内
での当該種の譲渡し等の禁止を解
除する。さらに、条約附属書改正に
ともない輸出入が可能となった種の
一部地域の個体群等について、国
内での譲渡し等が可能となるよう登
録対象個体群に加える。 

ワシントン条約
附属書Ⅰに掲載さ
れ、新たに国際取
引が原則禁止され
ることとなった野生
動植物に関し、輸
出入の規制のみ
ならず、国内での
譲渡し等（売買等）
を規制することに
より、国際取引に
より過度に動植物
の利用がなされる
ことのないように
保護するという条
約の目的を我が
国として確実に達
成することができ
る。 
また、今般、条
約での厳しい規制
が適用されなくな
る種又は種の一部
個体群について、
国内での譲渡し等
の規制の対象から
除外すること、又
は、国内での譲渡
し等が可能となる
登録制度の対象と
することにより、条
約が行う規制に沿
った国内規制を行
うことができる。 

新たにワシントン条約附
属書Ⅰに掲載され、国際希
少野生動植物種として指定
される動植物の譲渡し等を
実施している者は、原則国
内での当該種の譲渡し等
ができないこととなる。 
国際希少野生動植物種
としての指定が解除される
動植物の譲渡し等を実施し
ようとする者は、当該種の
国内での譲渡し等ができる
ようになる。 
ワシントン条約附属書Ⅱ
の個体群とされた動植物の
譲渡し等を実施しようとする
者は、これまで譲渡し等が
禁止されていたが、今後は
個体等の登録手続を経るこ
と等により譲渡し等を行うこ
とができるようになる。 
新たに指定された種に
ついて国内で譲渡し等が
なされていないかどうか、
行政において監視する必
要がある。また、国内での
譲渡し等の規制が解除さ
れるものについては、監視
の負担が軽減される。 
一部の個体群がワシント
ン条約附属書ⅠからⅡに
移行された種の国内での
譲渡し等について、法第23
条第１項に基づき環境大臣
の登録を受けた機関にお
いて登録事務が発生する。
 

ワシントン条約の実効性
を担保するためには、国
内においても法制度によ
る附属書Ⅰ掲載種の譲渡
規制が必要であり、他の代
替手段は想定されない。 

中央環境審議会
において国際希少
野生動植物種として
指定又は指定を解
除することについて
諮問し、答申を受け
る予定 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
パブリック・コメン
トの資料として活用 
平成17年１月６
日、政令改正 

平成21年
12月末 

          
67 環 境保
健部化
学物質
審査室 

化学物質の審
査及び製造等
の規制に関す
る法律に基づ
く第一種特定

平成17年１月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ

【目的】 
難分解性、高濃縮性かつ人への
長期毒性又は高次捕食動物への長
期毒性を有する化学物質による環
境汚染の防止。 

難分解性、高濃
縮性かつ人への
長期毒性を有する
２物質の製造、輸
入、使用が規制

これら２物質の製造、輸
入、使用を行っている者
は、事実上これらの物質の
製造、輸入、使用ができな
いこととなる。しかし、経済

代替手段として、製造・
輸入を認めつつ、使用、廃
棄段階で環境中への排出
を一定量以下に規制する
方法も考えられる。しかし、

中央環境審議会
においてこれら２物
質を第一種特定化
学物質に指定するこ
とについて諮問し、

平成22年
３月末 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
化学物質の指
定 
【改正（追加）】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・化学物質の
審査及び製
造等の規制
に関する法
律施行令 

メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年1月 
 

【内容】 
２，２，２－トリクロロ－１，１－ビス
（４－クロロフェニル）エタノール（別
名：ジコホル又はケルセン）及びヘ
キサクロロブタ－１，３－ジエンの２
物質を第一種特定化学物質に指定
し、その製造、輸入、使用を規制（事
実上禁止）する。 

（事実上禁止）され
ることとなり、これ
らの物質による環
境汚染及び人の
健康被害が未然
に防止される。 

産業省が行った「平成14年
度化学物質の製造・輸入に
関する実態調査」の結果に
よれば、これら２物質の製
造・輸入が行われていると
の報告は無く、製造、輸
入、使用を行っている者に
おける経済的負担が生じる
可能性は低い。 
新たに指定された第一
種特定化学物質につい
て、その製造、輸入、使用
が行われていないかどう
か、行政において監視する
必要がある。 
 

本件化学物質は難分解
性、高濃縮性かつ人への
長期毒性を有し、一旦環
境中に放出された場合に
は長期にわたって環境を
汚染し人の健康を損なうお
それがある一方、現時点
では製造、輸入が行われ
ていないと考えられること
から、製造、輸入を規制
（事実上禁止）することが
効果的かつ効率的と考え
られる。 

答申を得た。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
パブリック・コメン
トの資料として活用 
平成17年４月1
日、政令改正 

          
68 大 臣官
房廃棄
物・リサ
イクル対
策部企
画課廃
棄物・リ
サイクル
制度企
画室 

産業廃棄物の
運搬又は処分
を受託した者
に対する産業
廃棄物管理票
保存の義務付
け 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・廃棄物の処
理及び清掃
に関する法
律 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

【目的】 
産業廃棄物の適正処理を確保す
るとともに、不適正処理がなされたと
きの排出事業者責任の追及を進
め、もって生活環境の保全を図る。 
【内容】 
運搬受託者は、処分受託者がな
いときは、管理票交付者に当該管
理票の写しを送付した日から、当該
管理票を環境省令で定める期間保
存しなければならない。 
運搬受託者は、処分受託者があ
るときは、処分受託者から当該管理
票の写しの送付を受けた日から、当
該管理票の写しを環境省令で定め
る期間保存しなければならない。 
処分受託者は、管理票の写しを
送付した日から、当該管理票を環境
省令で定める期間保存しなければ
ならない。 

既に法律で義
務付けられている
排出事業者に対
する保存義務と併
せて、産業廃棄物
処理の一連の流
れを把握すること
が可能となり、不
適正処理事案に
おける排出事業者
責任等の効果的
かつ適切な追及
により、不適正処
理の未然防止及
び不適正処理がさ
れた場合の速や
かな原状回復等
の措置が図られ
る。 

これまでも施行規則で産
業廃棄物管理票の保存が
義務付けられていたところ
であり、追加的な事務負担
は見込まれないが、今後は
違反した業者に罰則が科さ
れることとなる。他方、排出
事業者の責任が追及され、
産業廃棄物処理の適正化
が図られることで、結果とし
て不適正処理に起因する
監視・原状回復等に要する
行政コスト及び社会的コス
トが減少する。 

代替手段として、 行政
指導又は普及啓発等によ
り、処理業者に対し産業廃
棄物管理票の保存を奨励
することが考えられるが、
処理業者が保存すること
により不利益を生ずると判
断した場合は、意図的に
産業廃棄物管理票を処分
するおそれがあり、その場
合は排出事業者責任の追
及が困難になる。 
従って、処理業者の事
務負担の増加も見込まれ
ないため、当該規制は代
替手段に比べ効率的かつ
効果的なものであると考え
られる。 

中央環境審議会
廃棄物・リサイクル
部会「廃棄物の適正
処理に係る課題へ
の制度的対応につ
いて」（平成17年１
月）において、「不
適正処理事案にお
ける排出事業者責
任をより効果的かつ
適正に追及するた
め、運搬又は処分を
受託した処理業者
に対し、マニフェスト
（又はその写し）を
保存する義務を課
すとともに、義務に
違反した場合は措
置命令の対象者とし
て追加し、直罰を科
すべきである。」とさ
れている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に改
正法律案提出 
 

平成22年
３月末 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
 
69 
 
大 臣官
房廃棄
物・リサ
イクル対
策部企
画課 
廃棄物・
リサイク
ル 制度
企画室 

 
産業廃棄物管
理票制度違反
に係る勧告に
従わない者に
ついての公
表・措置命令
の導入 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・廃棄物の処
理及び清掃
に関する法
律 

 
平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

 
【目的】 
産業廃棄物管理票制度の実効性
を確保し、産業廃棄物処理の適正
化を推進し、もって生活環境の保全
を図る。 
【内容】 
排出事業者、運搬受託者及び処
分受託者が産業廃棄物管理票制度
違反に係る勧告に従わなかったとき
は、都道府県知事はその旨を公表
することができ、公表されてもなお、
正当な理由がなくてその勧告に係
る措置をとらなかったときは、都道
府県知事はその勧告に係る措置を
とることを命ずることができる。 

 
環境法令違反
について勧告さ
れ、さらには措置
命令の対象となる
ことで、排出事業
者や処理業者が
産業廃棄物管理
票制度を遵守する
ことにより、産業廃
棄物の適正な処
理が確保される。
また、環境に配慮
の欠けた処理業
者が措置命令の
対象となることによ
り、そのような業者
が社会的に淘汰さ
れることとなる。 

 
産業廃棄物管理票制度
の違反事実について勧告
され、さらには措置命令の
対象となることで、当該者
は不利益を被るが、他方
で、産業廃棄物管理票の
遵守及び優良業者の選別
が進むことで、産業廃棄物
処理の適正化が図られ、結
果として不適正処理に起因
する監視・原状回復等に要
する行政コスト及び社会的
コストが減少する。 

 
代替手段として、既存の
勧告制度及び罰則を積極
的に適用することが考えら
れるが、勧告のみでは実
効性に欠けること及び罰則
の適用がなじまない軽微
な違反行為が多いことか
ら、代替手段では勧告制
度の実効性を確保すること
が困難であり、公表・措置
命令制度を導入することが
望ましいと考えられる。 

 
中央環境審議会
廃棄物・リサイクル
部会「廃棄物の適正
処理に係る課題へ
の制度的対応につ
いて」（平成17年１
月）において、「勧
告の実効性を確保
し、マニフェスト制度
の遵守を徹底する
ため、違反行為に対
する勧告に従わな
かった者に対し、都
道府県知事等が公
表等の措置をとるこ
とができることとし、
あわせてマニフェス
ト違反に係る罰則を
強化すべきであ
る。」とされている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に改
正法律案提出 
 

 
平成22年
３月末 

          
70 大 臣官
房廃棄
物・リサ
イクル対
策部企
画課 
廃棄物・
リサイク
ル 制度
企画室 

欠格要件に該
当した許可業
者・施設設置
者について届
出の義務付け 
 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・廃棄物の処
理及び清掃
に関する法
律 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

【目的】 
 欠格要件に該当した許可業者・施
設設置者を確実に許可取消処分と
し、廃棄物処理業・施設設置から排
除し、廃棄物処理の適正化を推進
し、もって生活環境の保全を図る。 
【内容】 
許可業者又は施設設置者は、欠
格要件（第７条第５項第４号ト（その
業務に関し不正又は不誠実な行為
をするおそれがあると認めるに足り
る相当の理由がある者）及び同号ト
に係るもの並びに産業廃棄物処理
業者及び施設設置者については第
14条第５項第２号ロ（暴力団員等）及
び同号ロに係るもの並びにヘ（暴力
団員等がその事業活動を支配する

欠格要件に該
当した者を行政が
直ちに把握し、速
やかに排除するこ
とにより、許可制
度への信頼性を
確保するとともに、
これらの業者によ
る不適正な処理を
未然に防止するこ
とができる。 
全国で迅速で
画一的な処分が
なされることによ
り、処分の不均衡
が是正される。 

欠格要件に該当する場
合には、業者に届出を行う
負担が生ずる。他方で、欠
格要件を把握するための
調査が基本的に不要となる
ので、行政コストが減少す
る。さらに、廃棄物の適正
処理が促進されることで、
結果として不適正処理に起
因する監視・原状回復等に
要する行政コスト及び社会
的コストが減少する。 

代替手段として、一定期
間ごとに許可業者・施設設
置者が欠格要件に該当し
ているかを行政が確認す
ることが考えられるが、業
者・施設設置者の役員や
政令で定める使用人等に
ついて、網羅的に犯歴照
会等を行う必要があり、行
政の負担が大きく、非効率
である。従って、当該規制
は代替手段に比べ実効的
かつ効率的なものであると
考えられる。 
 

中央環境審議会
廃棄物・リサイクル
部会において、「許
可制度に係る課題
については、次の
措置を講ずるべきで
ある。（略）○許可業
者等が欠格要件に
該当するに至ったと
きは都道府県知事
等へ届け出ることを
義務付けるととも
に、義務違反に対し
て直罰を科すこと。」
とされている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状

平成22年
３月末 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
者）を除く。）のいずれかに該当する
に至ったときは、一般廃棄物処理業
者にあっては市町村長、一般廃棄
物処理施設設置者並びに産業廃棄
物処理業者及び施設設置者にあっ
ては都道府県知事にその旨を届け
出なければならない。 
 

況】 
平成17年３月８
日、第162国会に改
正法律案提出 
 

          
71 大 臣官
房廃棄
物・リサ
イクル対
策部企
画課 
廃棄物・
リサイク
ル 制度
企画室 

不正の手段に
より廃棄物処
理業・施設の
許可を受けた
場合の許可の
取消事由への
追加 
 
【追加】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・廃棄物の処
理及び清掃
に関する法
律 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

【目的】 
 本来許可を受けるべきでない廃棄
物処理業者・施設設置者を排除し、
廃棄物処理の適正化を推進し、もっ
て生活環境の保全を図る。 
【内容】 
許可申請の際に虚偽の記載をし
たり、見せ金を用意して経理的基礎
を偽る等不正の手段により廃棄物処
理業又は施設施設の許可を受けた
者について、廃棄物処理法に基づ
く取消処分（講学上の撤回）の対象
とする。 

廃棄物を不適
正に処理する蓋
然性が高い、不正
の手段により許可
を受けた者につい
て、当該許可を直
ちに取り消すこと
により、許可制度
への信頼性を確
保するとともに、不
適正処理の未然
防止が図られる。 

不正の手段により許可を
受けた業者は、許可を取り
消されることにより５年間廃
棄物処理業から排除され
る。他方で、廃棄物の適正
処理が促進されることで、
結果として不適正処理に起
因する監視・原状回復等に
要する行政コスト及び社会
的コストが減少する。 

代替手段として、現行制
度を維持することが考えら
れるが、その場合不正の
手段により取得した許可に
ついては、本来許可に値
しない申請について行政
を欺罔して取得したもので
あり、瑕疵ある行政処分の
結果として得た許可である
から講学上の「取消し」の
対象となる。しかし、講学
上の「取消し」の場合、廃
棄物処理法に基づく取消
しと異なり、許可を取り消さ
れても新たに許可要件を
具備することにより、許可
を再度得ることが可能であ
ることから、不正の手段に
より許可を受ける業者を排
除できない。また、罰則が
ないため不正の手段に対
する抑止力が働かない。
従って、当該新設規制は
代替手段に比べ、より実効
的なものであると考えられ
る。 
 

中央環境審議会
廃棄物・リサイクル
部会において、「許
可制度に係る課題
については、次の
措置を講ずるべきで
ある。○不正の手段
により許可を受けた
者については、廃
棄物処理法に基づ
く許可取消処分の対
象にするとともに、
直罰の対象とするこ
と。」とされている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に改
正法律案提出 
 

平成22年
３月末 

          
72 大 臣官
房廃棄
物・リサ
イクル対
策部企
画課 
廃棄物・
リサイク
ル 制度

暴力団員等が
その事業活動
を支配する個
人事業者につ
いて、産業廃
棄物処理業・
施設の許可に
係る欠格要件
への追加 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 

【目的】 
産業廃棄物処理に係る営業・施
設操業から暴力団を排除し、廃棄物
処理の適正化を推進し、もって生活
環境の保全を図る。 
【内容】 
法人に対してのみ設けられてい
る欠格要件である、「暴力団員等が
その事業活動を支配する者」を個人

暴力団員等が
その事業活動を支
配している疑いの
ある個人事業者に
ついて排除するこ
とにより、産業廃
棄物処理業から暴
力団勢力を排除
し、廃棄物処理業

暴力団員等がその事業
活動を支配している疑いの
ある個人事業者について
許可が取り消されることとな
る。他方で、廃棄物処理業
界の適正化が図られること
で、結果として不適正処理
に起因する監視・原状回復
等に要する行政コスト及び

代替手段として現行制
度を維持することが考えら
れるが、その場合暴力団
員等がその事業活動を支
配する個人事業者につい
ては、「その業務に関し不
正又は不誠実な行為をす
るおそれがあると認めるに
足りる相当の理由がある

中央環境審議会
廃棄物・リサイクル
部会において、「許
可制度に係る課題
については、次の
措置を講ずるべきで
ある。（略）○現在、
法人に対してのみ
設けられている暴力

平成22年
３月末 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
企画室  

【追加】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・廃棄物の処
理及び清掃
に関する法
律 

【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

事業者にも適用する。 界の優良化、廃棄
物の不適正処理
の防止、反社会的
勢力の社会からの
追放が図られる。 

社会的コストが減少する。 者」に該当する者として取
消しを行うしかなく、その
要件認定において行政に
多大な負担が生ずること、
迅速な対応が困難である
ことをかんがみると、本規
制を導入することが有効で
あると考えられる。 

団員等の事業活動
支配に係る欠格要
件を、個人事業者に
対しても適用するこ
と。」とされている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に改
正法律案提出 
 

          
73 大 臣官
房廃棄
物・リサ
イクル対
策部企
画課 
廃棄物・
リサイク
ル 制度
企画室 

維持管理積立
金制度の対象
外となってい
る平成10年６
月以前に埋立
処分が開始さ
れた最終処分
場の当該制度
の対象への追
加 
 
【追加】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・廃棄物の処
理及び清掃
に関する法
律 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

【目的】 
すべての許可処分場（国又は地
方公共団体が設置したものを除
く。）について適正な維持管理を確
保することによって、廃棄物処理の
適正化を推進し、もって生活環境の
保全を図る。 
【内容】 
維持管理積立金制度の対象外と
なっている平成10年６月以前に埋
立処分が開始された最終処分場
（国又は地方公共団体が設置したも
のを除く。）について、当該制度の
対象に追加し、維持管理積立金の
積立てを義務付ける。 
 

これまで維持管
理積立金制度の
対象外であった処
分場についてもそ
の維持管理が適
切に行われること
で、廃棄物の最終
処分場の適正な
管理が図られると
ともに、周辺住民
の当該処分場に
対する信頼性が
高まることが期待
される。 

許可処分場の設置者は
すべて維持管理のための
積立金が義務付けられる。
他方で、最終処分場の管
理の適正化が図られ、さら
に、最終処分場に対する信
頼が回復し、必要な施設設
置が進むことで、結果とし
て不適正処理に起因する
監視・原状回復等に要する
行政コスト及び社会的コス
トが減少する。 

代替手段として、行政指
導又は普及啓発等により、
処理業者に対し積立金を
奨励することが考えられる
が、廃棄物の最終処分業
は、収益が発生する時期
（埋め立てている時期）と
専ら費用が発生する時期
（埋め立て終了後の管理
期間）にギャップがあること
から、行政指導又は普及
啓発等では、専ら費用が
発生する時期に十分な積
立てがなされないおそれ
が高い。従って、当該規制
は代替手段に比べ実効的
かつ効率的なものであると
考えられる。 

中央環境審議会
廃棄物・リサイクル
部会「廃棄物の適正
処理に係る課題へ
の制度的対応につ
いて」（平成17年１
月）において、「現
在、維持管理積立
金制度の対象となっ
ていない旧処分場
についても維持管
理積立金制度の対
象とし、埋立処分を
継続している旧処分
場については積立
てを義務付けるべき
である。」とされてい
る。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に改
正法律案提出 
 

平成22年
３月末 

          
74 環 境管
理局自
動車環
境対策
課 

特定特殊自動
車排出ガスの
規制等に関す
る法律に基づ
く特定原動機
の型式指定 
 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

【目的】 
公道を走行しない特殊自動車（特
定特殊自動車）について、特定原動
機の型式指定を行い、基準に適合
している特定原動機であることの確
認を合理化する。 
【内容】 

特定原動機の
性能を判定するこ
とにより、同一型
式の原動機を搭
載する特定特殊
自動車の排出ガス
性能が確定され、

特定原動機の製作又は
輸入を行う事業者は、型式
指定の申請を行うことがで
きる。申請は義務ではない
が、申請を行った場合、そ
の特定原動機が特定原動
機技術基準に適合し、か

代替手段として、型式を
指定せず個別の確認を求
めることも考えられるが、
特定原動機技術基準を満
たしているかどうかを特定
特殊自動車製作等事業者
及び使用者が判断するこ

中央環境審議会
「今後の自動車排出
ガス低減対策のあり
方について（第６次
答申）」で、公道を走
行しない特殊自動
車に対する排出ガ

この法律
の施行後
５年を経
過した場
合におい
て、施行
状況を勘
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・特定特殊自
動車排出ガ
スの規制等
に関する法
律 

有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

特定原動機の製作又は輸入を行
う事業者の申請により、同一型式の
特定原動機のすべてが環境保全の
観点から必要な排出ガス性能基準
（特定原動機技術基準）に適合する
ことについて、主務大臣の指定を受
けることができるもの。 

基準に適合する
車両を明確化でき
る。これにより、使
用者の義務履行
が容易になり、効
果的に規制が実
施される。 

つ、均一性を有しているこ
とが必要となる。これによら
ない型式指定特定原動機
の表示は禁止される。 

とが困難になることが考え
られ、型式を指定する方が
効果的かつ効率的と考え
られる。 
また、型式指定を義務
付けることも考えられるが、
技術基準を満たしていな
いものの使用を禁止して
いることから、製作者及び
輸入者に対する過剰規制
となると考えられる。 
 

ス規制の導入を検
討する必要があると
されている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に法
律案提出 
 

案し 、必
要がある
と認めると
きは検討
を行う。 

          
75 環 境管
理局自
動車環
境対策
課 

特定特殊自動
車排出ガスの
規制等に関す
る法律に基づ
く特定特殊自
動車の型式届
出 
 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・特定特殊自
動車排出ガ
スの規制等
に関する法
律 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

【目的】 
公道を走行しない特殊自動車（特
定特殊自動車）について、特定特殊
自動車の型式届出を行い、型式指
定された特定原動機が搭載され、
同一の型式に属する特定特殊自動
車のいずれもが排出ガスによる大
気の汚染の防止を図るため必要な
技術上の基準（特定特殊自動車技
術基準）に適合することの確認を合
理化する。 
【内容】 
特定特殊自動車の製作又は輸入
を行う事業者が、型式指定特定原動
機を搭載し、かつ、同一型式の特定
特殊自動車のすべてが特定特殊自
動車技術基準に適合することにつ
いて、主務大臣に届け出て自己確
認できるもの。 
 

型式の届出がさ
れた特定特殊自
動車であれば、そ
の排出ガス性能は
確保されているこ
とから、使用者が
特定特殊自動車
技術基準に適合し
た特殊自動車を選
定することが容易
になる。 

特定特殊自動車の製作
又は輸入を行う事業者は、
型式の届出を行うことがで
きる。届出は義務ではない
が、届出をした場合は、届
出に係る特定特殊自動車
の製作又は輸入をする場
合には、特定特殊自動車
技術基準に適合するように
しなければならず、検査を
行い、その記録を作成・保
存しなければならない。こ
れによらない基準適合表示
等は禁止される。 

代替手段として、型式の
指定を行うことも考えられ
るが、事業者が自ら基準に
適合していることを検査
し、確認する型式届出より
も事業者の負担が重くな
る。 
型式の届出もせず個別
の確認を求めることも考え
られるが、特定特殊自動車
技術基準を満たしている
かどうかを使用者が判断
することが困難になること
が考えられる。 

中央環境審議会
「今後の自動車排出
ガス低減対策のあり
方について（第６次
答申）」で、公道を走
行しない特殊自動
車に対する排出ガ
ス規制の導入を検
討する必要があると
されている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に法
律案提出 

この法律
の施行後
５年を経
過した場
合におい
て、施行
状況を勘
案し 、必
要がある
と認めると
きは検討
を行う。 

          
76 環 境管
理局自
動車環
境対策
課 

特定特殊自動
車排出ガスの
規制等に関す
る法律に基づ
く特定特殊自
動車の使用の
制限 
 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による

【目的】 
公道を走行しない特殊自動車（特
定特殊自動車）について、基準に適
合しないものの使用の規制の措置
等を講ずることにより、大気汚染の
防止を図る。 
【内容】 
基準適合の表示が付されていな
い特定特殊自動車の使用の制限 

大気の汚染の
防止を図るために
必要な技術上の
基準に適合する
特定特殊自動車
が使用されること
となり、大気の汚
染の防止が図られ
る。 

基準適合表示又は少数
特例表示が付されている特
定特殊自動車でなければ
使用することができなくな
る。基準適合表示又は少数
特例表示が付されていな
い特定特殊自動車は、使
用開始前に主務大臣の検
査を受けて基準に適合す
ることの確認を受けなけれ
ば使用できない。 
技術基準に適合しなくな

代替手段として、基準に
適合しない特定特殊自動
車の販売を禁止する販売
規制とすることも考えられ
る。 
しかし、販売規制とした
場合、経済活動を直接に
規制することになる上、販
売された後の不正改造、
故障等に対応できない。ま
た、公道を走行する（オン
ロード）の特殊自動車は使

中央環境審議会
「今後の自動車排出
ガス低減対策のあり
方について（第６次
答申）」で、公道を走
行しない特殊自動
車に対する排出ガ
ス規制の導入を検
討する必要があると
されている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状

この法律
の施行後
５年を経
過した場
合におい
て、施行
状況を勘
案し 、必
要がある
と認めると
きは検討
を行う。 
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
・特定特殊自
動車排出ガ
スの規制等
に関する法
律 

措置のため った特定特殊自動車につ
いて、主務大臣が、使用者
に技術基準に適合させる
ため必要な整備を命じるこ
とがある。 
 

用規制となっていることか
ら、同一の特殊自動車で
あっても公道の走行の有
無によって規制手法が異
なることとなり、法的安定性
を害する。このため本法律
のような使用規制の方が
合理的である。 
 

況】 
平成17年３月８
日、第162国会に法
律案提出 

          
77 環 境管
理局自
動車環
境対策
課 

特定特殊自動
車排出ガスの
規制等に関す
る法律に基づ
く特定原動機
検査機関の登
録 
 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・特定特殊自
動車排出ガ
スの規制等
に関する法
律 

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

【目的】 
 公道を走行しない特殊自動車（特
定特殊自動車）について、効率的に
型式指定を行う。 
【内容】 
特定原動機検査機関の登録、財
務諸表等の備置、帳簿の保存、秘
密保持等の義務づけ 

特定原動機の
型式指定に関す
る検査を登録機関
が行うことができる
ことにすることによ
り、公正・中立な検
査が実施されると
ともに、行政コスト
が削減される。 

特定原動機検査事務を
行おうとする場合に登録の
申請を行う必要がある。ま
た、登録の更新申請、変更
届出等の手続きが必要で
あるほか、財務諸表等の備
置、帳簿の保存、秘密保持
等の義務が課せられる。 

代替手段として、何らの
制限なく特定原動機検査
を行うことができるとするこ
とや、特定の法人を指定し
て行わせることが考えられ
る。 
しかし、前者の場合、真
に特定原動機技術基準を
満たしているかどうかの検
査を行う能力を有する者
が、公正・中立な立場で検
査を行っているかどうかを
担保できない。また、後者
の場合、「直ちに事業者の
自己確認・自主保安のみ
に委ねることが国際ルー
ルや消費者保護等の観点
から必ずしも適当でないと
きは、法令等に明示された
一定の要件を備え、かつ、
行政の裁量の余地のない
形で国により登録された公
正・中立な第三者機関によ
る検査・検定等の実施とす
る。」とした「公益法人に対
する行政の関与の在り方
の改革実施計画」の趣旨
に反する。 
 

中央環境審議会
「今後の自動車排出
ガス低減対策のあり
方について（第６次
答申）」で、公道を走
行しない特殊自動
車に対する排出ガ
ス規制の導入を検
討する必要があると
されている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に法
律案提出 

この法律
の施行後
５年を経
過した場
合におい
て、施行
状況を勘
案し 、必
要がある
と認めると
きは検討
を行う。 

          
78 環 境管
理局自
動車環
境対策
課 

特定特殊自動
車排出ガスの
規制等に関す
る法律に基づ
く特定特殊自
動車検査機関

平成17年３月 
（当該法律案
審議時） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有

【目的】 
 公道を走行しない特殊自動車（特
定特殊自動車）について、技術基準
に適合していることの確認を効率的
に行う。 
【内容】 

特定特殊自動
車の技術基準に
適合していること
を確認するための
検査を登録機関
が行うことができる

特定特殊自動車検査事
務を行おうとする場合に登
録の申請を行う必要があ
る。また、登録の更新申
請、変更届出等の手続きが
必要であるほか、財務諸表

代替手段として、何らの
制限なく特定特殊自動車
検査を行うことができると
することや、特定の法人を
指定して行わせることが考
えられる。 

中央環境審議会
「今後の自動車排出
ガス低減対策のあり
方について（第６次
答申）」で、公道を走
行しない特殊自動

この法律
の施行後
５年を経
過した場
合におい
て、施行
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No. 部局名 規制の名称等 分析実施時期 規制の目的・内容 
想定される 

効果の内容 

想定される 

負担の内容 
代替手段との比較 有識者の見解 

レビュー 

時期 
の登録 
 
【新設】 
 
※根拠法令 
【法律】 
・特定特殊自
動車排出ガ
スの規制等
に関する法
律 

無】 
有 ・ ○無 
 
【無の場合、そ
の理由】 
法律による
措置のため 

特定特殊自動車検査機関の登
録、財務諸表等の備置、帳簿の保
存、秘密保持等の義務づけ 

ことにすることによ
り、公正・中立な検
査が実施されると
ともに、行政コスト
が削減される。 

等の備置、帳簿の保存、秘
密保持等の義務が課せら
れる。 

しかし、前者の場合、真
に特定特殊自動車技術基
準を満たしているかどうか
の検査を行う能力を有する
者が、公正・中立な立場で
検査を行っているかどうか
を担保できない。また、後
者の場合、「直ちに事業者
の自己確認・自主保安の
みに委ねることが国際ル
ールや消費者保護等の観
点から必ずしも適当でない
ときは、法令等に明示され
た一定の要件を備え、か
つ、行政の裁量の余地の
ない形で国により登録され
た公正・中立な第三者機
関による検査・検定等の実
施とする。」とした「公益法
人に対する行政の関与の
在り方の改革実施計画」の
趣旨に反する。 
 

車に対する排出ガ
ス規制の導入を検
討する必要があると
されている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
平成17年３月８
日、第162国会に法
律案提出 

状況を勘
案し 、必
要がある
と認めると
きは検討
を行う。 

          
79 水 環境
部水環
境管理
課 
 

ダイオキシン
類対策特別措
置法の特定施
設（水質基準
対象施設）の
追加 
 
【追加】 
 
※根拠法令 
【政令】 
・ダイオキシン
類対策特別
措置法施行
令 

平成17年５月 
（パブリック・コ
メント実施前） 
 
【パブリック・コ
メント実施の有
無】 

○有 ・ 無 
 
【有の場合、実
施時期】 
平成17年６月 

【目的】 
工場・事業場からの排水規制を行
うことにより、ダイオキシン類による
水環境の汚染の防止を図る。 
【内容】 
ダイオキシン類を含む汚水又は
廃液を排出する 
①担体付き触媒の製造の用に供す
る施設 
②使用済みの担体付き触媒からの
金属の回収の用に供する施設 
③フロン類の破壊の用に供する施
設 

を特定施設（水質基準対象施設）に
追加し、特定施設を設置する際に
届出を義務化する。 
また工場・事業場からの排出水の
測定を行うことを義務付け、ダイオ
キシン類の排出の制限を行う。 
 

①担体付き触媒
の製造の用に
供する施設 
②使用済みの担
体付き触媒から
の金属の回収
の用に供する
施設 
③フロン類の破壊
の用に供する
施設 
からのダイオキシ
ン類の排出が削
減され、環境汚染
の防止につなが
る。 

追加する特定施設を設
置しようとする者は特定施
設を設置する際の届出義
務があり、届出をした日か
ら60日間の着手制限を受
ける。さらに、特定施設を
設置する事業場は排出水
を排水基準に適合させ、毎
年１回以上排出水の測定を
行わなければならない。 
行政においては、特定
事業場が排水基準を遵守
しているか等について監視
する必要がある。 

事業者が自主的に防止
手段を図ることも考えられ
るが、ダイオキシン類は非
意図的に生成されるもの
であるため、ダイオキシン
類による環境汚染を防止
するためには、法に基づく
監視及び規制を行うことが
最も効率的・効果的な手段
である。 

平成16年度ダイ
オキシン類未規制
発生源調査検討会
（平成17年２月）に
おいて、左記①から
③の施設におい
て、ダイオキシン類
が非意図的に生成
されることが指摘さ
れている。 
 
【ＲＩＡ結果の活用状
況】 
パブリック・コメン
トの資料として活用 
パブリック・コメン
トを実施中 
 

平成22年
３月末ま
で 
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（参考１） 

規制改革・民間開放推進３か年計画 （抄）（平成16年３月19日閣議決定） 

 

Ⅰ 共通事項 

 

10 規制に関する基本ルールの見直し等 

 

(２) 規制に係る手続の見直し 

 

① ＲＩＡ導入の推進【平成16年度以降逐次実施】 

 
ＲＩＡは、1980年代以降、米国、英国等において導入が進んでいる。我が国では、「行政機関が行う政策の評価に関す

る法律」（平成13年法律第86号）に基づく「政策評価に関する基本方針」（平成13年12月28日閣議決定）において、規制

に係る政策評価の実施に向け積極的に取り組むこととされており、その取組を着実に推進する必要があるものの、義務付

けには至っていない。 

しかしながら、ＲＩＡの手法は、規制導入時における客観性や透明性を高めるだけでなく、先述のとおり既存規制をチェッ

クするツールとしても有効であることから、すべての規制の新設・改正時に用いられるべきであり、以下のようにその導入を推

進する。 

ア ＲＩＡについては、各府省において平成16年度から試行的に実施することとし、評価手法の開発された時点において、

「行政機関が行う政策の評価に関する法律」の枠組みの下で義務付けを図るものとする。 

このため、毎年度、総務省は、規制改革・民間開放推進会議と連携しつつ試行的なＲＩＡの実施状況を把握・分析す

るとともに、その結果得られたこれらの取組の推進に資するような知見・情報等を各府省に対して提供することや調査研

究等を通じて、政策評価の観点から早急にその評価手法の開発の推進に努めることとする。 

また、各府省においても、規制改革・民間開放推進会議及び総務省と連携しつつ評価手法の開発の推進に努めるこ

ととする。 
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（参考２） 

規制改革・民間開放の推進に関する第１次答申 

－官製市場の民間開放による「民主導の経済社会の実現」－（抄） 

（平成16年12月24日内閣府規制改革・民間開放推進会議） 

 

Ⅲ．主要官製市場等の改革の推進 

 

14 規制の見直し基準の策定等 

 

【具体的施策】 

 

⑵ 規制影響分析（ＲＩＡ）の義務付けに向けた取組の推進【平成16年度以降逐次実施】 

 
見直し基準の策定及び策定された見直し基準に基づく規制の見直しに当たっては、現在関係府省において試行的

に実施している規制影響分析（ＲＩＡ：Regulatory Impact Analysis）の手法を活用することが重要と考えられる。 

当会議においては、総務省と連携してこれを推進しており、「規制影響分析（RIA）の試行的実施に関する実施要領」

を策定し、各府省の取組の促進を図っているところである。また、物価安定政策会議においては、公共料金分野におけ

るRIAガイドラインの策定に取り組んでいるところである。 

各府省は、当会議及び総務省と連携しつつ、RIAの試行的な実施や規制の事前評価の義務付けに向けた調査研

究等に一層積極的に取り組むべきである。 

また、総務省は、調査研究を行い、政策評価の観点からその評価手法の開発の推進に努めているところであるが、平

成17年度においては、当会議と連携しつつ、16年度から各府省において実施されている試行的なRIAの実施状況を速

やかに把握・分析し、その結果を取りまとめるとともに、これにより得られた知見・情報等の各府省への提供や調査研究

等に一層積極的に取り組み、評価手法が開発された時点で「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成13年法

律第86号）の枠組みの下で規制の事前評価を早期に義務付けるための取組を進めるべきである。 
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（参考３） 

規制改革・民間開放推進３か年計画（改定）（抄）（平成17年３月25日閣議決定） 

 

Ⅱ 16年度重点計画事項 

 

 （分野横断的な取組） 

 

３ 主要官製市場等の改革の推進 

 

14 規制の見直し基準の策定等 

 

２ 規制影響分析（ＲＩＡ）の義務付けに向けた取組の推進【平成16年度以降逐次実施】 

 
見直し基準の策定及び策定された見直し基準に基づく規制の見直しに当たっては、現在関係府省において試行

的に実施している規制影響分析（ＲＩＡ：Regulatory Impact Analysis）の手法を活用することが重要と考えられる。 

規制改革・民間開放推進会議においては、総務省と連携してこれを推進しており、「規制影響分析（ＲＩＡ）の試行

的実施に関する実施要領」を策定し、各府省の取組の促進を図っているところである。また、物価安定政策会議にお

いては、公共料金分野におけるＲＩＡガイドラインの策定に取り組んでいるところである。 

各府省は、規制改革・民間開放推進会議及び総務省と連携しつつ、ＲＩＡの試行的な実施や規制の事前評価の

義務付けに向けた調査研究等に一層積極的に取り組む。 

また、総務省は、調査研究を行い、政策評価の観点からその評価手法の開発の推進に努めているところであるが、

平成17年度においては、規制改革・民間開放推進会議と連携しつつ、16年度から各府省において実施されている

試行的なＲＩＡの実施状況を速やかに把握・分析し、その結果を取りまとめるとともに、これにより得られた知見・情報

等の各府省への提供や調査研究等に一層積極的に取り組み、評価手法が開発された時点で「行政機関が行う政

策の評価に関する法律」（平成13年法律第86号）の枠組みの下で規制の事前評価を早期に義務付けるための取組

を進める。 
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（参考４） 
規制影響分析（ＲＩＡ）の試行的実施に関する実施要領（抄） 

（平成16年８月13日内閣府規制改革・民間開放推進室） 
 
１．目的等 
規制影響分析（ＲＩＡ）の試行的実施は、規制に係る政策評価についての評価手法の開発及び規制改革の一層の推進に

資することを目的として行う。 

この実施要領は、ＲＩＡについて、その試行的実施のための基本的な指針を定めるものである。 

 
２．実施細則 
⑴ 対象 

ＲＩＡは、可能な限り全ての規制の設定又は改廃に際して行うものとする。ただし、政省令等については、軽微等の理由に

より「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続」（平成11年３月23日閣議決定）（以下「パブリック・コメント手続」という。）

を行わなかったものについてはこの限りでない。 

⑵ 実施時期 
① ＲＩＡは、以下に定める時期までに行わなければならないこととする。 

ア 法律の制定・改廃により設定・改廃される規制については、当該法律の公布（廃止）時 

※ ただし、できる限り当該法律案の国会提出時までに行うことが望ましい。 

イ 政省令等の制定・改廃により設定・改廃される規制については、パブリック・コメント手続における意見の募集時 

※ あわせて、パブリック・コメント手続における意見等を踏まえて規制の実施時までに当該規制を修正する場合は、そ

の時点で改めてＲＩＡを行うものとする。 

ウ 法律による見直し等の検討が加えられている規制については、当該検討結果の公表時 

② ＲＩＡを行った規制については、当該ＲＩＡに記載するレビュー時期までの間にレビューを行わなければならないこととす

る。 

⑶ 分析項目 
当面、分析項目は、規制の内容・目的、期待される効果、想定される負担、想定できる代替手段等との比較考量、レビ

ューを行う時期等とし、（略）とする。 

各分析項目についての具体的な分析事項例は以下のとおり。 

① 規制の内容・目的 

当該規制についての簡単な内容、また導入の目的・必要性を記載するとともに、当該規制の根拠条文を明示。 

（規制の緩和の場合は、当該規制緩和の内容・目的等を記載するとともに、緩和後の規制について、なおその規制が

必要である理由を記載。） 

② 期待される効果 

当該規制に関し、規制実施による関連業界や国民への便益、社会的便益という観点から、その効果について、影響の
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帰着先を特定しつつ、想定され得る効果の要素を可能な限り列挙するとともに、可能な限り当該効果を定量化し推計。 

なお、｢効果｣は、現状維持とした場合と比べた増分で表現するものとする。 

③ 想定される負担 

当該規制に関し、規制実施による行政コスト、遵守コスト、社会コストという観点から、国民等への負担について、影響

の帰着先を特定しつつ、想定され得る負担の要素を可能な限り列挙するとともに、可能な限り当該負担を定量化し推

計。 

なお、｢負担｣は、現状維持とした場合と比べた増分で表現するものとする。 

④ 想定できる代替手段との比較考量 

想定できる代替手段を提示し、当該代替手段についても上記②、③の分析を行い、設定・改正しようとする規制案と当

該代替手段を比較考量。 

なお、代替手段については、可能な限り規制以外の代替手段も提示するものとする。 

また、規制緩和の場合は、当該規制の撤廃も想定できる場合は代替手段として提示するものとする。 

⑤ 備考 

設定・改正しようとする規制に関し審議した審議会等において示された有識者の見解その他関連資料がある場合は、

必要に応じそれを明示。 

⑥ レビューを行う時期 

規制は、社会経済情勢の変化に応じ、不断に見直されるべきであることから、規制の導入から一定期間が経過した後

に、当該規制がその時点での社会経済情勢に照らしてなお最適であるか否かを判断することが望まれる。 

この観点から、当該規制を行う時期として、当該規制の施行後５年を超えない期間を設定。 

⑷ 分析の程度 
分析の程度については、ＲＩＡの試行的実施等を通じて検討すべき事項であることから、当面、定量的/定性的という点も

含め、ＲＩＡを実施する府省の判断にゆだねるものとする。 

なお、総務省は、内閣府規制改革・民間開放推進室と連携しつつ、分析手法の開発・向上に資するような知見・情報等

を各府省に対して提供することとする。 

⑸ ＲＩＡの公表等 
ＲＩＡを実施した府省は、速やかにその結果を内閣府規制改革・民間開放推進室に通知するとともに、原則としてインタ

ーネットにより公表しなければならないこととする。 

なお、内閣府規制改革・民間開放推進室は、ＲＩＡの結果等を各府省より得たときは、速やかにこれを総務省に回報する

こととする。 

 
３．附則 
ＲＩＡの試行的実施は、平成16年10月１日より行うものとする。また、本実施要領については、平成17年３月31日までの間に

必要な検討を加えるものとする。 
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（参考５） 

政策評価制度に関する見直しの方向性（抄）（平成17年６月17日総務省） 

 

Ⅱ 今後の課題と対応方策 

 

 ２ 重要政策に関する評価の徹底 

 

（規制の事前評価の義務付けに向けた取組） 

 
規制影響分析（Ｒｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｉｍｐａｃｔ Ａｎａｌｙｓｉｓ ：ＲＩＡ）は、規制の導入や修正に際し、実施に当たって想定される

コストや便益といった影響を客観的に分析し、公表することにより、規制制定過程における客観性と透明性の向上を目指

す手法であるが、「規制改革・民間開放推進３か年計画」（平成16年３月19日閣議決定）に基づき、各府省において平成

16年度から試行的に実施され、17年４月までに41件が実施されたところである。 

 

また、平成17年３月25日に改定された同計画においては、規制改革・民間開放推進会議と連携しつつ、試行的なＲＩＡ

の実施状況を速やかに把握・分析し、その結果を取りまとめるとともに、これにより得られた知見・情報等の各府省への提

供や調査研究等に一層積極的に取り組み、評価手法が開発された時点で「行政機関が行う政策の評価に関する法律」

の枠組みの下で規制の事前評価を早期に義務付けるための取組を進めるとされたところである。 

 

このため、総務省において、各府省が平成16年度から行っている試行的なＲＩＡの実施状況を早急に取りまとめ、公表

することとする。 

 

また、今後、各府省が行った試行的なＲＩＡについてより詳細に分析し、評価手法の開発の推進状況について検証する

とともに、事前評価を義務付ける対象の合理的な範囲や評価を実施する時点など早期義務付けに向けた具体的な枠組

みの検討を行うこととする。 
 




